
№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後

表現の統一 関係課 修正 文言修正 「など」 「等」

表現の統一 関係課 修正 文言修正 連名の場合に「・」と「、」が混在 「・」で統一

表現の統一 関係課 修正 文言修正 平成31年度以降 元号表記  平成   新元号  混在 平成31年度以降 元号表記  新元号  統一

表現の統一 関係課 修正 文言修正 奈良県 県 混在 組織体を表現する場合は「県」で統一

表現の統一 関係課 修正 文言修正 生駒市、市、本市、当市が混在 固有名詞の場合、「生駒市」
それ以外は、「本市」で統一

表現の統一 関係課 修正 文言修正 各課、各部署、市役所内部、市役所各部署、庁内、庁内各課
などが混在 基本は「各課」、「庁内」、「庁内各課」

表現の統一 関係課 修正 文言修正 職員、市職員が混在 「職員」で統一

表現の統一 関係課 修正 文言修正       団体 市民団体 NPO

表現の統一 関係課 修正 文言修正 ホームページ、市ホームページ等が混在 「ホームページ」で統一

表現の統一 関係課 修正 文言修正 西暦 和暦 混在     和暦     以外 和暦（西暦） 併記

表現の統一 関係課 修正 文言修正 ○○年○月 ○○年     月 消 

表現の統一 関係課 修正 文言修正 さまざまな 様々な

表現の統一 関係課 修正 文言修正 更  更  さらに、さらなる

表現の統一 関係課 修正 文言修正 アルファベットが全角、半角が混在 アルファベットは半角

表現の統一 関係課 修正 文言修正

下記 統一不足
行政 5年間 主 取組 読点必要
市民 事業者       読点必要
具体的 事業 読点不要

行政 5年間 主 取組 読点必要
市民 事業者       読点必要
具体的 事業 読点不要

多様な主体との協創 表現の統一 関係課 修正 文言修正 である調 ですます調

1 111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。

地域包括ケア
推進課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

2 111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。

地域包括ケア
推進課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

3 111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。

地域包括ケア
推進課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

4 111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 

地域包括ケア
推進課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

5 111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。

地域包括ケア
推進課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし

た。

③２ 地域福祉活動が効果的に機能するよう、他の関係機関と
役割を分担しながら、連携強化します。（高齢施策課・地域包
括ケア推進課）
③３ 高齢者が生きがいをもって働ける場の拠点として、シルバー
人材センター 一層 活用 機能強化 向  支援 行    
（高齢施策課）

③２ 地域福祉活動が効果的に機能するよう、他の関係機関と
役割を分担しながら、連携強化します。（高齢施策課・地域包
括ケア推進課・生涯学習課）
③３ 高齢者が生きがいをもって働ける場の拠点として、シルバー
人材センターの活性化に向けての支援や高齢者就労に関する情
報提供 行    （高齢施策課・商工観光課）

6 111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   

地域包括ケア
推進課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■事業者ができること
記載なし

■事業者ができること
① 自立支援 重度化防止 向  実践 強化   
② 認知症 関  理解 深  啓発活動 実施   
② 行方不明高齢者検索           登録   
③ 配食 宅配事業 通  安否確認 見守  行  

7 111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

① 地域包括ケアシ
ステム

高齢者の安定した生活の基盤となる居住確保の視点を追
加。

地域包括ケア
推進課

原案どお
り

411 住宅環境  記載     
したため原案どおりとします。

小分野 細分野 項目

全体

全体

全体

全体

全体

全体

全体

全体

全体

全体

全体

全体

全体

全体

全体

全体
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

① 地域包括ケアシ
ステム 現状と課題

地域包括ケア
推進課
保護課

修正 加筆修正しました。

高齢化の急速な進展に伴い、地域の中での支え合いの仕組みづ
   強化 自立支援 重度化防止  取組 重要      
います。
また、介護サービスの需要に即した将来に渡る介護人材の確保、
医療 介護    高 人々 在宅生活 支援等 含  地域
包括ケアシステム（自助・互助・共助・公助）の構築に向けた取
組を進めている途上にあります。
特 新元号3(2021)年 境  後期高齢者数 前期高齢者数
 上回  新元号7(2025)年  高齢化率 29.4％（3.4人
 1人） 見込         要介護認定率 上昇 虚弱高
齢者・認知症高齢者の増加に対応できる保険者機能の強化、
専門職のケアの向上、自助や互助の取組推進等、包括的な体
制整備が急務です。

高齢化の急速な進展に伴い、地域の中での支え合いの仕組みづ
   強化 自立支援 重度化防止  取組 重要      
います。
また、介護サービスの需要に即した将来にわたる介護人材の確
保 医療 介護    高 人々 在宅生活 支援等 含  
地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を進めている途上にあ
ります。
特 新元号3(2021)年 境  後期高齢者数 前期高齢者数
 上回  新元号7(2025)年  高齢化率 29.4％（3.4人
に1人）、うち後期高齢者は59.9％となる見込         
要介護認定率 上昇 虚弱高齢者 認知症高齢者 増加 対
応できる保険者機能の強化、専門職のケアの向上、自助や互助
の取組推進等、包括的な体制整備が急務です。
   平成30(2018)年10月 生活困窮者自立支援法 改正
    生活困窮者 状況 応  包括的 早期的 支援 行 
ことが求められています。

8 111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

① 地域包括ケアシ
ステム 現状と課題

「後期高齢者数が前期高齢者数を上回り」と言うのであれ
  後期高齢者 割合 示       高齢化率   
明示は整合性がない。現実にも、その層こそ「包括的な体制
整備が急務」の中心である。

地域包括ケア
推進課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

特 新元号3(2021)年 境  後期高齢者数 前期高齢者数
 上回  新元号7(2025)年  高齢化率 29.4％（3.4人
 1人） 見込         要介護認定率 上昇 虚弱高
齢者・認知症高齢者の増加に対応できる保険者機能の強化、
専門職のケアの向上、自助や互助の取組推進等、包括的な体
制整備が急務です。

特 新元号3(2021)年 境  後期高齢者数 前期高齢者数
 上回  新元号7(2025)年  高齢化率 29.4％（3.4人
に1人）、うち後期高齢者は59.9％となる見込         
要介護認定率 上昇 虚弱高齢者 認知症高齢者 増加 対
応できる保険者機能の強化、専門職のケアの向上、自助や互助
の取組推進等、包括的な体制整備が急務です。

111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

① 地域包括ケアシ
ステム

行政 ５年間 主 取
組

地域包括ケア
推進課
地域医療課
健康課
介護保険課

修正 文言修正しました。

①３ 在宅医療 介護連携の推進を図ります。（地域包括ケア
推進課 地域医療課 健康課 介護保険課）

①３ 在宅医療 介護連携を推進します。（地域包括ケア推進
課 地域医療課 健康課 介護保険課）

111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

① 地域包括ケアシ
ステム 具体的な事業 地域包括ケア

推進課 修正 文言修正しました。
①１ 介護予防・生活支援サービス事業
一般介護予防事業（地域包括ケア推進課）

①１ 介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事業
（地域包括ケア推進課）

111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

① 地域包括ケアシ
ステム 指標 地域包括ケア

推進課 修正 文言修正しました。
■指標の説明文
介護予防･日常生活支援総合事業への参加延べ人数

■指標の説明文
介護予防･日常生活支援総合事業への参加延べ人数。

111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

① 地域包括ケアシ
ステム 脚注 地域包括ケア

推進課 修正 加筆しました。

記載なし ※1 地域包括      ：重度 要介護状態     住 
慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができ
    医療 介護 予防住   生活支援 包括的 確保   
体制のこと。

111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

② 認知症対策 5年後   地域包括ケア
推進課 修正 文言修正しました。

②認知症 関  理解 促進 認知症 早期発見 早期診断
 治療    充実 他 認知症高齢者や家族を支える支援体
制が進んでいる。

②認知症高齢者や家族を支える支援体制が進んでいる。

9 111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

② 認知症対策 行政 ５年間 主 取
組

生駒市には専門職向けの認知症ケアパスが作成されていま
   市民向       作成       認識    
  市民向  認知症    作成 盛 込    検討 
て頂けたらと考えます。

地域包括ケア
推進課

原案どお
り 市民向  作成      

111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

② 認知症対策 具体的な事業

地域包括ケア
推進課
地域医療課
介護保険課
健康課

修正 加筆しました。

②３ 生駒市医療介護連携      協議会 認知症対策部
会の運営（地域包括ケア推進課）

②３ 生駒市医療介護連携      協議会 認知症対策部
会の運営（地域包括ケア推進課 地域医療課 介護保険課 
健康課）

111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

② 認知症対策 指標 地域包括ケア
推進課 修正 文言修正しました。

■指標の説明文
「認知症サポータ要請認知症 正  理解  ･･･ 

■指標の説明文
「認知症 正  理解      
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

② 認知症対策 関連する主な取組 市民活動推
進センター 修正 文言修正しました。

【認知症高齢者や家族を支える支援体制の構築】
③４ 市民活動 活発      各種講座等 行   。（市
民活動推進    ）

【認知症高齢者や家族を支える支援体制の構築】
③３ 市民活動 活発      各種講座等 実施します。
（市民活動推進    ）

111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

③ 地域福祉活動 現状と課題 地域包括ケア
推進課 修正 文言修正しました。

誰もが安心して暮らすことができる地域社会の実現に向け、高齢
者 生       社会参加 促進  地域 支 合 意識 
醸成を高め、高齢者の安心・安全が確保できる仕組みの構築に
取り組んでいます。
特  高齢者 互  支  仕組     向  自治会 老人 
  連合会 民生委員等 連携強化 努      
住民主体 通  場 創出      小地域 単位 平成
27(2015)年 50 所 比  平成29年3月末 110 所と増
加しているものの、担い手の高齢化等が問題となりつつあります。ま
た、高齢者の生きがいづくりの場として、シルバー人材センターにお
いても活動内容を充実し、社会参加の場の促進に努めています。
今後は、さらに地域福祉活動が効果的に機能するように、関係機
関・者との連携を強化し、地域福祉の充実を図る必要がありま
す。

誰もが安心して暮らすことができる地域社会の実現に向け、高齢
者 生       社会参加 促進  地域 支 合 意識 
醸成を高め、高齢者の安心・安全が確保できる仕組みの構築に
取り組んでいます。
特  高齢者 互  支  仕組     向  自治会 老人 
  連合会 民生委員等 連携強化 努      
住民主体 通  場 創出      小地域 単位 平成
27(2015)年度末 50 所 比  平成29(2017)年度末 
110ヶ所と増加しているものの、担い手の高齢化等が問題となりつ
つあります。また、高齢者の生きがいづくりの場として、シルバー人材
センターにおいても活動内容を充実し、社会参加の場の促進に努
めています。
今後は、さらに地域福祉活動が効果的に機能するように、関係機
関・者との連携を強化し、地域福祉の充実を図る必要がありま
す。

10 111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

③ 地域福祉活動 行政 ５年間 主 取
組

アクティブシニアの生きがいづくりのための活動支援、就労支
援 視点 重要 老人        人材     係 
取組だけでなく多様な機会創出の取組が必要。就労支援に
    商工観光課  連携 不可欠    生      
     生涯学習課等  連携 不可欠 

高齢施策課 修正 加筆修正しました。

③３ 高齢者が生きがいをもって働ける場の拠点として、シルバー
人材センター 一層 活用 機能強化 向  支援 行    
（高齢施策課）

③３ 高齢者が生きがいをもって働ける場の拠点として、シルバー
人材センターの活性化に向けての支援や高齢者就労に関する情
報提供 行    （高齢施策課・商工観光課）

111 高齢者保健福祉･地域福 ③ 地域福祉活動 市民      高齢施策課 修正 文言修正しました。 ③ １人暮らし高齢者 把握 支援 行 。 ③ １人暮らし高齢者を把握し支援する。

111
高齢者保健
福祉･地域福
祉

③ 地域福祉活動 多様な主体との協創
高齢施策課
地域包括ケア
推進課

修正 加筆しました。
③ 地域    見守 活動 充実    事業者 地域福祉活
動について連携します。（高齢施策課）

③ 地域    見守 活動 充実    事業者 地域福祉活
動について連携します。（高齢施策課・地域包括ケア推進課）

1 121 障がい者保健福祉 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。

障がい福祉
課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

2 121 障がい者保健福祉
行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。

障がい福祉
課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

3 121 障がい者保健福祉
行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。

障がい福祉
課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

4 121 障がい者保健福祉
行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 

障がい福祉
課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

5 121 障がい者保健福祉
行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。

障がい福祉
課 修正

№11のとおり №11のとおり

6 121 障がい者保健福祉
市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   

障がい福祉
課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

121 障がい者保健福祉 ① 障  者理解 
権利擁護 5年後   障がい福祉

課 修正 文言修正しました。

①人格と個性を尊重し合いながら、共生する社会が進んでいる。 ①    市民 障      理解  人格と個性を尊重し合
いながら、共生する社会づくりが進んでいる。
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

121 障がい者保健福祉 ① 障  者理解 
権利擁護 現状と課題 障がい福祉

課 修正 生駒市障がい者福祉計画を基に
文言修正しました。

障  者等    障壁      社会    事物 制度 慣
行 観念  他一切    除去              ま
た、「自助」、「共助」、「公助」の考え方が根付 取組 行    
なければなりません。
障  者理解 権利擁護 向  取組 進        今後
 継続       市民 障      理解  障  者 共
に生きる社会の実現に向けた取組を進めていく必要があります。

障  者等    障壁      社会    事物 制度 慣
行 観念  他一切    除去              今
後ますます多様化し、増大する福祉ニーズに対応するためには、
ノーマライゼーション※1 理念 基   市民 相互支援    
ティア活動が機能していることが重要になります。「自助」、「共
助」、「公助」の考え方が根付  地域住民 一体     助 
合える」、「話し合える」、「分かち合える」地域社会を構築すること
が望まれます。
障  者理解 権利擁護 向  取組 進        今後
 継続       市民 障      理解  障  者 共
に生きる社会の実現に向けた取組を進めていく必要があります。

121 障がい者保健福祉 ① 障  者理解 
権利擁護 具体的な事業 障がい福祉

課 修正 文言追加しました。

①１ 福祉センター事業（障がい福祉課）
障  者理解 深  講演会 研修会開催（障  福祉課）
広報紙やホームページ等による情報提供（障がい福祉課）
あいサポート運動推進事業（障がい福祉課）
ヘルプカード普及事業（障がい福祉課）

①１ 福祉センター事業（障がい福祉課）
障  者理解 深  講演会 研修会開催（障  福祉課）
広報紙やホームページ等による情報提供（障がい福祉課）
あいサポート運動推進事業（障がい福祉課）
ヘルプマーク・ヘルプカード普及事業（障がい福祉課）

121 障がい者保健福祉 ① 障  者理解 
権利擁護 関連する主な取組 市民活動推

進センター 修正 文言修正しました。
【障がい者に対するボランティア活動の推進】
③２ NPO活動 支援    （市民活動推進    ）

【障がい者に対するボランティア活動の推進】
③１ NPO活動 支援    （市民活動推進    ）

121 障がい者保健福祉 ① 障  者理解 
権利擁護 脚注 障がい福祉

課 修正 加筆しました。

記載なし ※1           ：障  者  社会的 不利 受   
い人々が、社会の中で他の人々と同じ様に生活し活動すること
が、社会の本来あるべき姿であるという考え方。

121 障がい者保健福祉 ② 社会参加・就労
支援 5年後   障がい福祉

課 修正 文言修正しました。
②生きがいある生活と社会参加が進んでいる。 ②障がい者の生きがいある生活と社会参加が進んでいる。

11 121 障がい者保健福祉 ② 社会参加・就労
支援

行政 ５年間 主 取
組 ②２ 総合的な就労支援とあり、商工観光課、人事課も関係主

体とする。

障がい福祉
課
商工観光課
人事課

修正 加筆しました。

②２ 障  者    適性 能力 応  多様 働 方    
   総合的 就労支援 取 組    （障  福祉課 農林
課・みどり公園課）

②２ 障  者    適性 能力 応  多様 働 方    
よう、総合的な就労支援に取り組みます。（障がい福祉課・人事
課・商工観光課・農林課    公園課）

121 障がい者保健福祉 ② 社会参加・就労
支援 具体的な事業

障がい福祉
課
商工観光課

修正 №11の修正に伴い担当課を加
筆しました。

②２ 障がい者職場体験受入れ事業（障がい福祉課） ②２ 障がい者職場体験受入れ事業（障がい福祉課・人事課・
商工観光課）

121 障がい者保健福祉 ② 社会参加・就労
支援 指標 障がい福祉

課 修正 文言修正しました。

■指標②の説明文
市役所各課で職場体験を受け入れた延べ人数。職場体験によ
  一般就労 向  職業生活 基本的知識 習慣等 理解 
深めるとともに、市職員 障  者   就労 対  理解 図 
ます。（障がい福祉課）

■指標②の説明文
市役所で職場体験を受け入れた人数。職場体験により、一般就
労 向  職業生活 基本的知識 習慣等 理解 深     
に、職員 障  者   就労 対  理解 図    （障  
福祉課）

121 障がい者保健福祉 ② 社会参加・就労
支援 関連する主な取組 スポーツ振興

課 修正 文言修正しました。

【障がい者スポーツの促進】
③２ 障   種類 程度 応  障がい(児)者のスポーツ活動
状況を把握し、ニーズに対応した事業 企画 運営 行   。
（スポーツ振興課）

【障がい者スポーツの促進】
③２ 障がい者のスポーツ活動状況を把握し、障がいの種類や程
度 応  事業 企画 運営   。（スポーツ振興課）

121 障がい者保健福祉 ③ 生活支援 5年後   障がい福祉
課 修正 文言修正しました。

③住 慣  地域 中  自立  安心  生活 進     ③障がい者が住 慣  地域 中  自立  安心  生活が
できる取組が進んでいる。
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

121 障がい者保健福祉 ③ 生活支援 現状と課題 障がい福祉
課 修正 文言修正しました。

少子高齢化社会の進展やストレス社会の広がりの中、障がい者
数 増加 障   重度 重複化 起         誰  住
 慣  地域 家族 関      自立  安心  生活 継
続できる仕組みづくりも求められています。

高齢化社会の進展やストレス社会の広がりの中、障がい者数の
増加 障   重度 重複化 起         誰  住 
慣  地域 家族 関      自立  安心  生活 継続
できる仕組みづくりも求められています。

121 障がい者保健福祉 ③ 生活支援 指標 障がい福祉
課 修正 文言修正しました。

■指標③の説明文
生活支援センターにおける相談延べ件数。

■指標③の説明文
生活支援センターにおける相談件数。

121 障がい者保健福祉 ③ 生活支援 関連する主な取組 障がい福祉
課 修正 文言修正しました。

【障がい者に対する子育て支援の充実】
②８ 障  児 発達 遅    子    医療機関 児童福
祉施設等  連携   早期療育 相談体制の充実を図りま
す。（障がい福祉課）

【障がい者に対する子育て支援の充実】
②８ 障  児 発達 遅    子    医療機関 児童福
祉施設等  連携   早期療育 相談体制を充実します。
（障がい福祉課）

1 131 健康づくり 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 健康課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 131 健康づくり 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 健康課 修正

■① 行政 5年間 主 取組
①１ 科学的根拠に基づくがん(胃・子宮・肺・乳・大腸)検診の実
施 精度管理   質 確保   受診    体制 整  
す。（健康課）
①２ 特定健康診査 各種検診 実施    （国保医療課 
健康課）
①３ 「生駒健康ウォーキングマップ」を活用した歩こう会や地域組
織に同マップを活用した運動事業を推進します。（健康課）
①４ 生活習慣病予防教室や運動教室、各種相談（健康・栄
養・運動）、出前講座を実施します（健康課、スポーツ振興
課）
①５ 健康づくりリーダー養成は、食育についての内容をより充実さ
せ、人材育成を図ります（健康課）
①６ 禁煙相談      開催  受動喫煙防止 啓発 行 
ます。（健康課）
①７ 食育ネットワークシステムを設置し、様々な食に関する取組
を推進します。（健康課）

■① 行政 5年間 主 取組
①１ 特定健康診査※2 各種検診 実施    （国保医療
課・健康課）
①２ 科学的根拠に基づくがん（胃・子宮・肺・乳・大腸）検診
 実施 精度管理   質 確保   受診    体制 整 
ます。（健康課）
①３ 生活習慣病予防教室や運動教室、各種相談（健康・栄
養・運動）、出前講座を実施します。（健康課・国保医療課 ス
ポーツ振興課・教育指導課・地域包括ケア推進課）
①４ 児童生徒 健康 身体       教育 行    
（教育指導課）
①５ 健康づくりリーダー養成は、食育についての内容をより充実さ
せ、人材育成を図ります。（健康課）
①６ 食育ネットワークシステムを設置し、様々な食に関する取組
を推進します。（健康課）
①７ 「生駒健康ウォーキングマップ」を活用した歩こう会や地域組
織に同マップを活用した運動事業を推進します。（健康課）
①８ 禁煙相談やイベントを開催し、禁煙や受動喫煙防止の啓
発 行    （健康課・環境保全課）

3 131 健康づくり 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 健康課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 131 健康づくり 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 健康課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 131 健康づくり 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 健康課 修正 №2（131健康づくり）のとおり修

正しました。

№2（131健康づくり）のとおり修正しました。 №2（131健康づくり）のとおり修正しました。

6 131 健康づくり 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   健康課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■②の事業者ができること
記載なし

■②の事業者ができること
② 各種相談窓口に関する情報を提供する。

12 131 健康づくり
５年後   
行政 ５年間 主 取
組

基本計画の第５章施策の大綱に「誰もが自然に健康づくり
 結 付 環境        踏   5年後   （目
標）の記述及び取組が必要。

健康課 修正 ① 5年後    修正     

①健（検）診や地域の活動により、一人ひとりが健康に対する関
心    元気 生       市民 増     

①健（検）診や地域の活動により、一人ひとりが自然に健康に
対  関心    元気 生       市民 増     
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

13 131 健康づくり ② 心の健康 現状と課題

 心 健康  現状 課題   行政 最大 責務 住民 
命を守ることであり・・』と記載されています。この表現はここだ
      身体 健康  現状 課題  １-３-２医療 
も記載されていてもおかしくない表現です。さらには、このような
計画に記載するのではなく、基本構想の第1章将来ビジョン
の「まちづくりの基本的な考え方」として、記載すべきものでは
ないかと考えます。

健康課
秘書企画課 修正

 行政 最大 責務 住民 命
を守ることであり・・』と同趣旨のこ
とは、基本構想の３まちづくりの目
標の(1)安全で、安心して健康に
暮らせるまちに記載済みであるた
め、小分野では記載しないこととし
ました。

14 131 健康づくり ① 身体の健康 現状と課題
子どもの生活習慣病も問題となっており、早い段階からの健
康    必要性 認識 実践 求       点 現状
と課題を入れるべきではないか。

健康課 修正 文言修正しました。

高齢化に伴い、「健康づくり」への関心が高まっていますが、健康維
持･増進  市民 死亡原因 第1位       生活習慣
病  対策 重要        市民一人    健康    
取 組 意識   高  定期的 健（検）診受診率向上 向
  取組 適切 食事 運動    対策 実践       引
き続き支援することが必要です。

健康寿命の延伸への関心が高まっていますが、健康維持･増進に
 市民 死亡原因 第1位       生活習慣病※1への
若 頃   対策 重要        市民一人    健康 
   取 組 意識   高  定期的 健（検）診受診率向上
 向  取組 適切 食事 運動    対策 実践     
に、引き続き支援することが必要です。

14 131 健康づくり ① 身体の健康 行政 ５年間 主 取
組

基本計画の第５章施策の大綱に「幼いころから規則正しい
生活習慣 確立   学校  連携     教育振興部 
取組が必要。

健康課
教育指導課 修正 №2（131健康づくり）のとおり修

正しました。

№2（131健康づくり）のとおり修正しました。 №2（131健康づくり）のとおり修正しました。

14 131 健康づくり ① 身体の健康 行政 ５年間 主 取
組 ①４

子どもの生活習慣病が問題となっており、早い段階からの健
康    必要性 認識 実践 求         出前講
座 小 中学校     行 旨 明示  担当課 教育部
門も入れる。

健康課 修正 №2（131健康づくり）のとおり修
正しました。

№2（131健康づくり）のとおり修正しました。 №2（131健康づくり）のとおり修正しました。

15 131 健康づくり ① 身体の健康 行政 ５年間 主 取
組 ①６

 禁煙相談      開催  受動喫煙防止 啓発 行
います』となっていますが、“受動喫煙防止”も重要ですが、そ
れ以上に重要なことは、“禁煙”と考えます。よって、この一文
は、『禁煙相談やイベントを開催し、禁煙や受動喫煙防止の
啓発 行      変更 提案    

健康課 修正 №2（131健康づくり）のとおり修
正しました。

№2（131健康づくり）のとおり修正しました。 №2（131健康づくり）のとおり修正しました。

131 健康づくり ① 身体の健康 具体的な事業 健康課 修正 №2、14、15に伴い修正しまし
た。

①１ 各種がん検診事業（健康課）
がん検診推進事業（個別通知、コールリコール、精密検査未受
診者受診再勧奨）（健康課）
広報等による啓発事業（健康課）
①２ 特定健康診査等推進事業（国保医療課）
健康増進事業（肝炎    検診 歯周病検診）（健康課）
①３ 運動推進事業（生駒健康ウォーキングマップ推進事業・い
こマイウォーキング倶楽部)（健康課）
①４ 各種健康教室、出前講座、個別相談（健康・栄養・運
動）（健康課、スポーツ振興課）
①５ 健康づくりリーダー養成講座・研修会（健康課）
①６ たばこ対策(禁煙支援・受動喫煙防止)の推進（健康
課）
①７ 食育ラウンドテーブル（健康課）
食育ネットワーク（健康課）

①１ 特定健康診査等推進事業（国保医療課）
健康増進事業（肝炎    検診 歯周病検診）（健康課）
①２ 各種がん検診事業（健康課）
がん検診推進事業（個別通知、コールリコール、精密検査未受
診者受診再勧奨）（健康課）
広報等による啓発事業（健康課）
①３ 各種健康教室、出前講座、個別相談（健康・栄養・運
動）（健康課・国保医療課 スポーツ振興課・教育指導課）
①４ 体力向上推進   （教育指導課）
①５ 健康づくりリーダー養成講座・研修会（健康課）
①６ 食育ラウンドテーブル（健康課）
食育ネットワーク（健康課）
①７ 運動推進事業（生駒健康ウォーキングマップ推進事業・い
こマイウォーキング倶楽部）（健康課）
①８ たばこ対策（禁煙支援・受動喫煙防止）の推進（健康
課・環境保全課）

131 健康づくり ① 身体の健康 脚注 健康課 修正 加筆しました。

記載なし ※1 生活習慣病：食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒等の
生活習慣    発症 進行 関与  疾患群     脳血
管障害、心臓疾患、高血圧症、慢性気管支炎、肺気腫、脂肪
肝 肝硬変 糖尿病 含    
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

131 健康づくり ① 身体の健康 脚注 健康課 修正 加筆しました。

記載なし ※2 特定健康診査：メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候
群） 該当者 予備軍 減少      40歳 74歳 被保
険者等 行 健康診査 

131 健康づくり ② 心の健康 5年後   健康課 修正 文言修正しました。

②住民同士 声   助 合 活動 相談機関 充実により、
自分らしく生きがいを持ち、安心して暮らすことができている。

②住民同士 声   助 合 活動 相談機関 活用により、
心の健康が維持でき、自分らしく生きがいを持ち、安心して暮らす
ことができている。

131 健康づくり ② 心の健康 現状と課題 健康課 修正 文言修正しました。

本市は全国値 比 低 自殺率    依然   自 命 絶 
という深刻な事態が続いています。行政 最大 責務 住民 命
を守ることであり、住民 暮   密着  広報 啓発 相談支援
等、生きることの包括的支援である自殺対策の推進と地域セーフ
ティネット（気付きとつながり）としてのゲートキーパー※1の充足が
求められています。

現代社会では、ストレスにさらされることが多く、誰もが心の健康を
損なう可能性があると言われています。また、本市は全国と比べ低
 自殺率    依然   自 命 絶    深刻 事態 続
いています   早期発見  仕組     大切   
また、生涯にわたって、いきいきと暮らすためには、身体の健康だけ
   心 健康 重要                正  知識
の普及と相談機関の周知を図る必要があります。
住民 暮   密着  広報 啓発 相談支援等 生     包
括的支援である自殺対策の推進と地域セーフティネット（気付き
とつながり）としてのゲートキーパー※3の充足や幅広い人材の確
保と養成が求められています。

131 健康づくり ② 心の健康 行政 ５年間 主 取
組 健康課 修正 加筆しました。

記載なし ②２ 鬱症状 早期発見 向  実態把握 努    （地域
包括ケア推進課）

16 131 健康づくり ② 心の健康 行政 ５年間 主 取
組 ②２

自殺対策大綱ではゲートキーパーの対象として、かかりつけ
医 保健師 看護師      教職員 民生児童委員 
各種相談窓口の担当者となっており、取組として幅広い人材
の確保と養成が必要。

健康課 修正 ご指摘の内容を加筆しました。

記載なし ②４ 多職種を対象に、ゲートキーパー研修を実施し、人材育成
を図ります。（健康課）

131 健康づくり ② 心の健康 市民      健康課 修正 文言修正しました。

② 悩  困難 抱  人 孤立       気   人 見 
けた時に優しく声かけ      行   

② 悩  困難 抱  人 孤立       気   人 見 
けた時に声    必要時  見守  相談機関     

131 健康づくり ② 心の健康 具体的な事業 健康課 修正 加筆しました。
記載なし ②２ 元気度     実施及 未返送者 実態把握（地域包

括ケア推進課）

131 健康づくり ② 心の健康 指標 健康課 修正 文言修正しました。

■グラフの値
H29  14.06
H30
H31  12.20
新元号2 11.83
新元号3 11.45
新元号4 11.07
新元号5 10.69
■グラフの説明文
人口10万人当   自殺者数 厚生労働省自殺対策推進室
において、警視庁から提供を受けた自殺データに基づき集計。
生駒市自殺対策計画での目標10.68人以下（新元号5）を目
指します。（健康課）

■グラフの値
H29  14.06
H30
新元号1 12.18
新元号2 11.81
新元号3 11.43
新元号4 11.05
新元号5 10.68
■グラフの説明文
人口10万人当   自殺者数 厚生労働省自殺対策推進室
において、警視庁から提供を受けた自殺データに基づき集計。
生駒市自殺対策計画での目標10.68人以下（新元号5）を目
指します。（健康課）

131 健康づくり ② 心の健康 関連する主な取組 教育指導課 修正 文言追加しました。

【自殺対策】
①10すべての生命を尊重し、自己有用感を高めるための心の教
育を充実します。（教育指導課）

【自殺対策】
①10すべての生命を尊重し、自己有用感 相互理解を高めるた
めの心の教育を充実します。（教育指導課）
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131 健康づくり ② 心の健康 脚注 健康課 修正 番号修正しました。

※1        ：自殺 危険 示     気   適切 
対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支
援     見守 ） 図       人    

※3        ：自殺 危険 示     気   適切 
対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支
援     見守 ） 図       人    

1 132 医療 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 地域医療課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 132 医療 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 地域医療課 修正 №17の2つ目のとおり修正しまし

た。

№17の2つ目のとおり修正しました。 №17の2つ目のとおり修正しました。

3 132 医療 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 地域医療課 修正 №17の2つ目、№21のとおり修正

しました。

№17の2つ目、№21のとおり修正しました。 №17の2つ目、№21のとおり修正しました。

4 132 医療 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 地域医療課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 132 医療 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 地域医療課 修正 №17の2つ目、№21のとおり修正

しました。

№17の2つ目、№21のとおり修正しました。 №17の2つ目、№21のとおり修正しました。

6 132 医療 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   地域医療課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし

た。

■① 市民      
① 一次救急 二次救急 三次救急 役割分担 理解  救急
車 適正利用 努   
■①の事業者ができること
① 救急搬送    適切 運用  救急患者 断   医療体
制を構築する。
■② 市民      
記載なし
■②の事業者ができること
記載なし

■① 市民      
① 地域 医療体制 把握  等地域医療  関心 持  適
正な受診を心掛ける。
① 救急車 適正利用 努   
① 自らの健康を守るため、健康診査等を積極的に受診し、日頃
  健康管理 行  
■①の事業者ができること
① 病病連携 病診連携   医療機関相互 連携 強化 努
める。
① 救急搬送    適切 運用  救急患者 断   医療体
制を構築する。
① 救急等人員の確保（小児二次救急含む）に努める。
① 患者 立場 尊重  医療 関  必要 説明 情報 提
供 行  患者  信頼関係 築  
■② 市民      
② 近くの開業医をかかりつけ医に持つなど、緊急時に迅速な対処
ができるように備えておく。
② 在宅医療 介護   講演会 参加  等情報 収集  関
心を持つ。
■②の事業者ができること
② 医療 介護        強化  顔 見  関係 構築 
る。
② 多職種連携研修 講演会 参加  在宅療養 関    
 向上 市民    把握 努   

17 132 医療

細分野名
５年後   
行政 ５年間 主 取
組

基本計画 第５章施策 大綱  医療機関等 連携体制
 強化   地域完結型医療体制 構築   安全 質 
高 医療     提供   体制 整備     細分野 
  救急 在宅医療 医療介護連携 医療保険制度  
  不十分 

地域医療課 修正 №17の2つ目のとおり修正しまし
た。

№17の2つ目のとおり修正しました。 №17の2つ目のとおり修正しました。
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17 132 医療 ① 救急医療

細分野名
５年後   
現状と課題
行政 ５年間 主 取
組

５年後    姿    地域 医療     充実  市立病院 地域 
医療機関 連携  市民 安心  暮        医療体制 整備 
進    状況 望    救急医療 充実       生駒市 地域
医療     診療科目 診療内容 充実 地域完結型医療 実現  
   地域 医療機関 良好 連携構築   地域医療全体 充実 更
  生駒市内      西和医療圏 奈良県 大阪府  近隣 医療機
関  良好 連携構築 必要   市立病院 地域医療 充実     
 設置  病院        医療       病院機能 整備 充実
していただかなくてはなりません。以上のようなことから、以下の通り、修正を提
案します。
■細分野名
救急医療 → 地域医療
■５年後   
地域 医療     充実  市立病院 地域 医療機関 連携  市
民 安心  暮        医療体制 整備 進     
■現状と課題
平成２７年 開院  生駒市立病院 医療     充実 向  整備
中      奈良県   平成３７(2025)年 目標年次   地域医
療構想 基   生駒市 含 西和医療圏内 医療機関 担 役割  
いて話し合いが始まっています。一方、生駒市においては、生駒市における地
域医療 現況等 分析 着手    第１報     救急医療    
とした課題が指摘されました。具体的には、・・・記載の通り・・・。
■取組
①１は削除（現状通りのため）
①２ ①３ ①４ ①５ 生駒市    地域医療 現況等報告書 指
摘されたアクセス障害解消のための取組であるので、残す。
追加：①１ 市民     地域医療 状況分析 基   地域 医療
機関  連携 協力 基 地域 医療     充実 取組    

地域医療課 修正

■細分野名
救急医療
■5年後   
①休日 夜間等 医療機関 診療時間外      必要 時 適切 救急医
療（小児二次救急 含 ） 受    体制 整     
■現状と課題
本市    救急搬送件数 年々増  人口 高齢化 伴 高齢者 重症以
上症例 搬送 増加      
市立病院 開院   要因    生駒市 救急搬送時間 短縮及 市内病院
 救急受入率 向上   救急医療 一定充実        本市  重症以
上傷病者 搬送困難症例 全国 比較  多     小児二次医療    
  救急医療 含  市外 依存    状況       救急医療（小児二
次救急を含む）の充実が必要です。
■行政 5年間 主 取組
①１ 一次救急医療    拠点的 役割 果  （一財）生駒メディカルセン
  休日夜間応急診療所 運営 行   。（健康課）
①２ 市内 救急医療体制等 関  情報 提供    （健康課）
①３ 望   救急外来 利用 関  知識 普及啓発 図    （健康課）
①４ 市立病院     二次救急医療（小児二次救急 含 ）の充実を図り
ます。（地域医療課）
①５ 救急搬送        救急医療 充実    取組 進    （地域
医療課 警防課）

■細分野名
地域医療
■5年後   
①市立病院 地域 医療機関 連携  救急医療       地域医療体制
の整備が進んでいる。
■現状と課題
平成27(2015)年 開院  生駒市立病院 地域医療 充実 向  整備中
      県   新元号7(2025)年 目標年次   地域医療構想 基 
  本市 含 西和医療圏内 医療機関 担 役割     話 合  始  
ています。
一方 本市      生駒市    地域医療 現況等     急性期 回
復期 慢性期 在宅医療 各医療機能     市民 適時 必要 医療 受
           視点  調査 行     調査結果      救急医療
   軽症患者 搬送件数 多     重症傷病者 搬送困難症例 全国 
比較  多        小児二次医療   救急 含  市外医療機関 依
存      入院医療   脳卒中 虚血性心疾患  迅速 治療 開始  
予後 大  影響     生活圏内 治療 受     望     入院先 
約半数 市外医療機関        
■行政 5年間 主 取組
①１ 市民     地域医療 状況分析 基   医療需要 適合  医療提
供体制 構築     地元医師会     地域 医療機関  連携 協力体
制の整備に取組みます。また、救急搬送データをもとに、病病連携の強化をはじめと
する救急医療 充実    取組 進    （地域医療課 警防課）
①２ 一次救急医療    拠点的 役割 果  生駒         休日夜
間応急診療所 運営します。（健康課）
①３ 市内 救急医療体制等 関  情報 提供    （健康課）
①４ 望   救急外来 利用 関  知識 普及啓発 図    （健康課）
①５ 市立病院     二次救急医療※1（小児二次救急 含 ）を充実し
ます。（地域医療課）

17 132 医療
細分野名
行政 ５年間 主 取
組

地域医療 充実      救急医療 在宅医療 医療
介護連携の三分野が重要であるとの答弁であったように思わ
      三分野   必   地域医療 充実 保障 
        思     地域医療 充実      
病病連携 不可欠    思      全   文言  
      理解         地域医療 充実   全
体 視点 必要          上  救急医療 在
宅医療 医療介護連携 加  病病連携等   下  方
 良        

地域医療課 修正 №17の2つ目のとおり修正しまし
た。

№17の2つ目のとおり修正しました。 №17の2つ目のとおり修正しました。

18 132 医療 現状と課題

１-３-１健康     心 健康  現状 課題   行政 
最大 責務 住民 命 守          記載     
す。この表現はここだけでなく、「身体の健康」の現状と課題
  １-３-２医療  記載            表現 
す。さらには、このような計画に記載するのではなく、基本構
想の第1章将来ビジョンの「まちづくりの基本的な考え方」とし
て、記載すべきものではないかと考えます。

地域医療課
秘書企画課

原案どお
り

 行政 最大 責務 住民 命
を守ることであり・・』と同趣旨のこ
とは、基本構想の３まちづくりの目
標の(1)安全で、安心して健康に
暮らせるまちに記載済みであるた
め、小分野では記載しないこととし
ました。

19 132 医療 ① 救急医療 事業者ができること 救急人員体制の確保（小児二次救急含む）を記載。 地域医療課 修正 №6（132医療）    加筆 
ました。

№6（132医療）    加筆     №6（132医療）    加筆     

132 医療 ① 救急医療 具体的な事業 地域医療課 修正 №17の2つ目に伴い修正しまし
た。

①１ 休日夜間応急診療事業（健康課）
①２ 広報紙 応急診療担当病院 電話   自動音声案内
（健康課）
①３ ホームページや広報紙での啓発（健康課）
①４ 市立病院    二次救急医療（小児二次救急 含
 ） 推進（地域医療課）
①５ 市内等救急輪番病院等  意見交換 情報共有（地域
医療課）

①１ 市内病院等  意見交換 情報共有（地域医療課）
①２ 休日夜間応急診療事業（健康課）
①３ 広報紙 応急診療担当病院 電話   自動音声案内
（健康課）
①４ ホームページや広報紙での啓発（健康課）
①５ 市立病院    二次救急医療（小児二次救急 含
 ） 推進（地域医療課）
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

132 医療 ① 救急医療 多様な主体との協創 地域医療課 修正 文言修正しました。

① 救急患者 断   医療体制 充実      一次救急医
療機関 （一財）生駒          二次救急医療機関
 輪番制参加病院 三次救急医療機関 近畿大学医学部奈
良病院 意見交換等 行  連携 強化    （地域医療
課）

① 救急患者 断   医療体制 充実      一次救急医
療機関 生駒          二次救急医療機関 輪番制
参加病院 三次救急医療機関 近畿大学医学部奈良病院 
意見交換等 行  連携 強化    （地域医療課）

132 医療 ① 救急医療 関連する主な取組 消防署 修正 文言修正しました。

 救急医療 対  意識啓発 
③１        広報紙等 利用  救急車 適正 利用 
啓発活動 行    （警防課 消防署）
③２ 市民 救命手当ての方法を身に付けてもらうために救命講
習会を開催します。（消防署）

 救急医療 対  意識啓発 
③１        広報紙等 利用  救急車 適正 利用 
啓発活動 行    （警防課 消防署）
③２ 市民 応急手当ての方法を身に付けてもらうために救命講
習会を開催します。（消防署）

132 医療 ① 救急医療 脚注 地域医療課 修正 加筆しました。

記載なし ※1 二次救急医療： 入院 必要   外来 対処   帰宅
可能 患者  対応  一次救急医療 対    入院治療 
必要   患者  対応  機関    二次救急医療  対応
    複数診療科    特 高度 処置 必要    重
篤 患者  対応機関 三次救急医療 呼  

132 医療 ② 在宅医療 医療
介護連携 現状と課題 地域医療課 修正 加筆修正しました。

高齢化 進展   在宅医療 需要 増加 見込     
患者 家族 安心  在宅医療 受     ，訪問診療 提
供  医療機関 訪問看護       介護     充実 
       様々 医療機関 多職種 連携体制 構築 必
要です。

市民 住 慣  地域 家庭 安心  暮  続       
るよう、地域包括ケアシステムの構築が求められています。そのため
   在宅医療 充実     医療 介護 連携強化 重要 
課題      医療   及 介護    併 持 高齢者 
地域で支えるためには、入院時の情報共有、退院支援、日常の
療養支援 急変時 対応 看取 等様々 局面  連携 促
進する支援体制の整備が必要です。
     背景 踏   平成28(2016)年  生駒市医療介護
連携      協議会  立 上  医療 介護 携  多職
種 構成   在宅医療介護推進部会   認知症対策部会  
設置   生駒市在宅医療介護連携 方針  策定     
策定後は方針に則って、入退院調整マニュアルや相談窓口など優
先度 高 順 具体的 取組 進           団塊 
世代 75歳以上   新元号7(2025)年 目途 医療 介護
の連携強化をさらに進めていく必要があります。

20 132 医療 ② 在宅医療 医療
介護連携

行政 ５年間 主 取
組

在宅医療 介護連携   福祉分野 取組  連携 不
可欠であり、地域包括ケア推進課、介護保険課、健康課も
関係主体とする。

地域医療課
地域包括ケア
推進課
介護保険課
健康課

修正 №21のとおり修正しました。

№21のとおり修正しました。 №21のとおり修正しました。

21 132 医療 ② 在宅医療 医療
介護連携

行政 ５年間 主 取
組

両項目とも、生駒市単独で実施できないことですので、下記
の通り、追加修正を提案します。
②１ 地元医師会   地域 医療機関等  連携 協
力    円滑 入退院調整 可能 体制 確立    
②２ 地元医師会   地域 医療機関等 協力    
在宅医療 関  研修 普及啓発 推進    

地域医療課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし
た。

②１ 円滑 入退院調整 可能 体制 確立    （地域医
療課）
②２ 在宅医療 関  研修 普及啓発 推進    （地域
医療課）
②３ 市立病院     在宅患者 急変時 受入   後方
支援体制 構築 目指    （地域医療課）

②１ 地元医師会    地域 医療機関 介護事業所  連
携 協力    地域 医療介護連携 実態把握 課題 検
討 施策 立案 行    （地域医療課 地域包括  推進
課・介護保険課・健康課）
②２ 地元医師会    地域 医療機関 介護事業所  連
携 協力    切 目   在宅医療 在宅介護 提供体制
 構築 医療 介護関係者 情報共有 支援 相談支援 関
係市町村  連携 推進    （地域医療課 地域包括  
推進課・介護保険課・健康課）
②３ 地元医師会    地域 医療機関 介護事業所  連
携 協力    医療 介護従事者 対象   多職種連携研修
 市民  普及啓発 推進    （地域医療課 地域包括 
ア推進課・介護保険課・健康課）
②４ 市立病院     在宅患者 急変時 受入   後方
支援体制 構築 目指    （地域医療課）
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22 132 医療 ② 在宅医療 医療
介護連携

市民      
事業者ができること

■市民      
近くの開業医をかかりつけ医に持つなど、緊急時の対処が迅
速 進       準備     在宅医療 介護   講
演会に参加し情報を収集する。
■事業者ができること
医療 介護        強化  顔 見  関係 構築 
る。

地域医療課 修正 №6（132医療）    加筆 
ました。

№6（132医療）    加筆     №6（132医療）    加筆     

132 医療 ② 在宅医療 医療
介護連携 具体的な事業 地域医療課 修正 行政 5年間 主 取組 加筆

修正に伴い修正しました。

②１ 生駒市医療介護連携      協議会 在宅医療介護
推進部会 運営（地域医療課）
②２ 在宅医療 関  多職種研修会 市民向 講演会 開
催（地域医療課）
②３ 市立病院    在宅支援機能 充実（地域医療課）

②１ 生駒市医療介護連携      協議会 中心 在宅医
療 介護連携推進事業    PDCA     確立（地域医
療課・地域包括ケア推進課・介護保険課・健康課）
②２  入退院調整        生駒市医療 介護 介護予防
情報    在宅医療 介護連携 係  相談窓口  運用   
 西和    普及 推進 支援（地域医療課 地域包括  
推進課・介護保険課・健康課）
②３ 在宅医療と介護の連携強化に関する多職種連携研修、市
民向 講演会 開催       発行（地域医療課・地域包
括ケア推進課・介護保険課・健康課）
②４ 市立病院    在宅支援機能 充実（地域医療課）

132 医療 ② 在宅医療 医療
介護連携 多様な主体との協創 地域医療課 修正 加筆修正しました。

② 住 慣    家 自分   暮           在宅医
療  理解 深      市民 在宅医療 関  講演会への
参加 求    （地域医療課）
② 入退院調整          運用      市内医療機
関 介護事業所 連携      在宅医療 介護連携 強固
なものとするため、相談支援について、（一財）生駒メディカルセ
     連携 強化    （地域医療課）
② 病院  地域        在宅医療  移行      
         入退院調整 要  場合       運用 異
  入退院調整      広域調整     奈良県 連携 
   （地域医療課）

② 住 慣    家 自分   暮           在宅医
療や認知症ケア  理解 深      市民 医療介護事業
者向けに講演会やフォーラム  参加 求    （地域医療
課・地域包括ケア推進課）
② 入退院調整          運用      市内医療機
関、介護事業所等 連携       在宅医療 介護連携 促
進するため、相談支援について、生駒メディカルセンターとの連携を
強化    （地域医療課）
② 病院  地域        在宅医療  移行      
         入退院調整 要  場合       運用 異
  入退院調整      広域調整     奈良県 連携 
   （地域医療課）

132 医療 ② 在宅医療 医療
介護連携 関連する主な取組

地域包括ケア
推進課
地域医療課
健康課
介護保険課

修正 文言修正しました。

 在宅医療 介護連携 
①３ 在宅医療 介護連携の推進を図ります。（地域包括ケア
推進課 地域医療課 健康課 介護保険課）

 在宅医療 介護連携 
①３ 在宅医療 介護連携を推進します。（地域包括ケア推進
課 地域医療課 健康課 介護保険課）

132 医療 脚注 地域医療課 修正 加筆しました。

記載なし ※2 入院時情報提供率 退院調整率：入院時情報提供率
は、ケアマネージャー等から病院へ入院の情報提供をした割合で、
退院調整率  市内病院          等 退院調整 
連絡があった割合である。

1 132 医療 ③ 医療保険制度 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 国保医療課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 132 医療 ③ 医療保険制度 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 国保医療課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 132 医療 ③ 医療保険制度 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 国保医療課 修正 №24のとおり修正しました。

№24のとおり修正しました。 №24のとおり修正しました。

4 132 医療 ③ 医療保険制度 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 国保医療課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 132 医療 ③ 医療保険制度 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 国保医療課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

6 132 医療 ③ 医療保険制度 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   国保医療課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■事業者ができること
記載なし

■事業者ができること
③       医薬品 薬局 適切 配置       処方医 
連携の上、ジェネリック医薬品の使用を推進する。
③ 投薬数 多 患者 対  声     自宅等   残薬 
有効活用する。

23 132 医療 ③ 医療保険制度 現状と課題

 第２段落  県 話     求            
 行            
・現状と課題の「県との連携をより一層強化し」に対応する取
組      見     取組 明示    現状 課題 
記述 変更         

国保医療課 修正 文言修正しました。

人口減少、75歳以上人口の増加に伴う被保険者数の減少によ
り国保税収が減少する一方で、高齢化・高額医薬品等の影響に
   一人当  医療費 増加 見込     
     状況     平成30(2018)年度   県 財政運
営 責任主体    県単位 安定的 財政運営 効率的 
事業への取組が求められています。
今後  県  連携   一層強化  医療費削減    医療
費適正化に取り組むことが必要です。

人口減少、75歳以上人口の増加に伴う被保険者数の減少によ
り国保税収が減少する一方で、高齢化・高額医薬品等の影響に
   一人当  医療費 増加 見込     
     状況     平成30(2018)年度   県 財政運
営 責任主体    県単位 安定的 財政運営 効率的 
事業への取組が行      。
今後  県  連携   一層強化  医療費削減    医療
費適正化に取り組むことが必要です。

24 132 医療 ③ 医療保険制度 現状と課題 健康課 連携  健康    促進 入    市民    
ことの記述との整合性がとれる。 国保医療課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし

た。

■行政 5年間 主 取組
③１       医薬品差額通知 送付   普及率向上 目
指    （国保医療課）
③２ 医療費通知 送付   医療費適正化  啓発 行  
す。（国保医療課）
③３ 糖尿病 重症化    高 者 対 糖尿病性腎症重症
化予防      実施  保健指導 行    （国保医療
課）

■行政 5年間 主 取組
③１       医薬品差額通知 送付   普及率向上 目
指    （国保医療課）
③２ 医療費通知 送付   医療費適正化に向け啓発します。
（国保医療課）
③３ 糖尿病 重症化    高 者 対 糖尿病性腎症重症
化予防      実施  保健指導 行    （国保医療
課）
③４ 生活習慣病予防のため、生活習慣の改善を目指した取組
 行    （国保医療課 健康課）

25 132 医療 ③ 医療保険制度 行政 ５年間 主 取
組 ③１

ジェネリック医薬品の使用は医師の判断によるものであり、使
用 市民 強制       取組         点 
注意すべき。

国保医療課 原案どお
り

ジェネリック医薬品については、使
用 促進 図    協力  願
いするものであり、使用を強制する
   取 組  行     

132 医療 ③ 医療保険制度 具体的な事業 国保医療課 修正 文言修正及び加筆修正しまし
た。

③１       医薬品差額通知事業（国保医療課）
③２       医薬品推奨薬局制度（国保医療課）
③３ 糖尿病性腎症重症化予防     （国保医療課）

③１       医薬品差額通知事業（国保医療課）
      医薬品推奨薬局制度（国保医療課）
③２ 医薬品の適正使用促進（重複・多剤投与、残薬対策）
（国保医療課）
療養費 点検 調査（国保医療課）
③３ 糖尿病性腎症重症化予防     （国保医療課）
③４ 各種健康教室、出前講座、個別相談（健康・栄養・運
動）（国保医療課 健康課）

132 医療 ③ 医療保険制度 指標 国保医療課 修正 加筆しました。

■指標の説明文
医療費（療養 給付費 療養費 移送費）/平均被保険者
数 H27 H29医療費 平均伸 率 3.02％     引 
続 医療費適正化  取組    伸 率3.00% 目指  
  （国保医療課）

■指標の説明文
医療費（療養 給付費 療養費 移送費）/平均被保険者
数 H27 H29医療費 平均伸 率 3.02％     引 
続 医療費適正化  取組    伸 率3.00%以下を目指し
   （国保医療課）

132 医療 ③ 医療保険制度 関連する主な取組 国保医療課
健康課 修正 加筆しました。

 医療費適正化 
①２ 特定健康診査 各種検診 実施    （国保医療課 
健康課）

 医療費適正化 
①２ 特定健康診査※3 各種検診 実施    （国保医療
課・健康課）

132 医療 ③ 医療保険制度 脚注 地域医療課 修正 加筆しました。 記載なし ※3 特定健康診査：小分野1-3-1参照

1 141 防災 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 防災安全課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 141 防災 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 防災安全課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

3 141 防災 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 防災安全課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 141 防災 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 防災安全課 修正

①３ 大和川流域総合治水対策事業      池治水利用施
設 整備 行    （土木課）

①３ 大和川流域総合治水対策    雨水 流出抑制対策 
進めます。（土木課）

5 141 防災 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 防災安全課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 141 防災 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   防災安全課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■③ 市民      
記載なし
■②の事業者ができること
記載なし
■③の事業者ができること
③ 災害協定先事業者 防災訓練 協力   

■③ 市民      
③ 近隣 大規模災害 起  場合 被災者支援 協力   
③ 自主防災活動やボランティアに積極的に参加する。
■②の事業者ができること
② 従業員用の物資等を備蓄するとともに、定期的に防災訓練を
実施する。
② 近隣住民 協力  防災減災活動 実施   
■③の事業者ができること
③ 災害協定先事業者 防災訓練 協力   
③ BCP（業務継続計画）を策定する。

26 141 防災 ① 災害対策 行政 ５年間 主 取
組 防災無線の活用改善に取り組むべき。 防災安全課 原案どお

り

防災行政無線（同報系） 運
用指針を定めているため原案通り
とします。

27 141 防災 ① 災害対策 行政 ５年間 主 取
組

 追記 ① 法令改正及 国        発出 改正等 
踏   地域防災計画 見直  行    防災安全課 原案どお

り

生駒市地域防災計画については
生駒市防災会議  毎年見直 
 行      原案通    
す。

28 141 防災 ① 災害対策 行政 ５年間 主 取
組 ①１ 自治会館や集会所の災害時の避難における活用の検討を

行    示         防災安全課 原案どお
り

活用        検討 行 
ないため、原案通りとします。

141 防災 ① 災害対策 行政 ５年間 主 取
組 防災安全課 修正 文言修正しました。

①１ 災害時に備えて防災拠点施設の役割、場所 周知 行 
ます。（防災安全課）

①１ 災害時に備えて防災拠点施設の役割、場所を周知しま
す。（防災安全課）

29 141 防災 ① 災害対策 行政 ５年間 主 取
組 ①３

治水・治山対策に関する取組として、関係機関（県）との
協議、要請など実施している（する予定の）取組の記載が
必要。

防災安全課 原案どお
り

必要に応じて関係機関との協議・
要請 都度行      原案
通りとします。

141 防災 ① 災害対策 行政 ５年間 主 取
組 事業計画課 修正 文言修正しました。

①５ 公共事業 効率化 道路管理 適正化等 図  災害発
生時 復旧 復興 円滑 図    地籍調査を計画的に進め
ます。（事業計画課）

①５ 公共事業 効率化 道路管理 適正化等 図  災害発
生時 復旧 復興 円滑 行     地籍 明確化 図  
す。（事業計画課）

30 141 防災 ① 災害対策 行政 ５年間 主 取
組 ①６ ・建築物等と「等」を加え、ブロック塀等を含ませてはどうか。 建築課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

①６ 広報      開催等 通  市民 啓発 行  建築
物の耐震化を推進します。（建築課）

①６ 広報      開催等 通  市民 啓発 行  建築
物等の耐震化を推進します。（建築課）

30 141 防災 ① 災害対策 行政 ５年間 主 取
組 ①６

・建築物の耐震化以外の内容を記述する。なお、専門家か
ら、家具の地震対策が重要とのこと。そもそも避難できなくな
るおそれがあるから、と指摘されている。

防災安全課 原案どお
り

市民 防災力 向上  各家庭
の備蓄や住環境の災害対策、避
難行動 情報取得      項
目をボトムアップする必要があるた
め、具体的な記述は避けるため
原案どおりとする。

141 防災 ① 災害対策 市民      防災安全課 修正 文言修正しました。

① 自宅 耐震強度 危険性 知  
① 災害発生時に必要となる情報の入手についてあらかじめ確認
しておく。

① 自宅 耐震強度 危険性 知  
① 災害発生時に必要となる情報の入手方法についてあらかじめ
確認しておく。

141 防災 ① 災害対策 具体的な事業 土木課 修正 文言修正しました。 ①３ 竜田川流域総合治水対策事業（土木課） ①３ 竜田川流域治水対策事業（土木課）

141 防災 ① 災害対策 関連する主な取組 みどり公園課 修正 文言修正しました。

【防災・減災対策】
①３ 里山 維持 保全 整備及 活用    里山整備活動
 行 NPO等の団体を支援します。（みどり公園課）

【防災・減災対策】
①４ 里山 維持 保全 整備及 活用    里山整備活動
 行 市民団体等を支援します。（みどり公園課）
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

31 141 防災 ② 自主防災 行政 ５年間 主 取
組

取組として訓練、講座だけではなく、資機材の整備支援、情
報提供など継続して実施する取組の記載が必要。 防災安全課 原案どお

り

自主防災会に対しては、資機材
整備、訓練事業に対する支援を
継続的 行      原案通 
とします。

32 141 防災 ② 自主防災 行政 ５年間 主 取
組

市民 対象   防災意識 啓発 防災対応     研
修等の取組が必要。 防災安全課 原案どお

り

自主防災会や自治会員を対象と
した研修会の開催だけでなく、高
齢者、妊産婦と乳幼児を持つ世
帯など対象を絞って防災研修を
継続的に開催しているため、原案
通りとします。

141 防災 ② 自主防災 具体的な事業 防災安全課 修正 加筆しました。

②２         用  地域別 防災    作成等住民自
  作成  危険度 避難経路等 認識   講座 訓練 実
施（防災安全課・事業計画課）

②２ ハザードマップ※1を用いて地域別に防災マップの作成等住
民自  作成  危険度 避難経路等 認識   講座 訓練
の実施（防災安全課・事業計画課）

141 防災 ② 自主防災 関連する主な取組 市民活動推
進課 修正 文言修正しました。

【自主防災の推進】
②４ 地域課題解決のため多様な主体が関わりまちづくりを進めて
  市民自治協議会 取組 進          地域   
方 考          行  地域       強化 図  
す。（市民活動推進課）

【自主防災の推進】
②４ これからの地域のあり方を考える機会の提供をはじめ、多様
 主体 地域 課題解決    取 組 市民自治協議会 
立 上  活動 支援  地域       強化    （市民
活動推進課）

141 防災 ② 自主防災 脚注 防災安全課 修正 加筆しました。

記載なし ※1        ：避難所 位置 主要道路     洪水 
危険個所、土砂崩れ等の警戒個所、地震の際に地形や地盤の
状況からみた揺れやすさなど各種の災害に関する地図情報。

33 141 防災 ③ 防災体制 ５年後   
現状と課題

（現 行）③他市町村  支援体制 被災時 受援体
制が整っている。
（変更案）③被災時 庁内体制及 他市町村  支援 
受援体制が整っている。
上記 ５年後    記述 変更    課題 記述内容
の修正が必要。

防災安全課 修正
5年後    文言修正  現状
と課題は修正しないこととしまし
た。

③他市町村への支援体制や被災時の受援体制が整っている。 ③被災    早 立 直       体制 強化  他被災地
への支援体制や他地域・団体からの受援体制が整っている。

34 141 防災 ③ 防災体制 行政 ５年間 主 取
組 ③１  追記 業務継続計画 基   職員 災害対応能力 向

上させるとともに、その継続維持をします。 防災安全課 修正 加筆修正しました。

③１ 職員 災害対応能力 向上とその継続維持をします。
（防災安全課）

③１ 生駒市地域防災計画に基づき、職員 災害対応能力 
向上させるとともに、その継続維持をします。（防災安全課）

1 142 消防 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 142 消防 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 関係課 修正

②１ 消防職員 活動能力向上    関係機関  各種研修
会及び合同訓練への参加を促進します。（消防署）
②２ 消防団活動の充実を図るため、県消防学校専科教育入
校や研修会等への参加を促進します。（消防本部総務課）
②３ 消防団員の人員確保と体制を充実強化します。（消防本
部総務課）
②４ 府県 越  隣接消防本部  相互応援協定 強化 合
同訓練実施による迅速な活動連携を図ります。（警防課・消防
署）
②５ 高度 救命処置 実施   救命率向上 救急業務 高
度化 推進    （警防課）
②６ 消防活動 使用  緊急車両 資器材等 整備及 充
実 強化    車両等 更新及 維持管理 行    （警
防課・消防署）
②７ 奈良市 生駒市消防指令      円滑 活動連携並
  出動計画 見直    （警防課）

②１ 消防職員 活動能力向上    関係機関  各種研修
会及び合同訓練への参加を促進します。（消防署）
②２ 消防活動 使用  緊急車両 資器材等 整備及 充
実 強化    車両等 更新及 維持管理 行    （警
防課・消防署）
②３ 高度 救命処置 実施   救命率向上 救急業務 高
度化 推進    （警防課）
②４ 消防団員の人員確保と体制を充実強化します。（消防本
部総務課）
②５ 消防団活動の充実を図るため、県消防学校専科教育入
校や研修会等への参加を促進します。（消防本部総務課）
②６ 府県 越  隣接消防本部  相互応援協定 強化 合
同訓練実施による迅速な活動連携を図ります。（警防課・消防
署）
②７ 奈良市 生駒市消防指令      円滑 活動連携並
  出動計画 見直    （警防課）

3 142 消防 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 142 消防 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。
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5 142 消防 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 142 消防 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   関係課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■②③の事業者ができること
記載なし

■②③の事業者ができること
②  消防団応援 店  協力   
② 初期消火 救護 救助活動 行  
③ 救命講習会に参加する。
③ AEDを設置し、訓練をする。
③ 災害発生時 救護救助活動 行  

142 消防 ① 予防 現状と課題 予防課・消防
署 修正 文言修正しました。

火災発生件数の減少については、製品における防火安全性能の
向上 喫煙率 減少       原因   出火 減少 考 
        本市  住宅用火災警報器 設置      
火災 消 止    事例 街頭消火器 使  大火 至  
   奏功事例    被害 拡大防止 役立      
さらなる減少及び被害の低減に向けての対策としては、出火源と
なりうるものを定期的に点検し、その周囲に可燃物を置かず、火災
 発生   早期発見 速   通報 初期消火 避難 行  
   火災   損害 低減        市民 事業者   
 防火管理体制 確立       必要   

火災発生件数の減少については、製品における防火安全性能の
向上 喫煙率 減少       原因   出火 減少 考 
        本市  住宅用火災警報器 設置      
火災 消 止    事例 街頭消火器 使  大火 至  
   奏功事例    被害 拡大防止 役立      
出火源となりうるものを定期的に点検し、その周囲に可燃物を置
      火災 発生   早期発見 速   通報 初期消
火 避難 行     火災   被害 低減          
市民 事業者    防火管理体制 確立       必要 
す。

35 142 消防 ②
③

警防・救助
救急 事業者ができること 警防 救助 救急     市民 同様       記述 

べきではないか。

消防本部総
務課・警防
課・予防課・
消防署

修正 №6（142消防）のとおり加筆し
ました。

№6（142消防）のとおり加筆しました。 №6（142消防）のとおり加筆しました。

36 142 消防 ② 警防・救助 現状と課題 出動計画 見直  必要性 課題 明記   警防課・消防
署 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

消防職員 育成及 資機材 整備等 行  災害対応 行 
ています。
今後は、近年 大規模地震 発生 災害 多様化等消防 取
 巻 環境変化 対応     高度 知識 技術 持 合  
 職員 育成  本部 署 団 消防力 強化  隣接消防本
部との広域的な活動連携の強化が必要です。

近年 大規模地震 発生 災害 多様化等消防 取 巻 環
境変化 対応     高度 知識 技術 持 合   消防
職員の育成と、資機材 整備等 行  本部 署 団 消防力 
強化し      隣接自治体境界部 災害 大規模災害時 
対応   府県 超  隣接消防本部  広域的 活動連携 
強化 重要      円滑 活動連携 行    出動計画 
見直 必要      

142 消防 ② 警防・救助 具体的な事業

消防本部総
務課・警防
課・予防課・
消防署

修正 №2（142消防）を踏まえ修正
しました。

②１ 消防職員 活動能力向上（消防署）
②２ 消防団員 活動能力向上（消防本部総務課）
②３  消防団応援 店 制度 整備（消防本部総務課）
②４ 隣接消防本部  迅速 活動連携（警防課 消防署）
②５ 各種専門研修の実施（警防課）
救急体制の強化（警防課・消防署）
②６ 計画的 緊急車両 更新（警防課）
消防資器材及 消防水利 整備 維持管理（消防署）
②７ 奈良市 生駒市消防指令      連携強化（警防
課）

②１ 消防職員 活動能力向上（消防署）
②２ 計画的 緊急車両 更新（警防課）
消防資器材及 消防水利 整備 維持管理（消防署）
②３ 各種専門研修の実施（警防課）
救急体制の強化（警防課・消防署）
②４  消防団応援 店 制度 整備（消防本部総務課）
②５ 消防団員 活動能力向上（消防本部総務課）
②６ 隣接消防本部  迅速 活動連携（警防課 消防署）
②７ 奈良市 生駒市消防指令      連携強化（警防
課）

142 消防 ③ 救急 現状と課題 警防課
消防署 修正 文言修正しました。

救急出動件数 年々増加     今後 高齢化 背景   
救急需要が増大する一方、救急隊の増隊には限界があるため、
     救急業務 安定的  持続的 提供    近年 
救急業務に係る課題となっています。
救急車 必要    出動要請 抑制     救急車 適正
 利用 対  市民 理解 協力 促進 図 必要      

近年 救急出動件数 年々増加     今後 高齢化 背景
として救急需要が増大する一方、救急隊の増隊には限界があるた
       救急業務 安定的  持続的 提供    近年
の救急業務に係る課題となっています。
救急車 必要    出動要請 抑制     市民 普通救
命講習会 受講  適切 観察 処置 理解         
  救急車 適正 利用  意識 高      理解 協力 
促進を図る必要があります。
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

142 消防 ③ 救急 行政 ５年間 主 取
組 消防署 修正 文言修正しました。

③２ 市民 救命手当ての方法を身に付けてもらうために救命講
習会を開催します。（消防署）

③２ 市民 応急手当ての方法を身に付けてもらうために救命講
習会を開催します。（消防署）

142 消防 ③ 救急 脚注 修正 加筆しました。 記載なし ※1 二次救急医療：小分野1-3-2参照

1 151 生活安全 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 防災安全課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 151 生活安全 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 防災安全課 修正

①１ 地域 関係機関 連携  交通安全意識 高揚 図  
め啓発に取り組みます。（防災安全課）
①２ 高齢者や幼・保育園児、小・中・高校生を対象として、交
通指導員による交通安全教室を実施します。（防災安全課）
①３ 違法駐車等防止重点地域（生駒駅 東生駒駅周辺） 
    交通指導員   巡回 啓発活動 行    （防災安
全課）
①４ 自転車等放置禁止区域（生駒駅 東生駒駅 白庭台
駅 学研北生駒駅周辺）     放置自転車等 撤去 重
点的 行    （防災安全課）
①５              等 交通安全施設 整備 管理
します。（土木課）
①６ 関係機関 連携 通学路 合同点検 実施    （教
育総務課 防災安全課 管理課 事業計画課 土木課）

①１ 地域 関係機関 連携  交通安全意識 高揚 図  
め啓発に取り組みます。（防災安全課）
①２ 高齢者や幼・保育園児、小・中・高校生を対象として、交
通指導員による交通安全教室を実施します。（防災安全課）
①３              等 交通安全施設 整備 管理
します。（土木課）
①４ 関係機関 連携 通学路 合同点検 実施    （教
育総務課 防災安全課 管理課 事業計画課 土木課）
①５ 違法駐車等防止重点地域（生駒駅 東生駒駅周辺） 
    交通指導員   巡回 啓発活動 行    （防災安
全課）
①６ 自転車等放置禁止区域（生駒駅 東生駒駅 白庭台
駅 学研北生駒駅周辺）     放置自転車等 撤去 重
点的 行    （防災安全課）

3 151 生活安全 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 防災安全課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 151 生活安全 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 防災安全課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 151 生活安全 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 防災安全課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 151 生活安全 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   防災安全課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■① 市民      
① 地域での登下校時の交通安全活動へ積極的に参加する。
① 自家用車 運転  時 交通    守  譲 合  精神
で安全運転に努める。
■①の事業者ができること
① 交通ルールの徹底を図る等積極的に交通安全を実践する。

■① 市民      
① 地域での登下校時の交通安全活動へ積極的に参加する。
① 自家用車 運転  時 交通    守  譲 合  精神
で安全運転に努める。
① 免許を返納する。
■①の事業者ができること
① 交通ルールの徹底を図る等積極的に交通安全を実践する。
① 従業員への交通安全教育を実施する。
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

151 生活安全 ① 交通安全 現状と課題 防災安全課 修正 加筆しました。

交通死亡事故者数の減少が進む中、高齢化の進展により、交通
事故の当事者となる高齢者の割合が高くなっています。今後、高
齢者 対  交通安全教育 更  充実  高齢者事故 防 
ための高齢者（認知症）ドライバーの免許返納の推進が必要で
す。
また、子どもや高齢者等の交通事故を防ぐため、安全にかつ安心
して外出や移動ができる環境整備を進めることやこれまで以上に
市民 交通安全 関心 持      自  問題   積極的
 参加  市民主体 意識 醸成     必要   
引き続き、警察、交通指導員及び交通安全推進員等と連携し
ながら、地域の実情に即した交通安全運動や人材育成を進める
必要があります。

交通死亡事故者数の減少が進む中、高齢化の進展により、交通
事故の当事者となる高齢者の割合が高くなっています。今後、高
齢者 対  交通安全教育 更  充実  高齢者事故 防 
ための高齢者（認知症）ドライバーの免許返納の推進が必要で
す。
また、子どもや高齢者等の交通事故を防ぐため、安全にかつ安心
して外出や移動ができる環境整備を進めることや、これまで以上に
市民 交通安全 関心 持      自  問題   積極的
 参加  市民主体 意識 醸成     必要   
引き続き、警察、交通指導員及び交通安全推進員等と連携し
ながら、地域の実情に即した交通安全運動や人材育成を進める
必要があります。
   駅周辺 違法駐車 放置自転車 見受    交通安全
の妨げとなっていることから、警察等関係機関と連携し、さらなる啓
発 実行性   対策 必要   

151 生活安全 ① 交通安全 具体的な事業 防災安全課 修正 №2の修正を踏まえ修正しまし
た。

①１ 交通安全対策事業（防災安全課）
①２ 交通安全教室の開催（防災安全課）
①３ 違法駐車等防止事業（防災安全課）
①４ 放置自転車対策事業（防災安全課）
①５ 交通安全施設整備事業（土木課）
①６ 通学路安全対策事業（教育総務課 防災安全課 管理
課・事業計画課・土木課）

①１ 交通安全対策事業（防災安全課）
①２ 交通安全教室の開催（防災安全課）
①３ 交通安全施設整備事業（土木課）
①４ 通学路安全対策事業（教育総務課 防災安全課 管理
課・事業計画課・土木課）
①５ 違法駐車等防止事業（防災安全課）
①６ 放置自転車対策事業（防災安全課）

37 151 生活安全 ② 防犯 行政 ５年間 主 取
組

青色防犯      実施  自治会 増     声 
け・あいさつ運動をもって推進することのほうが効果大。 防災安全課 原案どお

り

 意見内容 原案 地域   
防犯活動支援において包含して
いる表現であることから原案のまま
とします。

38 151 生活安全 ② 防犯 行政 ５年間 主 取
組 ②４ 地域による防犯カメラの設置の目的は地域の防犯が主たる

目的    通学路中心 限定          防災安全課 原案どお
り

子どもが犯罪に巻き込まれる事件
が全国的に発生していることから
通学路 中心   防犯力強化
 目的   事業 行      
原案のままとします。

39 151 生活安全 ② 防犯 行政 ５年間 主 取
組 ②５

「犯罪による被害防止」はこの細目全体に掛かる方針であ
り、取組全体を受けている。特定の犯罪（特殊詐欺等）を
想定しているのであれば、それと分かる表現が必要。

防災安全課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

②５ 犯罪による被害防止に取り組みます。（防災安全課） ②５ 特殊詐欺による被害防止に取り組みます。（防災安全
課）

151 生活安全 ② 防犯 関連する主な取組 防災安全課 修正 文言修正しました。

 青少年の防犯対策】
①１ 市青少年指導委員 連携  街頭巡回指導   青少年
 見守  非行防止 取組 進    （生涯学習課）

 青少年に対する防犯対策】
①１ 市青少年指導委員 連携  街頭巡回指導   青少年
 見守  非行防止 取組 進    （生涯学習課）

151 生活安全 ③ 消費者保護 現状と課題 消費生活セン
ター 修正 文言修正しました。

消費者保護では 条例 適正 運用 図           講
座」や「講演会」の開催をはじめ、啓発活動にも取り組んできまし
た。ところが、架空請求やインターネット通販におけるトラブル等、よ
り複雑・多様化する消費者問題への対応が必要となっており、市
民自  判断 行動     情報 提供       特 高齢
者 消費者     未然 防    見守 体制    必要 
なっています。

消費者保護について  条例 適正 運用 図         
でも講座」や「講演会」の開催をはじめ、啓発活動にも取り組んで
きました。
しかしながら、架空請求やインターネット通販におけるトラブル等、よ
り複雑・多様化する消費者問題への対応が必要となっており、市
民自  判断 行動     情報 提供       特 高齢
者 消費者     未然 防    見守 体制    必要 
なっています。

1 211 母子保健 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 健康課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

2 211 母子保健 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 健康課 修正

①１ 母子健康手帳発行時                   
 妊婦 対   不安 心配事   聞 取    丁寧 保健
指導 行       父親 祖父母 母親 対  精神的支
援 理解 必要性 啓発 行   。（健康課）
①２ 妊娠 出産 子育  関  知識 技術 習得  機会 
情報の提供 行   。（健康課）
①３ 妊産婦・新生児訪問や妊婦健康診査を実施します。（健
康課）
①４ 不育症治療費 一般不妊治療費 助成 実施  経済的
負担を軽減します。（健康課）
①５ 産後  事業    産後 心身 安定 育児不安 解消
し、安心して産み育てられる環境を整えます。（健康課）

①１ 不育症治療費 一般不妊治療費 助成 実施  経済的
負担を軽減します。（健康課）
①２ 母子健康手帳発行時                   
 妊婦 対   不安 心配事等 聞 取    丁寧 保健指
導 行       父親 祖父母 母親 対  精神的支援
 理解 必要性 啓発します。（健康課）
①３ 妊娠 出産 子育  関  知識 技術 習得  機会 
情報を提供します。（健康課）
①４ 妊産婦・新生児訪問や妊婦健康診査を実施します。（健
康課）
①５ 産後  事業    産後 心身 安定 育児不安 解消
し、安心して産み育てられる環境を整えます。（健康課）

3 211 母子保健 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 健康課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 211 母子保健 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 健康課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 211 母子保健 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 健康課 修正 №40のとおり修正しました。

№40のとおり修正しました。 №40のとおり修正しました。

6 211 母子保健 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   健康課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

211 母子保健 ① 産前産後 現状と課題 健康課 修正 文言修正しました。

国 県 方針 取組 踏      平成27(2015)年  生駒
市子ども・子育て支援事業計画」が策定され、『子育て楽しい
 ！    子   大人 笑顔 健   育        理
念    様々 施策 実施       
しかし最近では、産後うつ、育児放棄、虐待等の問題が生じてお
り、その対策が急務となっています。
安心して妊娠・出産でき、またこれからの未来を担う子どもたちが健
やかに育っていけるように、妊娠  出産 子育 期   切 目
ない支援ができる環境を作ることが必要です。また、平成
28(2016)年                配置  母子健康手
帳交付時からこれまで以上のきめ細やかな相談支援体制をとり、
  同時 産後  事業 立 上  産後 支援 得    家
庭  支援 行       今後        需要 高  
ことが予測されます。

国 県 方針 取組 踏      平成27(2015)年  生駒
市子ども・子育て支援事業計画」が策定され、『子育て楽しい
 ！    子   大人 笑顔 健   育        理
念    様々 施策 実施       
しかし最近では、産後うつ、育児放棄、虐待等の問題が生じてお
り、その対策が急務となっています。
安心して妊娠・出産でき、またこれからの未来を担う子どもたちが健
やかに育つためには、妊産婦本人だけではなく、パートナーや家族
 理解  妊娠  出産 子育 期   切 目  支援   
 環境 作    必要      平成28(2016)年     
           配置  母子健康手帳交付時      
以上のきめ細やかな相談支援体制をとり、また同時に産後ケア事
業 立 上  産後 支援 得    家庭  支援 行   
ますが、今後ますますこれらの需要が高まることが予測されます。

211 母子保健 ① 産前産後 市民      健康課 修正 文言修正しました。

① 妊婦本人だけでなく地域住民 事業者 妊娠・出産・子育て
に関心を持ち、地域の妊婦を積極的にサポートする。

① 妊婦本人だけでなく地域住民 妊娠・出産・子育てに関心を
持ち、地域の妊婦を積極的にサポートする。

211 母子保健 ① 産前産後 事業者ができること 健康課 修正 文言修正しました。

① 妊婦本人だけでなく地域住民 事業者 妊娠・出産・子育て
に関心を持ち、地域の妊婦を積極的にサポートする。

① 妊婦本人だけでなく事業者も妊娠・出産・子育てに関心を持
ち、地域の妊婦を積極的にサポートする。

211 母子保健 ① 産前産後 具体的な事業 健康課 修正 №2（211母子保健） 修正 
伴い順番修正しました。

①１ 母子健康手帳交付（  向 冊子       祖父母用
リーフレット）（健康課）
①２ パパママ教室・パパ講座（健康課）
妊婦訪問指導（健康課）
①３ 妊婦一般健康診査（健康課）
①４ 不育症 一般不妊治療費助成制度（健康課）
①５ 産後ケア事業（健康課）

①１ 不育症 一般不妊治療費助成制度（健康課）
①２ 母子健康手帳交付（  向 冊子       祖父母用
リーフレット）（健康課）
①３ パパママ教室・パパ講座（健康課）
妊婦訪問指導（健康課）
①４ 妊婦一般健康診査（健康課）
①５ 産後ケア事業（健康課）
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211 母子保健 ① 産前産後 関連する主な取組 子育て支援
総合センター 修正 文言修正しました。

【育児サポート】
③１ 子     安心  成長      地域子育 支援拠点
事業及びファミリーサポート事業等を一体的に提供することで、子
育て支援体制の充実を図ります。（子育て支援総合センター）

【育児サポート】
③１ 子     安心  成長      地域子育 支援拠点
事業及びファミリーサポート事業等を一体的に提供することで、子
育て支援体制を充実します。（子育て支援総合センター）

211 母子保健 ② 育児 5年後   健康課 修正 文言修正しました。

②保護者が精神的に安心して子育てでき、健診等 制度 地域
 活動 利用      子供がより一層健康で、すくすくと育って
いる。

②保護者が精神的に安心して子育てができ、子どもがより一層健
康で、すくすくと育っている。

211 母子保健 ② 育児 現状と課題 健康課 修正 文言修正しました。

少子化や核家族化の進展、地域のつながりの希薄化、親子を取
り巻く環境が厳しくなる中、今後さらに子どもを安心して産み育てる
ことのできる環境を整えることが喫緊の課題です。
また、母子   家族 寄 添  切 目  育児 支援  体
制の整備が求められます。

少子化や核家族化の進展、地域のつながりの希薄化、親子を取
り巻く環境が厳しくなる中、地域のつながりを強め、地域での子育
てを守るために、ボランティア等の支援者を増やしていく等、今後さ
らに子どもを安心して産み育てることのできる環境を整えることが喫
緊の課題です。
また、様々な親子や  家族 寄 添  切 目  育児 支援
する体制の整備が求められます。

40 211 母子保健 ② 育児 行政 ５年間 主 取
組

5年後     地域 活動 利用     地域 子育 環
境づくり、地域や事業者の活動を促す取組が必要。 健康課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

②３ 母子保健推進       託児      の育成のための
研修等 行    （健康課）

②３ 母子保健推進       託児      を育成し、活動
を支援します。（健康課・子育て支援総合センター）

211 母子保健 ② 育児 行政 ５年間 主 取
組 健康課 修正 文言修正しました。

②７ 子育  関  知識 技術 習得  機会 交流 場の
提供 行   。（健康課）

②７ 子育  関  知識 技術や子どもの規則正しい生活習慣
 確立     習得  機会 交流 場を提供します。（健康
課）

211 母子保健 ② 育児 行政 ５年間 主 取
組 健康課 修正 文言修正しました。

②８ 障  児 発達 遅    子    医療機関 児童福
祉施設等  連携   早期療育 相談体制の充実を図りま
す。（障がい福祉課）

②８ 障  児 発達 遅    子    医療機関 児童福
祉施設等  連携   早期療育 相談体制を充実します。
（障がい福祉課）

211 母子保健 ② 育児 具体的な事業 健康課 修正 文言修正しました。
②３ 母子保健推進員 託児      研修会（健康課） ②３ 母子保健推進員 託児      育成研修会（健康課・

子育て支援総合センター）

1 212 子ども・子育て支援 ② 幼稚園教育 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 こども課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

■②の現状と課題
預  保育 長時間化 通年化等保育機能 付加    園化
について検討する必要があります。

■②の現状と課題
幼稚園の役割について検討する必要があります。
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2 212 子ども・子育て支援 ① 保育サービス 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 こども課 修正

現状と課題の各事項と取組項目
の記載順序とを合わせるとともに、
文言修正 行     

■① 行政 5年間 主 取組
①１ 待機児童解消に向けて、保育所の開設や保育士の確保に
取り組みます。（こども課）
①２ 保育所 幼稚園 認定   園及 小学校 交流 連携 
図ります。（こども課・教育指導課）
①３ 保育所及 認定   園園舎 長寿命化 視野 入  
施設 老朽化対策 図    （   課）
①４ 保育所への地域活動の情報提供等、保育所と地域との積
極的 交流 実施    （こども課）
①５ 保護者     合   延長保育 一時預  保育 休
日保育、病児・病後児保育を実施するとともに、さらなる保育サー
ビスの充実 向   検討 行    （こども課）
①６ 学童保育児童 見守 活動等安全確保    地域住
民  学童保育制度 周知 図    （こども課）
①７ 子     地域 中  安心  遊  大人   交流 
きる場・機会を提供します。（こども課）
①８ 子育 中 親子 気軽 集  相互交流 子育  不
安・悩みを相談できる場を提供します。（こども課）

■① 行政 5年間 主 取組
①１ 待機児童解消に向けて、保育所の開設や保育士の確保に
取り組みます。（こども課）
①２ 保護者のニーズに合わせた保育事業を継続するとともに、さ
らなる保育サービスの充実に向けて検討します。（こども課）
①３ 子育 中 親子 気軽 集  相互交流 子育  不
安・悩みを相談できる場を提供します。（こども課）
①４ 学童保育児童 見守 活動等安全確保    地域住
民 学童保育制度 周知   。（こども課）
①５ 子     地域 中  安心  遊  大人   交流 
きる場・機会を提供します。（こども課）
①６ 保育所への地域活動の情報提供等、保育所と地域が積
極的 交流   。（こども課）
①７ 保育所 幼稚園 認定   園及 小学校 交流 連携 
図ります。（こども課・教育指導課）
①８ 保育所及 認定   園園舎 長寿命化 視野 入  
施設 老朽化対策 図    （   課）

3 212 子ども・子育て支援
行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 こども課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 212 子ども・子育て支援
行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 こども課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 212 子ども・子育て支援
行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 こども課 修正

②４ 幼稚園園舎 長寿命化 視野 入  施設 老朽化対
策を図ります。（こども課）
②５ 園児 健康 安全 生活 必要 習慣 態度 身 付 
るため、安全教育に取り組みます。（こども課）

②４ 幼稚園及び認定こども園園舎 長寿命化 視野 入  
施設 老朽化対策 図    （   課・営繕課）
②５ 園児 健康 安全 生活 必要 習慣 態度 身 付 
るため、安全教育に取り組みます。（こども課・防災安全課・健康
課）

6 212 子ども・子育て支援
市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   こども課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■① 市民      
① ワークショップの参加やアンケートの回答等で、子育て支援施策
  意見 要望 行  
■①の事業者ができること
① 保護者の多様な保育ニーズに柔軟に対応できるよう、また、少
子化 進行 見据  保育所整備 行  

■① 市民      
① ワークショップの参加やアンケートの回答等で、子育て支援施策
  意見 要望 行  
① 保育士資格 子育 経験 活   不足    保育士 学
童指導員   保育行政 関   
① 子     見守 活動 積極的 参加   
■①の事業者ができること
① 保護者の多様な保育ニーズに柔軟に対応できるよう、また、少
子化 進行 見据  保育所整備 行  
① 保育所整備 可能 場所 提供 行  
① 子     見守 活動 積極的 参加   
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41 212 子ども・子育て支援

保育サービスと幼稚園教育という区分ではなく、保育と就学
前教育に区分し、保育園、こども園での就学前教育について
言及。

こども課 修正

保育園・こども園も幼稚園と同様
に就学前教育に取り組んでいるた
め、「幼稚園教育」を「就学前教
育」とする。
既に保育所・こども園でも幼稚園
と同様に就学前教育に取り組ん
でいるが、新たに策定された「就学
前教育・保育のあり方に関する基
本方針」に基づき取組を進める必
要があるため、現状と課題に盛り
込む。

■細分野名
①保育サービス
②幼稚園教育
③子育て支援
■②の現状と課題
就学前教育についての記載なし
■行政 5年間 主 取組
②４ 幼稚園園舎 長寿命化 視野 入  施設 老朽化対
策を図ります。（こども課）

■細分野名
①保育サービス
②就学前教育
③子育て支援
■②の現状と課題に下記を追記
保育所・こども園でも、これまで幼保統一カリキュラムにより就学前
教育の充実に取り組んできましたが、新たに策定された「就学前教
育・保育のあり方に関する基本方針」に基づき、今後も一層、就
学前教育の充実を図る必要があります。
■行政 5年間 主 取組
②４ 幼稚園、保育所及び認定こども園園舎 長寿命化 視野
 入  施設 老朽化対策 図    （   課）

212 子ども・子育て支援

保育サービスと幼稚園教育という区分ではなく、保育と就学
前教育に区分し、保育園、こども園での就学前教育について
言及。

こども課 修正 №41の修正に伴うもの

■具体的な事業
②４ 幼稚園園舎の施設整備事業（こども課）

■具体的な事業
②４ 幼稚園及び認定こども園園舎の施設整備事業（こども
課）

42 212 子ども・子育て支援 ① 保育サービス
学童保育指導員の確保と適正配置（大規模学童は3人
体制  不十分） 課題認識 及   解決 向  取
組が必要。

こども課 修正

保育所    保育士不足 同
様 学童保育 正規指導員不
足は課題であることから、現状と
課題に盛り込む。

■①の現状と課題
学童保育についても快適な保育環境を確保するため、学童保育
施設の整備や指導員の資質の向上を図っていく必要があります。

■①の現状と課題
学童保育についても快適な保育環境を確保するため、学童保育
施設の整備や指導員の確保及び運営体制の充実に向けた取組
を進める必要があります。

43 212 子ども・子育て支援
①
②

保育サービス
幼稚園教育 現状と課題 幼児教育 無償化 前提   課題認識 必要 こども課 修正

幼児教育の無償化により保育
    増     数年後 園
児の進学により学童保育にもその
影響が出る可能性があることか
ら、現状と解題に盛り込む。

■①の現状と課題
幼児教育の無償化についての記載なし

■②の現状と課題
幼児教育の無償化についての記載なし

■①の現状と課題に下記を追記
今後  仕事 子育  両立   環境 整備       幼児
教育無償化   増加 多様化 見込   保護者     
把握していくとともに、地域や幼稚園・学校との連携を強化し、効
率的 効果的 保育     行       必要   

■②の現状と課題に下記を追記
国 進  幼児教育無償化   更 保育    増加 見込
まれることから、幼稚園の役割について検討する必要があります。

43 212 子ども・子育て支援
①
②

保育サービス
幼稚園教育 現状と課題 幼児教育無償化開始に関する記述を追記 こども課 修正 同上 同上 同上

212 子ども・子育て支援 ① 保育サービス 具体的な事業 こども課 修正 №2（212子ども・子育て支援）
に伴い修正しました。

①１ 駅前空 店舗等 利用  小規模保育事業 推進（  
も課）
企業が整備する企業主導型保育事業の推進（こども課）
潜在保育士等の確保のための「資格をいかそう！相談会」の実施
（こども課）
保育コンシェルジュの配置（こども課）
高等職業訓練促進給付事業（こども課）
自立支援教育訓練給付事業（   課）
①２ 幼児期の教育と小学校教育の育ちをつなぐ幼小接続事業
（こども課・教育指導課）
①３ 保育所及び認定こども園園舎の施設整備事業（こども
課）
①４ はとぽっぽ公園清掃事業（こども課）
公私立保育所 園庭開放（   課）
①５ 特別保育実施事業（こども課）
①６ 民生児童委員  連携事業（   課）
①７ 放課後子ども教室（こども課）
①８ 地域子育て支援拠点事業（こども課）

①１ 駅前空 店舗等 利用  小規模保育事業 推進（  
も課）
企業が整備する企業主導型保育事業の推進（こども課）
潜在保育士等の確保のための「資格をいかそう！相談会」の実施
（こども課）
保育コンシェルジュの配置（こども課）
高等職業訓練促進給付事業（こども課）
自立支援教育訓練給付事業（   課）
①２ 延長保育 一時預  保育 休日保育 病児 病後児保
育事業（こども課）
①３ 地域子育て支援拠点事業（こども課）
①４ 民生児童委員  連携事業（   課）
①５ 放課後子ども教室（こども課）
①６ はとぽっぽ公園清掃事業（こども課）
公私立保育所 園庭開放（   課）
①７ 幼児期の教育と小学校教育の育ちをつなぐ幼小接続事業
（こども課・教育指導課）
①８ 保育所及び認定こども園園舎の施設整備事業（こども
課）

212 子ども・子育て支援 ① 保育サービス 関連する主な取組 商工観光課 修正 文言修正しました。
 子育 女性  就業支援 
②５ 生駒市 子育 女性  就業支援 行    （商工観
光課）

 子育 女性  就業支援 
②４ 生駒市 子育 女性や高齢者等多様な人材への就業支
援 行    （商工観光課）
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212 子ども・子育て支援 ② 幼稚園教育 現状と課題 こども課 修正 表現の順序を入れ替えました。

本市   平成30年10月現在 ７市立幼稚園 ４私立幼稚
園があります。核家族化や共働き世帯の増加など子どもたちを取り
巻く環境は大きく変化しており、多様化する保護者の二―ズに対
応するとともに、幼児一人ひとりの発達の特性を生かした教育が重
要です。

核家族化や共働き世帯の増加等子どもたちを取り巻く環境は大き
く変化しており、多様化する保護者の二―ズに対応するとともに、
幼児一人ひとりの発達の特性を生かした教育が重要です。本市に
  平成30年10月現在 7市立幼稚園    

212 子ども・子育て支援 ② 幼稚園教育 具体的な事業 こども課 修正 №5（212子ども・子育て支援）
に伴い修正しました。

②４ 幼稚園園舎の施設整備事業（こども課）
②５ 安全教育の充実（こども課）

②４ 幼稚園及び認定こども園園舎の施設整備事業（こども
課）
②５ 安全教育の充実（こども課・防災安全課）

212 子ども・子育て支援 ② 幼稚園教育 指標 こども課 修正 文言修正しました。
■指標の説明文
私立幼稚園    預  保育 利用  延 園児数 

■指標の説明文
公立幼稚園    預  保育 利用  延 園児数 

1 212 子ども・子育て支援 ③ 子育て支援 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。

子育て支援
総合センター

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

2 212 子ども・子育て支援 ③ 子育て支援 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。

子育て支援
総合センター 修正 №44のとおり修正しました。

№44のとおり修正しました。 №44のとおり修正しました。

3 212 子ども・子育て支援 ③ 子育て支援 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。

子育て支援
総合センター 修正 №44のとおり修正しました。

№44のとおり修正しました。 №44のとおり修正しました。

4 212 子ども・子育て支援 ③ 子育て支援 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 

子育て支援
総合センター

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

5 212 子ども・子育て支援 ③ 子育て支援 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。

子育て支援
総合センター

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

6 212 子ども・子育て支援 ③ 子育て支援 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   

子育て支援
総合センター 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■事業者ができること
記載なし

■事業者ができること
③ ワーク・ライフ・バランスを推進し、従業員が子育てしやすい環境
を整備する。

44 212 子ども・子育て支援 ③ 子育て支援 行政 ５年間 主 取
組

地域で支え合う子育て環境の希薄化（表現の再考が必
要）に対する取組として、地域が主体となった活動、地域で
実施する活動（子育てサロン・カフェの実施など）を支援す
る取組が必要。

子育て支援
総合センター 修正

■現状と課題
また、地域で支え合う子育て環境の希薄化による子育ての孤立
化を防止する必要があります。
■行政 5年間 主 取組
地域が主体となった活動、地域で実施する活動（子育てサロン・
カフェの実施など）を支援する取組の記載なし

■現状と課題
また、子育てを地域で支え合う環境が希薄になる中、子育て家庭
の孤立化 防止  必要      
■行政 5年間 主 取組
③３ 世代間交流 含   子育     等 地域 子育  支
え合う取組や活動を支援します。（子育て支援総合センター）

44 212 子ども・子育て支援 ③ 子育て支援 行政 ５年間 主 取
組

地域での取組の記述がなく、子育てサロンへの支援を明示す
る。

子育て支援
総合センター 修正 同上 同上

212 子ども・子育て支援 ③ 子育て支援 行政 ５年間 主 取
組

子育て支援
総合センター 修正 文言修正しました。

③１ 子     安心  成長      地域子育 支援拠点
事業及びファミリーサポート事業等を一体的に提供することで、子
育て支援体制の充実を図ります。（子育て支援総合センター）
③２ 子育てや家庭で心配なことなどの相談事業を実施し、子育
て家庭 支援 行   。（こどもサポートセンター）

③１ 子     安心  成長      地域子育 支援拠点
事業及びファミリーサポート事業等を一体的に提供することで、子
育て支援体制を充実します。（子育て支援総合センター）
③２ 子育てや家庭で心配なこと等の相談事業を実施し、子育て
家庭を支援します。（こどもサポートセンター）

212 子ども・子育て支援 ③ 子育て支援 具体的な事業 子育て支援
総合センター 修正 №44に伴い修正しました。 記載なし ③３ ワークショップの開催（子育て支援総合センター）

1 221 学校教育 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。

教育総務課
教育指導課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

2 221 学校教育 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。

教育総務課
教育指導課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

3 221 学校教育 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。

教育総務課
教育指導課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。
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4 221 学校教育 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 

教育総務課
教育指導課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

5 221 学校教育 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。

教育総務課
教育指導課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

6 221 学校教育 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   

教育総務課
教育指導課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■③の事業者ができること
記載なし

■③の事業者ができること
③ 学校施設    改修等      良 手法等 提案 
る。

45 221 学校教育 ① 学校教育 現状と課題

 下  ６行目 
（現行）学校自身 抱  諸課題等 解決 向   …
（変更案）学校自身 抱      不登校   諸課題
の解決に向けて…

教育指導課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

また、児童生徒や保護者に対する各種相談事業の充実に対する
期待の声は益々高まっています。児童生徒の心に寄り添い、安心
と安全を保障するための取組は今後とも積極的に進めていきま
す。さらに、学校自身が抱える諸課題等の解決に向けて、関係機
関  連携    専門的 見地   具体的 改善策 取りい
れていく必要があります。

また、児童生徒や保護者に対する各種相談事業の充実に対する
期待の声は益々高まっています。児童生徒の心に寄り添い、安心
と安全を保障するための取組は今後とも積極的に進めていきま
す。さらに、学校自身が抱える    不登校   諸課題等 解
決に向けて、関係機関  連携    専門的 見地   具体
的な改善策を取り入れていく必要があります。

221 学校教育 ① 学校教育 現状と課題 教育指導課 修正 №52のとおり修正しました。
№52のとおり修正しました。 №52のとおり修正しました。

221 学校教育 ① 学校教育 行政 ５年間 主 取
組 教育指導課 修正 №52のとおり修正しました。 №52のとおり修正しました。 №52のとおり修正しました。

46 221 学校教育 ① 学校教育 行政 ５年間 主 取
組

食育      体力    運動習慣    生活習慣   
などの取組が必要。 教育指導課 修正 加筆修正しました。

①９ 学校給食を通して食育推進 行    （学校給食セン
ター）

①９ 学校給食を通して食育 推進  体力向上 生活習慣  
りに取り組みます。（学校給食センター）

47 221 学校教育 ① 学校教育 行政 ５年間 主 取
組 ①１

「のため」の前後は目標・手段の関係にはない。「特色あ
       確  学力育成   分  記述       
学力学習状況調査結果  教育指導 充実 学習状況 
の改善、継続的な検証改善サイクルに活用する」のは、各学
校の特色を出してすることではないのではないか。

教育指導課 修正 加筆修正しました。

①１ 児童生徒 確  学力育成    特色  多様 形態
での教育活動を推進します。（教育指導課）

①１ 全国学力 学習状況調査等 結果 踏   各学校  
  学力 向上 生活習慣等 改善 努         教育
活動を推進します。（教育指導課）

48 221 学校教育 ① 学校教育 行政 ５年間 主 取
組 ①３

論理 逆  ＩＣＴ        右 具体的 事業  
のまま取組にもってきており、現状と課題と具体的な事業をつ
なぐものになっていないのではないか。

教育指導課 修正 加筆修正しました。

①３ ICT機器活用事業を推進し、児童生徒が主体的・協働的
に学習できる環境づくりを進めます。（教育総務課・教育指導
課）

①３ ICT機器を活用し様々な教育効果の向上を図り、児童生
徒が主体的・協働的に学習できる環境づくりを進めます。（教育
総務課・教育指導課）

221 学校教育 ① 学校教育 行政 ５年間 主 取
組 教育指導課 修正 文言修正しました。

①４ 全小中学校に配置している学校司書を中心として、学校図
書館を活性化させ、児童生徒の読書意欲を向上します。（教育
指導課）

①４ 全小中学校に配置している学校司書を中心として、学校図
書館を活性化させ、児童生徒の読書意欲を向上させます。（教
育指導課）

49 221 学校教育 ① 学校教育 行政 ５年間 主 取
組 ①６

（現行）            活用    学校 諸課
題の改善に取り組みます。
（変更案）            活用        不
登校など学校の諸課題の改善に取り組みます。

教育指導課 修正 加筆しました。

①６ スクールアドバイザーズの活用により、学校の諸課題の改善
に取り組みます。（教育指導課）

①６ スクールアドバイザーズの活用により、    不登校等 学
校の諸課題の改善に取り組みます。（教育指導課）

221 学校教育 ① 学校教育 行政 ５年間 主 取
組 教育指導課 修正 文言追加しました。

①10すべての生命を尊重し、自己有用感を高めるための心の教
育を充実します。（教育指導課）

①10すべての生命を尊重し、自己有用感 相互理解を高めるた
めの心の教育を充実します。（教育指導課）

221 学校教育 ① 学校教育 具体的な事業 教育指導課 修正 文言修正しました。

①１ 新学習指導要領 実施 踏    主体的 対話的 深
い学びの推進（教育指導課）
スクールボランティア活用、学びのサポーター派遣事業（教育総務
課・教育指導課）

①１ 新学習指導要領 実施 踏    主体的 対話的 深
い学びの推進（教育指導課）
スクールボランティアの活用、学びのサポーター派遣事業（教育総
務課・教育指導課）

221 学校教育 ① 学校教育 具体的な事業 教育指導課 修正 №52に伴い加筆しました。
記載なし ①12学校教育のあり方検討委員会の開催（教育総務課・教育

指導課）

221 学校教育 ① 学校教育 関連する主な取組

教育総務課・
防災安全課・
管理課 事業
計画課・土木
課

修正 文言修正しました。

 通学路安全点検 
①６ 関係機関 連携 通学路 合同点検 実施    （教
育総務課 防災安全課 管理課 事業計画課 土木課）

 通学路安全点検 
①４ 関係機関 連携 通学路 合同点検 実施    （教
育総務課 防災安全課 管理課 事業計画課 土木課）
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221 学校教育 ① 学校教育 教育総務課
教育指導課 修正 加筆しました。

記載なし ※1 自己有用感：自分 役 立     自分 必要 人間 
あるなど、自分の存在を価値あるものと受け止められる感覚のこと。

50 221 学校教育 ② 特別支援教育
現状と課題
行政 ５年間 主 取
組

学校のバリアフリー化は学校施設の課題。課題に対する取
組が必要。 教育総務課 修正 加筆しました。

■現状と課題
特別な支援の需要や要望が高まり、よりきめ細かな特別支援教
育が求められます。そのためには、特別支援教育コーディネーターの
位置付  重要      専門的 知識 習得 資質向上 
必要となります。
学校施設におけるバリアフリー整備を進めるとともに、今後特別な
支援の需要や要望が高まり、よりきめ細かな特別支援が必要とな
ることから、特別支援教育支援員やスクールボランティアの派遣増
加が重要となります。また、特別支援教育コーディネーターのより高
い専門性と教員の資質向上が多角的に求められます。
■③ 行政 5年間 主 取組
③２ 学校施設を使いやすく、きれいで、快適なものにします。
（教育総務課）

■現状と課題
特別な支援の需要や要望が高まり、よりきめ細かな特別支援教
育が求められます。そのためには、特別支援教育コーディネーターの
位置付  重要      専門的 知識 習得 資質向上 
必要となります。
今後、特別な支援の需要や要望が高まり、よりきめ細かな特別支
援が必要となることから、特別支援教育支援員やスクールボラン
ティアの派遣増加が重要となります。また、特別支援教育コーディ
ネーターのより高い専門性と教員の資質向上が多角的に求められ
ます。
■③ 行政 5年間 主 取組
③２ 学校施設を使いやすく（バリアフリー化を含む）、きれいで
快適なものにします。（教育総務課）

221 学校教育 ② 特別支援教育 行政 ５年間 主 取
組

教育総務課
教育指導課 修正 文言修正しました。

②２ スクールボランティアを活用し、特別に支援が必要な児童生
徒の学習補助 行   。（教育総務課・教育指導課）

②２ スクールボランティアを活用し、特別に支援が必要な児童生
徒の学習を補助します。（教育総務課・教育指導課）

221 学校教育 ② 特別支援教育 関連する主な取組 人権施策課・
教育指導課 修正 文言修正しました。

【人権教育の充実】
①７ 学校教育や社会教育等での人権教育の推進を図ります。
（人権施策課・教育指導課）

【人権教育の充実】
①５ 学校教育や社会教育等での人権教育の推進を図ります。
（人権施策課・教育指導課）

51 221 学校教育 ③ 学校施設 現状と課題 給食センターに関する現状と課題を追加。 学校給食セン
ター 修正 加筆修正しました。

昭和40 50年代 建築   学校施設      改修時期
にきています。市の方針として、現在トイレ改修を優先的に実施し
ているところである一方 老朽化 改修 今後多額 改修費用 
発生  見込    
厳  財政状況 中    改修 老朽改修工事等      
   計画的 施設改修 行    必要      
   児童 生徒数 減少傾向   中 今後 推移 見据  
学校規模等を検討していく時期      生駒北小中学校  
ける小中一貫教育の成果・課題を踏まえた市における小中一貫
教育の方向性を検討していく必要があります。

昭和40 50年代 建築   学校施設      改修時期
にきています。市の方針として、現在トイレ改修を優先的に実施し
ている一方で、老朽化 改修 今後多額 改修費用 発生  
見込    
厳  財政状況 中    改修 老朽改修工事等      
   計画的 施設改修 行    必要      
   児童 生徒数 減少傾向   中 今後 推移 見据  
学校規模等を検討していく必要があります。
    現施設 老朽化 伴  中学校給食    対応 求 
られています。

52 221 学校教育 ③ 学校施設 行政 ５年間 主 取
組 ③３ 小中一貫は学校施設として考えるのではなく、学校教育の

基本的な考え方として①「学校教育」に明記。
教育総務課
教育指導課 修正 加筆修正しました。

■①の現状と課題
記載なし
■① 行政 5年間 主 取組
記載なし
■③ 行政 5年間 主 取組
③３ 市における小中一貫教育の方向性、今後の児童・生徒数
を踏まえた学校規模・通学区域 検討 行   。（教育総務
課・教育指導課）

■①の現状と課題
小中一貫教育     生駒北小中学校    成果 課題 
踏まえ、方向性を検討していく必要があります。
■① 行政 5年間 主 取組
①12小中一貫教育の方向性を検討します。（教育総務課・教
育指導課）
■③ 行政 5年間 主 取組
③３ 今後の児童・生徒数を踏まえた学校規模・通学区域等を
検討します。（教育総務課・教育指導課）

53 221 学校教育 ③ 学校施設 行政 ５年間 主 取
組 ③３ ③３は、細分野①「学校教育」の中で取り組むものと捉え直

す。
教育総務課
教育指導課 修正 №52のとおり修正しました。

№52のとおり修正しました。 №52のとおり修正しました。

221 学校教育 ③ 学校施設 行政 ５年間 主 取
組 教育総務課 修正 文言修正しました。

③１ 学校施設の安全点検を継続し、安全で安心できる教育環
境整備    計画的 学校施設 老朽化対策 行    
（教育総務課）

③１ 学校施設の安全点検を継続するとともに、安全で安心でき
 教育環境整備    計画的 学校施設 老朽化対策 行
います。（教育総務課）

221 学校教育 ③ 学校施設 具体的な事業 教育総務課
教育指導課 修正 文言修正しました。

③３ 学校教育のあり方検討委員会での小中一貫教育の方向
性、学校規模・通学区域等の検討（教育総務課・教育指導
課）

③３ 学校教育のあり方検討委員会の開催（教育総務課・教
育指導課）
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221 学校教育 ③ 学校施設 教育総務課
教育指導課 修正 加筆しました。

記載なし ※2 ファシリティマネジメント：、公共施設等（公共施設とインフラ
施設）     長期的 視点  更新 統廃合 長寿命化等
 計画的 行       財政負担 軽減 平準化       
公共施設等の最適な配置を実現すること。

1 222 青少年 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 生涯学習課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 222 青少年 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 生涯学習課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 222 青少年 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 生涯学習課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 222 青少年 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 生涯学習課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 222 青少年 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 生涯学習課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 222 青少年 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   生涯学習課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

222 青少年 ① 健全育成 5年後   生涯学習課 修正 文言修正しました。

①地域 学校 家庭 連携  地域力 活用  支援    地
域 教育力 高  子   若者 生 生  過   健   
成長  環境 整       

①地域 学校 家庭 連携  地域力 活用  支援    子
   若者 生 生  過   健   成長  環境 整   
ている。

54 222 青少年 ① 健全育成
５年後   
行政 ５年間 主 取
組

家庭 教育力 低下 課題   認識     目標 一 
 家庭 教育力 向上 位置付       保護者 学
習の浸透、拡大につながる取組が必要。

生涯学習課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし
た。

①５ 地域 力 活用  家庭教育支援 取組を進めます。
（生涯学習課）

①５ 家庭の教育の向上、保護者への学習の浸透、拡大を図る
ため、地域 力 活用  家庭教育支援を充実します。（生涯
学習課）

54 222 青少年 ①
②

健全育成
自立支援

現状と課題
行政 ５年間 主 取
組

基本は家庭であるというのは誰もが思っている。もっと家庭に
働きかける取組をするべき。 生涯学習課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし

た。

■①の現状と課題
家庭 教育力 低下 社会  関   希薄化    傾向 
    地域 子   育      意識 向上    地域 学
校、家庭が連携し、市内の子   若者 地域 人々 交流  
人 人      感    成長        環境    進
めていく必要があります。
■① 行政 5年間 主 取組
№54の1つ目と同じ
■② 行政 5年間 主 取組
②１ 不登校           関  相談窓口（ユースネット
いこま）体制、環境の充実を図ります。（生涯学習課）

■①の現状と課題
家庭 教育力 低下 社会  関   希薄化    傾向 
    地域 子   育      意識 向上    地域 学
校、家庭が連携し、市内の子   若者 家庭 地域の人々と交
流  人 人      感    成長        環境   
を進めていく必要があります。
■① 行政 5年間 主 取組
№54の1つ目と同じ
■② 行政 5年間 主 取組
②１ 不登校          等 関  相談窓口の体制を整
備  相談   環境 充実   地域 連携  支援 行  
す。（生涯学習課）

222 青少年 ① 健全育成 行政 ５年間 主 取
組 生涯学習課 修正 文言修正しました。

①３ 青少年 健   成長 生  力 身       各種
団体等と連携し、様々な学びと体験の場の提供等を行    。
（生涯学習課）

①３ 青少年 健   成長 生  力 身       各種
団体等と連携し、様々な学びと体験の場の提供等を行   。
（生涯学習課）

222 青少年 ① 健全育成 行政 ５年間 主 取
組 生涯学習課 修正 文言修正しました。

①４ 障   有無 国籍 性別等 違  多様性 理解  
認め合う社会の実現に向け 交流 行   。（生涯学習課）

①４ 障   有無 国籍 性別等 違  多様性 理解  
認め合う社会の実現に向け 交流   。（生涯学習課）

222 青少年 ① 健全育成 関連する主な取組 教育指導課 修正 文言追加しました。

 青少年指導活動 
①８ 地域ぐるみの児童生徒健全育成事業により、地域でつなが
 合 子育  取 組  地域教育力 学校 支援    （教
育指導課）
①10すべての生命を尊重し、自己有用感を高めるための心の教
育を充実します。（教育指導課）

 青少年指導活動 
①８ 地域ぐるみの児童生徒健全育成事業により、地域でつなが
 合 子育  取 組  地域教育力 学校 支援    （教
育指導課）
①10すべての生命を尊重し、自己有用感 相互理解を高めるた
めの心の教育を充実します。（教育指導課）
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55 222 青少年 ① 健全育成 現状と課題 虐待・いじめ等の課題の記載を求める。 生涯学習課 修正 ②自立支援 現状 課題 反映
しました。

不登校          等社会生活上様々な困難を抱える子
   若者     関係機関 連携  自立 向  支援 行 
ているが、今後ますます必要とされます。
不登校          等困難 有  子   若者 支援者
 対   円滑 社会生活 送          様々 支援機
関 連携   社会復帰 向  取 組 必要      

          不登校     虐待等社会生活上様々な
困難 抱  子   若者     関係機関 連携  自立 
向けた支援 行       今後    支援 必要    見
込まれます。
          不登校     虐待等困難を有する子ども・
若者 支援者 対   円滑 社会生活 送          
様々 支援機関 連携   社会復帰 向  取 組 必要 
あります。

222 青少年 ② 自立支援 関連する主な取組 子育て支援
総合センター 修正 文言修正しました。

 子   若者 自立 向  支援 
③１ 子     安心  成長      地域子育 支援拠点
事業及びファミリーサポート事業等を一体的に提供することで、子
育て支援体制の充実を図ります。（子育て支援総合センター）

 子   若者 自立 向  支援 
③１ 子     安心  成長      地域子育 支援拠点
事業及びファミリーサポート事業等を一体的に提供することで、子
育て支援体制を充実します。（子育て支援総合センター）

1 311 市民協働 地域コミュニティ 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。

市民活動推
進課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

2 311 市民協働 地域コミュニティ
行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。

市民活動推
進課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

3 311 市民協働 地域コミュニティ
行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。

市民活動推
進課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

4 311 市民協働 地域コミュニティ
行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 

市民活動推
進課 修正 №58のとおり修正しました。

№58のとおり修正しました。 №58のとおり修正しました。

5 311 市民協働 地域コミュニティ
行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。

市民活動推
進課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

6 311 市民協働 地域コミュニティ
市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   

市民活動推
進課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし

た。

■市民      
①       主体 地域 一員    意識 持     地域
に関心を向け、積極的に様々な活動に参加する。
②       主体 地域 一員    意識 持     地域
に関心を向け、積極的に様々な活動に参加する。
③       主体 地域 一員    意識 持     地域
に関心を向け、積極的に様々な活動に参加する。

■事業者ができること
① 地域 一員    意識 持  地域貢献活動 行     
積極的 NPO 行政等 連携   
② 地域 一員    意識 持  地域貢献活動 行     
積極的 NPO 行政等 連携   
③ 地域 一員    意識 持  地域貢献活動 行     
積極的 NPO 行政等 連携   

■市民      
①       関心 持  地域活動 市民活動 理解 深  
まちづくりの主体として活動する。
② 地域内の人間関係を深めるとともに、自治会活動など地域の
      活動 積極的 参加 協力   
③ 社会貢献活動 興味 持  市民活動 活発      講
座等 参加      NPO 主催  事業等 参加 協力 
る。

■事業者ができること
① 地域課題 解決 向   市民   地域 一緒 取 組 
ることを考え、活動する。
② 地域 一員    意識 持        活動 積極的 
参加 協力   
③ 積極的 NPO 行政 連携  自  専門的 知識 強  
経験を活かしてまちづくりに貢献する。また、従業員の社会貢献活
動への参加を支援する。

311 市民協働 地域コミュニティ ① 市民協働･協創 5年後   市民活動推
進課 修正 文言修正しました。

①市民 事業者 市      役割 応  協働       
進められている。

①市民 事業者 市      役割 応  協働 、まちづくり
が進んでいる。

56 311 市民協働 地域コミュニティ ① 市民協働･協創 行政 ５年間 主 取
組 ①１ 自治基本条例 市政全体 掛  包括的 条例     

の運用はこの小分野、細目だけで受けきれない。
市民活動推
進課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

①１ 参画 協働       基本原則   自治基本条例 
運用します。（市民活動推進課）

①１ 自治基本条例 基  市民主体       実現 向  
参画と協働による取組を推進します。（市民活動推進課）

311 市民協働 地域コミュニティ ① 市民協働･協創 行政 ５年間 主 取
組

市民活動推
進課 修正 文言修正しました。

①４ 協働 前提         関  市民等  情報発信 
提供 行    （広報広聴課     魅力創造課）

①４ 参画 協働       前提    市民 活動 市政 
    積極的 情報共有 行    （広報広聴課・いこまの
魅力創造課）
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311 市民協働 地域コミュニティ ① 市民協働･協創 具体的な事業 市民活動推
進課 修正 №56に伴い修正しました。

①１ 市民自治推進委員会 運営（市民活動推進課） ①１ 自治基本条例 周知 啓発（市民活動推進課）
自治基本条例進捗状況調査（市民活動推進課）
参画 協働      事務事業調査（市民活動推進課）

311 市民協働 地域コミュニティ ① 市民協働･協創 具体的な事業 市民活動推
進課 修正 文言修正しました。

①４ 広報紙等によるまちの情報提供、オープンデータ化推進
（広報広聴課     魅力創造課）

①４ 広報紙等によるまちの情報提供（広報広聴課）
       ※2化推進（    魅力創造課）

311 市民協働 地域コミュニティ ① 市民協働･協創 脚注 市民活動推
進課 修正 上記に伴い脚注を追加しました。

オープンデータに関する記載なし 下記を記載
※2 オープンデータ：国や地方公共団体が保有する公共データ
    誰  容易 利用（入手 二次利用 再配布等）  
る形式、ルールで公開されたデータのこと。オープンデータの活用に
   住民参加 官民協働 推進 通  地域課題 解決 経
済活性化  行政 高度化 透明化 透明性 信頼性 向上 
期待できる。

311 市民協働 地域コミュニティ ② 地域活動 5年後   市民活動推
進課 修正 文言修正しました。

②地域に住む人々が、まちづくりの主役・コミュニティの担い手とし
  協力 合         を進めている。

②地域に住む人々が、まちづくりの主役・コミュニティの担い手とし
  協力 合         が進んでいる。

311 市民協働 地域コミュニティ ② 地域活動 行政 ５年間 主 取
組

市民活動推
進課 修正 文言修正しました。

②２ 地域コミュニティの中核である自治会に対し、その活動に対
  支援 行    （市民活動推進課）

②２ 地域コミュニティの中核である自治会の活動を支援します。
（市民活動推進課）

311 市民協働 地域コミュニティ ② 地域活動 行政 ５年間 主 取
組

市民活動推
進課 修正 文言修正しました。

②３ 地域コミュニティの活動拠点である地区集会所の整備に対
  支援 行    （市民活動推進課）

②３ 地域コミュニティの活動拠点である地区集会所の整備に対
して支援します （市民活動推進課）

57 311 市民協働 地域コミュニティ ② 地域活動 行政 ５年間 主 取
組 ②４       地域   方 考          行   不

要 協議会設立 活動支援 取組 明記   
市民活動推
進課 修正

「これからの地域のあり方を考える
場」は、協議会、準備会、その他
の地域でも必要です。「きっかけづ
    表記  市民自治協議会
設立 初期段階   印象 与
えるので、「きっかけづくり」は外して
「機会の提供」とします。

②４ 地域課題解決のため多様な主体が関わりまちづくりを進めて
  市民自治協議会 取組 進          地域   
方 考          行  地域       強化 図  
す。（市民活動推進課）

②４ これからの地域のあり方を考える機会の提供をはじめ、多様
 主体 地域 課題解決    取 組 市民自治協議会 
立 上  活動 支援  地域       強化    （市民
活動推進課）

311 市民協働 地域コミュニティ ② 地域活動 具体的な事業 市民活動推
進課 修正 №57に伴い修正しました。

②４ 市民自治協議会設立支援 活動支援（地域特性   
ズに即した活動支援、財政的支援。庁内連携等）（市民活動
推進課）

②４ ワークショップ等の開催（市民活動推進課）
地域     活動支援補助金 交付（市民活動推進課）

58 311 市民協働 地域コミュニティ ② 地域活動 行政 ５年間 主 取
組 ②５ ① 取組   市民協働 場    位置付        

       具体的 事業（資料編） 位置付     
市民活動推
進課 修正

 市民協働 場     取組 
対応する事業は本課だけのもので
        程度 本課 特
化させた内容で、修正しました。

②５           開催   市民間交流 促進 行  
す。（市民活動推進課）
③１ 市民等 協働   実施   公共 公益         
      認定  情報発信 行    （市民活動推進課）

①５ 市民等 協働   事業 支援       公共 公益 
        情報発信 行    （市民活動推進課）

311 市民協働 地域コミュニティ ② 地域活動 具体的な事業 市民活動推
進課 修正 №58に伴い修正しました。

②５           実行委員会事務局運営（市民活動推
進課）
③１      事業 実施（市民活動推進課）

①５           実行委員会の運営（市民活動推進
課）
     事業 実施（市民活動推進課）

311 市民協働 地域コミュニティ ② 地域活動 多様な主体との協創 市民活動推
進課 修正 文言修正しました。

② 地域の多様な課題やニーズに対応するため、NPO等と連携
  地域 課題解決 取 組    （市民活動推進課）

② 地域の多様な課題やニーズに対応するため、地域、NPO等と
連携  地域 課題解決 取 組    （市民活動推進課）
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311 市民協働 地域コミュニティ ③ 市民活動 現状と課題 市民活動推
進課 修正 文言修正しました。

        価値観 住民    多様化      NPO 
よる公益活動のテーマも多様化しています。NPO活動は増加傾
向にありますが、地域課題の解決に繋がる活動の展開や組織の
資金調達 面  課題      
今後は、地域課題の解決とともに、ありたい地域の姿をイメージし
たまちづくりに繋がる公益活動 自治会 市民自治協議会等 
地域と連携して進めていく必要があり、地域づくりを担う存在として
期待されます。

        価値観 住民    多様化      NPO 
よる社会貢献活動のテーマも多様化しています。NPO活動は増
加傾向にありますが、地域課題の解決に繋がる活動の展開や組
織 資金調達 面  課題      
今後は、地域課題の解決とともに、ありたい地域の姿をイメージし
たまちづくりに繋がる活動 自治会 市民自治協議会等 地域 
連携して進めていく必要があり、地域づくりを担う存在として期待さ
れます。

59 311 市民協働 地域コミュニティ ③ 市民活動

５年後   
現状と課題
行政 ５年間 主 取
組

③２ ＮＰＯという表現について、再考を求める。 市民活動推
進センター 修正 脚注を付すことで対応しました。

記載なし 以下を記載
※1 NPO： Non-Pro t Organization （非営利組織） 
略称 法人格 有無 問   福祉 教育 文化       環
境  社会 多様 課題（   ） 市民 主体的 取 組 

60 311 市民協働 地域コミュニティ ③ 市民活動 行政 ５年間 主 取
組 ③１

市民協働   公共 公益     情報発信 ① 位置
              具体的 事業（資料編） 位
置づけるべき。

市民活動推
進課 修正 №58のとおり修正しました。

№58のとおり修正しました。 №58のとおり修正しました。

311 市民協働 地域コミュニティ ③ 市民活動 行政 ５年間 主 取
組

市民活動推
進課 修正 №58に伴い文言修正しました。

③１ 市民等 協働   実施   公共 公益         
      認定  情報発信 行    （市民活動推進課）
③２ NPO活動 支援    （市民活動推進    ）
③３ コーディネート機能の充実を図ります （市民活動推進  
ター）
③４ 市民活動 活発      各種講座等 行   。（市
民活動推進    ）

③１ NPO活動 支援    （市民活動推進    ）
③２ コーディネート機能を充実します （市民活動推進  
ター）
③３ 市民活動 活発      各種講座等を実施します。
（市民活動推進    ）

1 321 人権・多文化共生 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 人権施策課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 321 人権・多文化共生
行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 人権施策課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

■① 行政 5年間 主 取組
①１ 人権相談 対  適切 対応 指導 支援 行    （人権施策課）
①２ 市民 人権    正  知識 情報 持    広報 周知活動 実施 
ます。（人権施策課）
①３ 職員研修等により、職務執行    人権意識 高揚 図    （人事
課）
①４ 市民 地域向  地区別懇談会  事業者 実施  職場 人権研修会
に講師を派遣し、人権についての教育・啓発を推進します。（人権施策課）
①５ 市民 主体的 参加   人権     講座 研修会 催  充実  
  意識 高揚 図    （人権施策課）
①６ 多様 人権問題 対応     市民 各種団体等 連携        
れまで取り組んできた成果や課題を踏まえ、多様な機会や媒体を通じて教育・啓発
を進めます。（人権施策課）
①７ 学校教育や社会教育などでの人権教育の推進を図ります。（人権施策課・
教育指導課）

■② 行政 5年間 主 取組
②１ 外国人住民 多様 文化 伝統 対  理解 推進 図    （人権施
策課）
②２ 青少年 多文化 理解      事業等 開催    （生涯学習課）
②３ 学校教育、社会教育における多文化共生教育を推進します。（教育指導
課）
②４ 外国人住民教育推進懇話会等 意見 踏   日本語教室等の多文化
共生事業の推進を図ります。（人権施策課）
②５ 日本語 不自由 外国人住民 生活支援 国際交流活動 担    支
援できる環境づくりを推進します。（人権施策課）
②６ 市民向 の文書の多言語表記を推進します。（人権施策課）

■① 行政 5年間 主 取組
①１ 市民 人権    正  知識 情報 持    広報 周知活動 実施 
ます。（人権施策課）
①２ 市民 事業者 人権についての教育・啓発を推進します。（人権施策課）
①３ 市民 主体的 参加   人権     講座 研修会 催  充実  
  意識 高揚 図    （人権施策課）
①４ 多様 人権問題 対応     市民 各種団体等 連携        
れまで取り組んできた成果や課題を踏まえ、多様な機会や媒体を通じて教育・啓発
を進めます。（人権施策課）
①５ 学校教育や社会教育等での人権教育の推進を図ります。（人権施策課・
教育指導課）
①６ 職員に対して、職務執行    人権意識 高揚 図    （人事課）
①７ 相談 対  適切 対応 指導 支援 行    （人権施策課）

■② 行政 5年間 主 取組
②１ 外国人住民 多様 文化 伝統 対  理解 推進 図    （人権施
策課）
②２ 外国人住民教育推進懇話会等 意見 踏   多文化共生事業 推進
を図ります。（人権施策課）
②３ 日本語 不自由 外国人住民 生活支援 国際交流活動 担    支
援できる環境づくりを推進します。（人権施策課）
②４ 青少年 多文化 理解      事業等 開催    （生涯学習課）
②５ 学校教育、社会教育における多文化共生教育を推進します。（教育指導
課）
②６ 市民向  多言語表記 行  多文化共生社会 実現 向  取 組 
ます。（人権施策課）

3 321 人権・多文化共生
行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 人権施策課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。
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4 321 人権・多文化共生
行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 人権施策課 修正 №2（321人権・多文化共生）

のとおり修正しました。

№2（321人権・多文化共生）のとおり修正しました。 №2（321人権・多文化共生）のとおり修正しました。

5 321 人権・多文化共生
行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 人権施策課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 321 人権・多文化共生
市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   人権施策課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし

た。

■① 市民      
① 人権問題についての理解 深   
■①の事業者ができること
① 従業員に対する人権教育研修を推進する。
① 採用条件や雇用条件を適正に整備する。
■② 市民      
② 異文化     理解 深   

■① 市民      
① 人権尊重の精神に対する理解 深   
① 日常生活において、人権感覚を身につける。
■①の事業者ができること
① 人権を尊重した事業活動を実施する。
① 従業員に対する人権教育研修を推進する。
① 採用条件や雇用条件を適正に整備する。
■② 市民      
② 異文化 対  理解 深  尊重  意識 高   
② 国際交流事業 参加   

321 人権・多文化共生 ① 人権 現状と課題 人権施策課 修正 文言修正しました。

我が国の憲法で基本的人権は、「侵すことのできない永久の権
利    保障      21世紀  人権 世紀  言     
  本市   平成31(2019)年  生駒市人権施策 関  
基本計画（第2次）」を策定し、これに基づき、毎月11日の「人
権を確かめあう日」の設定や、人権教育講座・研修会の実施等の
人権教育・啓発の推進、人権相談の充実、ボランティア活動に対
  支援 行      
しかし、現在でも同和問題や高齢者、障がい者等に関わる様々
な人権問題が存在しています。さらに、インターネットを悪用した人
権問題やLGBT※1等の性的少数者等に関する新たな問題も起
こってきています。
今後 市民一人    人権意識 高       効果的 人
権教育 啓発 行         人権侵害 潜在化 対  状
況把握と迅速な対応ができる体制を整備していくことが必要となっ
ています。

我が国の憲法で基本的人権は、「侵すことのできない永久の権
利    保障      21世紀  人権 世紀  言     
  本市   平成31(2019)年  生駒市人権施策 関  
基本計画（第2次）」を策定し、これに基づき、人権教育・啓発
の推進、相談・支援の充実及び、ボランティア活動に対する支援を
行      
しかし、現在でも同和問題や高齢者、障がい者等に関わる様々
な人権問題が存在しています。さらに、インターネットを悪用した人
権問題やLGBT※1等の性的少数者等に関する問題も起こってき
ています。
今後 市民一人    人権意識 高       効果的 人
権教育 啓発 行         人権侵害 潜在化 対  状
況把握と迅速な対応ができる体制を整備していくことが必要となっ
ています。

321 人権・多文化共生 ① 人権 具体的な事業 人権施策課 修正 №2（321人権・多文化共生）
に伴い修正しました。

①１ 人権相談事業（人権施策課）
①２ 「人権を確かめあう日」の広報（人権施策課）
①３ 職員人権問題研修の開催（人事課）
①４ 地区別懇談会の開催、人権教育研修講師派遣事業（人
権施策課）
①５ 市民集会 開催及 人権教育講座 山    開催（人
権施策課）
①６ 生駒市人権教育推進協議会、生駒市人権教育研究会へ
の支援（人権施策課・教育指導課）
①７ 人権教育の推進（人権施策課・教育指導課）

①１ 「人権を確かめあう日」の広報（人権施策課）
①２ 地区別懇談会の開催、人権教育研修講師派遣事業（人
権施策課）
①３ 市民集会 開催及 人権教育講座 山    開催（人
権施策課）
①４ 生駒市人権教育推進協議会、生駒市人権教育研究会へ
の支援（人権施策課・教育指導課）
①５ 人権教育「いのちの教育」等の推進（人権施策課・教育
指導課）
人権教育講座「山びこ」の開催（人権施策課）
①６ 職員人権問題研修の開催（人事課）
①７ 人権相談事業（人権施策課）

321 人権・多文化共生 ① 人権 指標 人権施策課 修正 文言修正しました。
■指標名
① 人権教育地区別懇談会の開催地区数（回）

■指標名
① 人権教育地区別懇談会の開催地区数（地区）

321 人権・多文化共生 ① 人権 関連する主な取組 人権施策課 修正 加筆しました。

322男女共同参画
 女性 人権 
①２ 「家庭」「職場」「学校」「地域」をはじめ、あらゆる分野への
男女共同参画 促進       啓発活動 推進    
（男女共同参画   ）

121障がい者保健福祉
【障がい者の人権】
①１ 障  者 対  市民 理解 深  啓発 交流活動 
推進します。（障がい福祉課）
322男女共同参画
 女性 人権 
①２ 「家庭」「職場」「学校」「地域」をはじめ、あらゆる分野への
男女共同参画 促進       啓発活動 推進    
（男女共同参画   ）
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321 人権・多文化
共生 ① 人権 脚注 人権施策課 修正 加筆しました。

記載なし ※1 LGBT：同性愛のLesbian（レズビアン）とGay（ゲイ）、
両性愛 Bisexua（l         ） 出生時 法律的/社
会的に定められた自らの性別に違和感を持つTransgender（ト
        ） 総称       頭文字     略語 
日本語ではしばしば、LGBTを含めた性的マイノリティー（性的少
数者）全体を指す用語としても使われる。

321 人権・多文化共生 ② 多文化共生 5年後   人権施策課 修正 文言修正しました。

②市民一人     地域社会 中 互  多様性 認識 合
  市民主体 国際交流 相互理解 出来 環境 整備 進 
でいる。

②外国人住民 快適 生活   日本人 外国人住民 互 
 理解 尊重 合  共生   社会 実現     

61 321 人権・多文化共生 ② 多文化共生 現状と課題
外国人労働者が増えてきている現状を確認した上で、その事
実があれば課題を持って取り組んでいく趣旨の記載を求め
る。

人権施策課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし
た。

近年 交通機関 情報通信技術 発達 伴       化 
進み、言語も文化も違う外国人が様々な地域で暮らすようになっ
ており、今後さらに増加していくものと考えられています。
本市 外国人住民 近年横   状況  現在1,000人余り
が暮らしており、取組   平成8(1996)年 生駒市国際化基
本指針  平成12(2000)年 生駒市外国人住民教育指針 
策定され、生活面では日本語教室や庁舎案内板の多言語併
記        外国語翻訳   行       国際交流 
    開催   行      
今後も外国人住民  交流 外国 文化   学       
機会の充実を図るとともに、外国人住民 生活支援 国際交流
活動 担 体制 充実等 行  外国人住民 快適 生活 
  日本人 外国人住民 互  理解 尊重 合  共生   
社会の実現のための取組が必要です。

近年 交通機関 情報通信技術 発達 伴       化 
進み、言語も文化も違う外国人が様々な地域で暮らすようになっ
ており、今後さらに増加していくものと考えられています。
本市 外国人住民 近年横   状況  現在1,200人近くが
暮        今後 観光 就業等   増加 見込   
状況です。
一方、外国人への取組としては、平成8(1996)年 生駒市国際
化基本指針  平成12(2000)年 生駒市外国人住民教育指
針が策定され、外国人 生活支援    環境    行    
   多文化交流 図    国際交流活動等 行      
今後  観光 就業等 増加 見込        外国人 過
ごしやすい環境づくりにも対応していくとともに、外国人住民  交
流 外国 文化等 学       機会 充実 図りながら、
外国人住民 生活支援 国際交流活動 担 体制 充実等 
行  外国人住民 快適 生活   日本人 外国人住民 互
  理解 尊重 合  共生   社会 実現    取組 必
要です。

321 人権・多文化共生 ② 多文化共生 具体的な事業 人権施策課 修正 文言修正しました。
②１ 案内版の多言語表記（人権施策課） ②１ 案内版や各種パンフレット等の多言語表記（人権施策

課）

321 人権・多文化共生 ② 多文化共生 指標 人権施策課 修正 文言修正しました。
■指標名
② 日本語教室の学習者の学習者数（人）

■指標名
② 日本語教室の学習者数（人）

1 322 男女共同参画 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。

男女共同参
画プラザ

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

2 322 男女共同参画
行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。

男女共同参
画プラザ

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

3 322 男女共同参画
行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。

男女共同参
画プラザ

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

4 322 男女共同参画
行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 

男女共同参
画プラザ

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

5 322 男女共同参画
行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。

男女共同参
画プラザ

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

6 322 男女共同参画
市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   

男女共同参
画プラザ

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。
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322 男女共同参画 ① 共同参画 意識
形成 現状と課題 男女共同参

画プラザ 修正 文言修正しました。

職場や家庭、地域活動の場においては、従来の固定的な性別役
割分担意識 依然   残 一方 女性 対  意識 変革 
浸透しつつある中、重大な人権侵害である配偶者や交際相手か
らの暴力等の問題も生じています。
家事 子育  介護   大半 女性 担    ところにおいて
は、     旧態依然   固定的 性別役割分担意識 解
消 向  幅広 層 向  意識啓発 必要      DV
（ドメスティック・バイオレンス）等 係 相談件数 年々増加傾
向にあり、今後も県や各関係機関との連携を図りながら、相談体
制の充実等の取組を強化する必要があります。

職場や家庭、地域活動の場においては、従来の固定的な性別役
割分担意識 依然   残 一方 女性 対  意識 変革 
浸透しつつある中、重大な人権侵害である配偶者や交際相手か
らの暴力（DV:              ）等の問題も生じてい
ます。
家事 子育  介護等 大半 女性 担    ことについては、こ
    旧態依然   固定的 性別役割分担意識 解消 向
  幅広 層 向  意識啓発 必要      DV等に係る
相談件数 年々増加傾向    今後 県 各関係機関  連
携を図りながら、相談体制の充実等の取組を強化する必要があり
ます。

322 男女共同参画 ① 共同参画 意識
形成

行政 ５年間 主 取
組

男女共同参
画プラザ 修正 文言修正しました。

①４ 男女共同参画    拠点   関連機関とも連携し、DV
やセクシャル・ハラスメント等の防止をテーマとした講演、講座の開
催   意識 向上         女性 ＤＶ被害者等  
相談・支援体制を充実させ、DVやセクシャル・ハラスメント等を許
   地域作  進    （男女共同参画   ）

①４ 男女共同参画    拠点   女性 DV被害者等  
相談・支援体制を充実させ、DVやハラスメントを許さない地域づく
  進    （男女共同参画   ）

322 男女共同参画 ① 共同参画 意識
形成 市民      男女共同参

画プラザ 修正 文言修正しました。
① 家事・育児 介護等家庭        家族    協力
し、分担する。

① 家事・子育て 介護等家庭        家族    協力
し、分担する。

322 男女共同参画 ① 共同参画 意識
形成 具体的な事業 男女共同参

画プラザ 修正 加筆しました。

①４ 女性    一般総合相談 法律相談   相談事業 
実施（男女共同参画   ）

①４ 女性    一般総合相談 法律相談等 相談事業 
実施（男女共同参画   ）
DVやセクシャル・ハラスメント、パワー・ハラスメント等の防止をテー
    講演 講座 開催（男女共同参画   ）

322 男女共同参画 ① 共同参画 意識
形成 関連する主な取組 教育指導課 修正 文言追加しました。

 子   意識形成 
①10すべての生命を尊重し、自己有用感を高めるための心の教
育を充実します。（教育指導課）

 子   意識形成 
①10すべての生命を尊重し、自己有用感※2 相互理解を高め
るための心の教育を充実します。（教育指導課）

322 男女共同参画 ② 女性活躍推進 現状と課題 男女共同参
画プラザ 修正 文言修正しました。

少子高齢化・人口減少が進む中で、男性の子育てや介護、地域
活動  参加    女性     社会進出   男女    
あらゆる分野に参画できる環境を構築することが求められていま
す。
女性 参画     分野    進       女性 能力発
揮（        ） 支援  政策 方針決定過程  女性
の参画を進める必要があります。また、家事・子育て・介護などの
大半 女性 担                           
   実現     市民      事業者   重要性 理解
することが必要です。

少子高齢化・人口減少が進む中で、男性の子育てや介護、地域
活動  参加    女性     社会進出等 男女 共  
らゆる分野に参画できる環境を構築することが求められています。
女性 参画     分野    進       女性 能力発
揮（エンパワーメント※1）を支援し、政策・方針決定過程への
女性 参画 進  必要      一方、家事・子育て・介護
等 大半 女性 担    現状 打破     男性     
                実現  必要    市民    
  事業者   重要性 理解     求      

322 男女共同参画 ② 女性活躍推進 行政 ５年間 主 取
組

男女共同参
画プラザ 修正 文言修正しました。

②３ 市民 事業者等対象者 参加     女性 活躍  
          講演 講座 開催    （男女共同参画 
ラザ）

②３ ワーク・ライフ・コミュニティ・バランスの推進に向けた社会的気
運の醸成、男性の家事・育児・介護への参画の促進等を目的と
した市民 事業者等対象者 参加     女性 活躍    
        講演 講座 開催    （男女共同参画  
ザ）
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322 男女共同参画 ② 女性活躍推進 具体的な事業 男女共同参
画プラザ 修正 文言修正しました。

②２ 男女    働    環境   を推進（男女共同参画
プラザ）
出張相談 子育 女性    就職相談          県 
 連携   就労支援（男女共同参画   ）
男性の育児参加に係る休暇の取得を促進（人事課）

②２ 男女    働    環境   の推進（男女共同参画
プラザ）
出張相談 子育 女性    就職相談等        県 
 連携   就労支援（男女共同参画   ）
男性の育児参加に係る休暇取得の促進（人事課）

322 男女共同参画 ② 女性活躍推進 具体的な事業 男女共同参
画プラザ 修正 文言修正しました。

②３ ワーク・ライフ・コミュニティ・バランスの推進に向けた社会的気
運の醸成、男性の家事・育児・介護への参画の促進等を目的と
した、「男性のためのコミュニケーション講座」、「パパと遊ぼう」、「親
子         講演 講座 開催（男女共同参画   ）

②３ 「男性のためのコミュニケーション講座」、「パパと遊ぼう」、「親
子      等 講演 講座 開催（男女共同参画   ）

322 男女共同参画 ② 女性活躍推進 多様な主体との協創 男女共同参
画プラザ 修正 文言修正しました。

② 男の産休、男性の育児休暇取得等について当事者だけでなく
事業者 共 周知啓発  男性 暮  方 意識 変革 進 
   （男女共同参画   ）

② 「男の産休」、男性の育児休暇取得等について当事者だけで
  事業者 共 周知啓発  男性 暮  方 意識 変革 進
    （男女共同参画   ）

322 男女共同参画 ② 女性活躍推進 関連する主な取組 こども課
商工観光課 修正 文言修正しました。

 女性活躍    環境    
①１ 待機児童解消に向けて、保育所の開設や保育士の確保に
取り組みます。（こども課）
①５ 保護者のニーズに合わせた延長保育 一時預  保育 休
日保育、病児・病後児保育を実施するとともに、さらなる保育サー
   充実 向   検討 行    （   課）
 女性 活躍推進 
②５ 生駒市の子育 女性  就業支援 行    （商工観
光課）

 女性活躍    環境    
①１ 待機児童解消に向けて、保育所の開設や保育士の確保に
取り組みます。（こども課）
①２ 保護者のニーズに合わせた保育事業を継続するとともに、さ
らなる保育サービスの充実に向けて検討します。（こども課）
 女性 活躍推進 
②４ 生駒市の子育 女性 高齢者等多様 人材  就業支
援 行    （商工観光課）

322 男女共同参画 ② 女性活躍推進 脚注 男女共同参
画プラザ 修正 加筆しました。

記載なし ※1         ：社会 一員   自  意識 能力 高
め、社会のあらゆる分野で、政治的、経済的、社会的、文化的に
力       及     力 持  主体的 存在    力 
発揮 行動       指  
※2 自己有用感：小分野2-2-1参照

1 331 生涯学習・スポーツ ① 生涯学習 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 生涯学習課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 331 生涯学習・スポーツ ① 生涯学習 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 生涯学習課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 331 生涯学習・スポーツ ① 生涯学習 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 生涯学習課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 331 生涯学習・スポーツ ① 生涯学習 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 生涯学習課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 331 生涯学習・スポーツ ① 生涯学習 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 生涯学習課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 331 生涯学習・スポーツ ① 生涯学習 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   生涯学習課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

62 331 生涯学習・スポーツ ① 生涯学習 行政 ５年間 主 取
組 ①１ 生涯学習施策全体に掛かる方針であり、記載するかどうか再

考が必要。 生涯学習課 原案どお
り

具体的な事業①1も想定して記
載しているため原案どおりとしま
す。

331 生涯学習・スポーツ ① 生涯学習 5年後   生涯学習課 修正 文言修正しました。

①生涯学習を通じて、生きがいや楽しみを感じ、誰もが自由に学
習できる環境が整備され、その成果が地域社会やまちづくりに還
元されている。

①生涯学習を通じて、生きがいや楽しみを感じ、その成果が地域
社会やまちづくりに還元されている。
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331 生涯学習・スポーツ ① 生涯学習 関連する主な取組 市民活動推
進課 修正 文言修正しました。

【学んだ成果を地域社会に還元】
③１ 市民等 協働   実施   公共 公益         
      認定  情報発信 行    （市民活動推進課）

【学んだ成果を地域社会に還元】
①５ 市民等 協働   事業 支援       公共 公益 
        情報発信 行    （市民活動推進課）

1 331 生涯学習・スポーツ ② 図書館 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 図書館 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 331 生涯学習・スポーツ ② 図書館 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 図書館 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 331 生涯学習・スポーツ ② 図書館 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 図書館 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 331 生涯学習・スポーツ ② 図書館 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 図書館 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 331 生涯学習・スポーツ ② 図書館 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 図書館 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 331 生涯学習・スポーツ ② 図書館 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   図書館 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■②の事業者ができること
記載なし

■②の事業者ができること
② 本    得    知識 技術 発信       図書館
 関連団体等 協力   本 体験学習等 通  学  交流
の場を運営する。

331 生涯学習・スポーツ ② 図書館 現状と課題 図書館 修正 文言修正しました。

図書館  資料 情報 提供  機能 加   子  向 各
種事業        全国大会等関連事業 市民      
協創事業の開催等、本を通したコミュニティづくりを実施していま
す。これらの取組の拡充のほか、高齢者が豊かなセカンドステージ
をすごすためのサービスの充実やマンパワーを活かす仕組みづくりと
あらゆる世代が本と身近に親しめる新たな取組が求められていま
す。

図書館  資料 情報 提供  機能 加   子  向 各
種事業        全国大会等関連事業 市民      
協創事業の開催等、本を通したコミュニティづくりを実施していま
す。これらの取組の拡充のほか、高齢者が豊かなセカンドステージ
をすごすためのサービスの充実やマンパワーを活かす仕組みづくりや
市民一人        本と身近に親しめる新たな取組が求めら
れています。

331 生涯学習・スポーツ ② 図書館 行政 ５年間 主 取
組 図書館 修正 文言修正しました。

②１ あらゆる世代が身近に本と親しめる場を創出します。（図書
館）

②１ 市民一人        身近に本と親しめる場を創出しま
す。（図書館）

63 331 生涯学習・スポーツ ② 図書館 行政 ５年間 主 取
組 ②２

多様 図書館     提供（例  産業振興 係 情
報提供など）に必要な取組として、ボランティア育成と協働だ
   不十分 

図書館 加筆しました。

②２ 多様な図書館サービスを提供するためボランティアの育成と
協働を推進します。（図書館）

②２ 多様な図書館サービスを提供するために、官民 諸事業 
の連携、情報提供に加え、ボランティアの育成と協働を推進しま
す。（図書館）

1 331 生涯学習・スポーツ ③ スポーツ 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。

スポーツ振興
課 修正 文言修正とともに現状を加筆しま

した。

新しい公共として、また地域スポーツの中心的な存在として活躍が
期待      総合型地域             地域住民
 認知度 理解度 低      会員数 伸 悩      
今後は、更 総合型地域スポーツクラブの発展を支援することで
      親   健康 活力       目指  体力 年
齢等に関わらず、市民一人        興味や目的に応じて、
地域スポーツ、生涯スポーツに親しめる環境をつくる必要がありま
す。

市民     個々                 応  身近 
     楽        環境    進       20~30
歳代では、仕事や育児などで運動をする時間があまり取れていな
い現状があります。
また、地域スポーツの中心的な存在として活躍が期待されている
 総合型地域          地域住民 認知度 理解度 
低く、クラブの会員数が伸び悩んでいます。
今後は、さらに総合型地域スポーツクラブの発展を支援するととも
  体育施設指定管理者 生駒市体育協会 地域     
団体等 連携 協力   個々 体力 年齢等 関    市民
一人ひとりが興味や目的に応じて、地域スポーツ、生涯スポーツに
親しめる環境をつくる必要があります。

33 ページ



№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

2 331 生涯学習・スポーツ ③ スポーツ 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。

スポーツ振興
課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし

た。

③１ 市民 身近 地域 気軽     活動 行    総合
型地域        活動内容等 周知啓発 行      各
地域の実情に応じたクラブを育成します。（スポーツ振興課）
③２ 障   種類 程度 応  障がい(児)者のスポーツ活動
状況を把握し、ニーズに対応した事業 企画 運営 行   。
（スポーツ振興課）
③３ スポーツに憧れや夢をいだくとともに、スポーツを身近に感じる
ことができるようトップアスリート等を招き、ふれあうことができる機会
をつくります。（スポーツ振興課）

③１ 市民 身近 地域 気軽     活動 行    総合
型地域        活動内容等 周知啓発 行      各
地域の実情に応じたクラブを育成します。（スポーツ振興課）
③２ 障   種類 程度 応  障がい者のスポーツ活動状況
を把握し、ニーズに対応した事業を企画・運営します。（スポーツ
振興課）
③３ スポーツに憧れや夢をいだくとともに、スポーツを身近に感じる
ことができるようトップアスリート等を招き、ふれあうことができる機会
をつくります。（スポーツ振興課）
③４ 地域              活動 活発 行     
環境    行    （    振興課）
③５ 個人 年齢 性別 体力 応  運動 行        
ポーツ教室やスポーツイベント等のさまざまな機会を提供します。
（スポーツ振興課）
③６ 体育施設指定管理者 実施  事業 支援      
公共施設を活用したスポーツ活動を推進します。（スポーツ振興
課）

3 331 生涯学習・スポーツ ③ スポーツ 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。

スポーツ振興
課 修正 №2（生涯学習・スポーツ③）の

とおり修正しました。

№2（生涯学習・スポーツ③）のとおり修正しました。 №2（生涯学習・スポーツ③）のとおり修正しました。

4 331 生涯学習・スポーツ ③ スポーツ 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 

スポーツ振興
課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

5 331 生涯学習・スポーツ ③ スポーツ 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。

スポーツ振興
課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

6 331 生涯学習・スポーツ ③ スポーツ 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   

スポーツ振興
課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし

た。

■③ 市民      
③ それぞれのライフステージ、ライフスタイルに応じたスポーツニーズ
      調査等  行政 対 伝   
■③の事業者ができること
記載なし

■③ 市民      
③ それぞれのライフスタイルやライフステージに応じたスポーツニーズ
      調査等  行政 対 伝   
③ スポーツサークルへの積極的な参加や定期的な運動の機会を
つくる。
■③の事業者ができること
③ 従業員のスポーツ活動を支援する。
③ 各種スポーツ事業へ参加・参画する。

331 生涯学習・スポーツ ③ スポーツ 5年後   スポーツ振興
課 修正 加筆しました。

③スポーツを通して、健康を維持し、生きがいを実感できる環境と
機会を充実させることにより、仲間 輪 広   元気で笑顔あふ
れるまちとなっている。

③スポーツを通して、健康を維持し、生きがいを実感できる環境と
機会を充実させることにより、元気で笑顔あふれるまちとなってい
る。

64 331 生涯学習・スポーツ ③ スポーツ
現状と課題
行政 ５年間 主 取
組

スポーツ振興の課題は総合型地域スポーツクラブに係る事項
      場 機会 人材 不足等 基本的 課題 把
握が必要。総合型地域スポーツクラブの発展だけでスポーツ
振興 進        多様 担 手   市民 多様 
選択肢を提供するための取組が必要。

スポーツ振興
課 修正 №1、№2（生涯学習・スポーツ

③）のとおり修正しました。

№1、№2（生涯学習・スポーツ③）のとおり修正しました。 №1、№2（生涯学習・スポーツ③）のとおり修正しました。

331 生涯学習・スポーツ ③ スポーツ 行政 ５年間 主 取
組

スポーツ振興
課 修正 文言修正しました。

③２ 障   種類 程度 応  障  （児）者のスポーツ活
動状況を把握し、ニーズに対応した事業 企画 運営 行  
す。（スポーツ振興課）

③２ 障がい者のスポーツ活動状況を把握し、障がいの種類や程
度 応  事業を企画・運営します。（スポーツ振興課）

331 生涯学習・スポーツ ③ スポーツ 指標 スポーツ振興
課 修正 文言修正しました。

■指標名
③市、市内総合型地域スポーツクラブ、市体育施設指定管理者
等のスポーツイベントの参加者数（人）

■指標名
③市 総合型地域        体育施設指定管理者等  
ポーツイベントの参加者数（人）
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№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

331 生涯学習・スポーツ ③ スポーツ 関連する主な取組 スポーツ振興
課 修正 文言修正しました。

【障がい（児）者のスポーツ機会の創出】
②１ 障がい者の社会参加の機会の充実とともに社会参加に必
要な移動支援や情報提供等の充実を図ります。（障がい福祉
課）

【障がい者のスポーツ機会の創出】
②１ 障がい者の社会参加の機会の充実とともに社会参加に必
要な移動支援や情報提供等の充実を図ります。（障がい福祉
課）

331 生涯学習・スポーツ ③ スポーツ 脚注 スポーツ振興
課 修正 加筆しました。

記載なし ※1 総合型地域       ：地域住民   自主的 主体
的に運営されるスポーツクラブのこと。人々が、身近な地域でスポ
－ツに親しむことを目的に、子どもから高齢者まで（多世代）、
様々なスポーツを愛好する人々が（多種目）、初心者からトップ
レベルまで、それぞれの志向・レベルに合わせて参加できる（多志
向）という特徴を持つ。

1 332 歴史・文化振興 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 332 歴史・文化振興
行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 332 歴史・文化振興
行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 332 歴史・文化振興
行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 332 歴史・文化振興
行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 332 歴史・文化振興
市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

65 332 歴史・文化振興 ① 歴史・伝統文化 ５年後   
現状と課題

 ５年後      現状 課題   生駒         
ム」に偏重し過ぎている。まず、歴史・伝統文化についての現
状と課題の記述があり、その中での「生駒ふるさとミュージア
ム」位置付けと役割を記述すべきではないか。

生涯学習課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし
た。

■5年後   
①生駒ふるさとミュージアムが歴史・伝統文化学習の拠点となり、
幅広 世代 市民 生駒市 歴史文化 興味 持  住   
 地域 愛着 持 市民 増     

■現状と課題
生駒ふるさとミュージアム  累計来館者数や歴史文化系講座の
聴講者数は伸びており、シニア世代を中心に一定の歴史・伝統文
化     獲得      今後 働 世代 若年層 含   
幅広 世代 市民 自分 住    地域 歴史 伝統文化 
関心を持ち、郷土愛を育むように取り組む必要があります。

■5年後   
①多様な施設が拠点となり、幅広 世代 市民 生駒市 歴史
文化 興味 持  住    地域 愛着 持 市民 増   
る。

■現状と課題
様々な施設等が拠点となり、地域の歴史や伝統文化を活用した
取組 保存 継承等 行    必要      主 拠点   
生駒ふるさとミュージアム  年間来館者数や歴史文化系講座の
聴講者数は伸びており、シニア世代を中心に一定の歴史・伝統文
化のファンを獲得しています  働 世代 若年層      市 
歴史 伝統文化  関心度 低 傾向      今後は働く世
代 若年層 含 、  幅広 世代 市民 自分 住    地
域の歴史・伝統文化に関心を持ち、郷土愛を育むように取り組む
必要があります。

65 332 歴史・文化振興 ① 歴史・伝統文化 現状と課題

課題はふるさとミュージアムに係る事項だけではなく、人材、活
動、保存、情報発信などの現状と課題の把握が必要。市内
 神社仏閣 高山竹林園  多様 資源 拠点   歴
史、伝統文化への関心を喚起することが必要。

生涯学習課 修正 №65の1つ目のとおり修正しまし
た。

№65の1つ目のとおり修正しました。 №65の1つ目のとおり修正しました。

332 歴史・文化振興 ① 歴史・伝統文化 多様な主体との協創 生涯学習課 修正 文言修正しました。

① 歴史 伝統文化 更 親   持         市民 生
駒ふるさとミュージアムのボランティアスタッフやこども学芸員等に参
加してもらいます。（生涯学習課）
① 地域や事業者、神社等各団体 保管  資料 活用  広
 市民 披露    （生涯学習課）
① 生駒ふるさとミュージアムが歴史文化学習の拠点となるために、
指定管理事業 充実 図  効果的 歴史 伝統文化 保存
活用を行       。（生涯学習課）

① 歴史 伝統文化 更 親   持         市民 生
駒ふるさとミュージアムのボランティアスタッフやこども学芸員等への参
加を促します。（生涯学習課）
① 地域や事業者、神社仏閣等各団体 保管  資料 活用
  広 市民 披露    （生涯学習課）
① 生駒ふるさとミュージアムが歴史文化学習の拠点となるために、
指定管理事業 充実 図  効果的 歴史 伝統文化 保存
活用を行   。（生涯学習課）

35 ページ



№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

332 歴史・文化振興 ② 文化振興・文化
活動 現状と課題 生涯学習課 修正 文言修正しました。

生涯学習施設 行 文化芸術事業      多彩 質 高
  鑑賞型 参加型 展示型等 事業 展開  利用者 立場
 立  運営 利用者満足度 向上        
生涯学習施設 行 文化芸術事業      更  利用者満
足度 向上 市民文化活動 活性化を目指します。

生涯学習施設 行 文化芸術事業      各種団体・事業
者と連携し、多彩で質の高い、鑑賞型、参加型、展示型等の事
業 展開  利用者 立場 立  運営 利用者満足度 向上
させてきました。
生涯学習施設 行 文化芸術事業      さらなる利用者
満足度 向上 市民文化活動 活性化を図る必要があります。

66 332 歴史・文化振興 ② 文化振興・文化
活動

行政 ５年間 主 取
組

活動している方の発表の場や鑑賞の機会だけでなく、文化
活動への参加を促す機会（体験講座、教室等）の提供に
係る取組が必要。

生涯学習課 修正 文言追加しました。

②１ 指定管理者 連携   市民 文化芸術事業 鑑賞  
機会を充実します。（生涯学習課）

②１ 指定管理者 連携   市民 文化芸術事業 鑑賞及び
活動の参加を促す機会を充実します。（生涯学習課）

66 332 歴史・文化振興 ② 文化振興・文化
活動 関連する主な取組 教育指導課 修正 文言追加しました。

【文化体験授業】
①10すべての生命を尊重し、自己有用感を高めるための心の教
育を充実します。（教育指導課）

【文化体験授業】
①10すべての生命を尊重し、自己有用感と相互理解を高めるた
めの心の教育を充実します。（教育指導課）

1 411 住宅環境 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 411 住宅環境 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 411 住宅環境 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 411 住宅環境 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 関係課 修正 文言削除しました。

①７ 立地上流通困難 物件 対  対応措置（隣地住民 
の購入補助、空地の公共活用に資する場合の除却補助等）に
   検討    （住宅政策室）

①７ 立地上流通困難 物件  対応措置    検討  
  （住宅政策室）

5 411 住宅環境 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 関係課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし

た。

■行政 ５年間 主 取組
①２ 物件所有者が元気なうちから始める空き家発生予防と、空
 家    後 取 組 維持管理 両方     必要 知識
 普及啓発 行    （住宅政策室）

■具体的な事業
①２ 空き家や住まいに関するセミナー・相談会・出前講座等の開
催（住宅政策室）

■行政 ５年間 主 取組
①２ 物件所有者 身体状況 合   住宅環境 整備  空
 家 発生予防 空 家    後 取 組 維持管理   
  必要 知識 普及啓発 行    （住宅政策室 介護保
険課、地域包括ケア推進課）

■具体的な事業
①２ 空き家や住まいに関するセミナー・相談会・出前講座等の開
催（住宅政策室）
住宅改修 関  情報提供 支援（介護保険課 地域包括 
ア推進課）

6 411 住宅環境 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   関係課  意見内容 原案    反映

しています。

67 411 住宅環境 ① 住環境 現状と課題

地区計画区域にハードルが存在するという表現は、市が地区
計画制度 批判的 考       見   時代    
合        区域  住民合意   見直  必要 
いった記述に改める。

住宅政策室 修正 文言修正しました。

    本市   良好 住環境 維持      建築物 用
途制限等を地区独自で細かく制限した地区計画区域が多く存在
  住宅 地域住民 働 場所 高齢者 生活支援 場所  
住宅以外 目的 使用  場合   法制度 住民理解  
様々      存在        同時期 一斉入居  住
宅地   住           均質化  時代     合 
せて変化する柔軟性を保てなくなるおそれがあります。

    本市  地区計画制度等 利用  地域特性     
良好 住環境 維持         今後 時代     合
    住民合意   見直    考         同時期
 一斉入居  住宅地   住          均質化  時
代に応じて変化する柔軟性を保てなくなるおそれがあります。

411 住宅環境 ① 住環境 脚注 住宅政策室 修正 加筆しました。

記載なし ※1        ：中古住宅 大規模改修  現代      
   合  住             原状回復    修繕 
不具合箇所 部分的 対処           区分     
多い。

411 住宅環境 ② 住宅性能 現状と課題 建築課 修正 文言修正しました。 耐震化率 95％（現状87.6％） 耐震化率 95％（現状86.7％）

36 ページ



№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

68 411 住宅環境 ② 住宅性能 行政 ５年間 主 取
組 ②２ 住宅 利活用 必要 改修 省  改修         

アフリー改修なども対象とした取組とする。 建築課 原案どお
り

 意見内容  原案 長期優良
住宅認定制度等 含     
すので原案のままとします。

1 412 都市づくり
①
②

土地利用
拠点形成・地域
形成

現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 都市計画課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 412 都市づくり ①
②

土地利用
拠点形成・地域
形成

行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 都市計画課 修正  意見 踏  修正     

■現状と課題
   市街化区域内 農地      宅地化        位置付 
られていましたが、貴重な都市空間とし保全の重要性が高まっています。
生駒 最大 魅力   豊  自然 田園環境 減少 対  一層 
取組が必要となります。
     人口密度 低下 空 家 増加   都市     化 進
行 危惧          合理的 土地利用         推進 
てきましたが、今後は、商業･産業機能の集積･誘導の他、地域の状況に
応  適切 土地利用 必要   

■行政 5年間 主 取組
①１ 時代のニーズに即した持続可能なコンパクトなまちづくりを一層進め
    交通政策 他各分野 連携    柔軟 合理的 土地利用
を推進します。（都市計画課）
①２ 将来人口推計値やオープンデータを活用し、人口構成に適応する
細やかな都市（地域）構造について把握 行   。（都市計画課）
①３ 特定生産緑地制度 推進  都市農地 保全 進  豊かな自
然環境の形成を進めます。（都市計画課）
①４ 景観形成基本計画 基   良好 都市景観 保全 形成 進
めます。（みどり公園課）
①５ 商業･産業集積   持続的 活力  都市 形成   適切 
土地利用 誘導 図    （都市計画課）

■現状と課題
     人口密度 低下 空 家 増加   都市     化 進
行 危惧          合理的 土地利用         推進 
てきましたが、今後は、商業･産業機能の集積･誘導の他、地域の状況に
応  適切 土地利用 必要   
   市街化区域内 農地      宅地化        位置付 
られていましたが、貴重な都市空間とし保全の重要性が高まっています。
生駒 最大 魅力   豊  自然 田園環境 減少 対  一層 
取組が必要となります。

■行政 5年間 主 取組
①１ 時代のニーズに即した持続可能なコンパクトなまちづくりを一層進め
    交通政策 他各分野 連携    柔軟 合理的 土地利用
を推進します。（都市計画課）
①２ 将来人口推計値やオープンデータ※2を活用し、将来の人口構成
に適応する細やかな都市（地域）構造について分析・検討を進めます。
（都市計画課）
①３ 商業･産業集積   持続的 活力  都市 形成   適切 
土地利用 誘導 図    （都市計画課）
①４ 特定生産緑地制度※3を推進し、都市農地の保全を進め、都市と
緑・農の共生したまちづくりを推進します。（都市計画課）
①５ 景観形成基本計画 基   良好 都市景観 保全 形成 進
めます。（みどり公園課）

3 412 都市づくり

①
②

土地利用
拠点形成・地域
形成

行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 都市計画課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 412 都市づくり
①
②

土地利用
拠点形成・地域
形成

行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 都市計画課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 412 都市づくり

①
②

土地利用
拠点形成・地域
形成

行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 都市計画課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 412 都市づくり
①
②

土地利用
拠点形成・地域
形成

市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   都市計画課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

69 412 都市づくり ① 土地利用 行政 ５年間 主 取
組 ①２

人口構成に適応する細やかな都市（地域）構造の把握で
はなく、将来の人口構成に適応する細やかな都市（地域）
構造の分析、検討。

都市計画課 修正 №2（412都市づくり）のとおり修
正しました。

№2（412都市づくり）のとおり修正しました。 №2（412都市づくり）のとおり修正しました。

70 412 都市づくり ① 土地利用 行政 ５年間 主 取
組 ①３

農地は自然環境の維持に資するものの、自然環境そのもの
ではなく、生産緑地の保全により自然環境の保全に資すると
いった表現が適当。

都市計画課 修正 №2（412都市づくり）のとおり修
正しました。

№2（412都市づくり）のとおり修正しました。 №2（412都市づくり）のとおり修正しました。
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412 都市づくり ① 土地利用 脚注 都市計画課 修正 加筆しました。

記載なし ※1 オープンデータ：小分野3-1-1参照
※2 特定生産緑地制度：生産緑地法 改正    指定  
３０年 経過  生産緑地地区     引 続 固定資産税
 減免   受       １０年   指定 更新    特
定生産緑地制度  創設    

412 都市づくり ② 拠点形成・地域
形成 現状と課題 都市計画課 修正 文言修正しました。

人口 低密度化等    生活    機能等 提供 困難 
   予測        都市拠点 地域拠点 中心   魅力
あふれる都市づくりを一層進めていく必要があります。その中で、豊
  自然 良質 住環境 産業振興等、それぞれの機能のポテン
シャルが十分に発揮され、融合をしていることが重要となります。
   少子高齢化 人口減少 進行等   社会構造 変化
  市民    多様化   顕在化  地域課題等  対応
 向  市民 多様         価値観 順応   拠点
形成を推進することが必要です。

人口 低密度化等    生活    機能等 提供 困難 
   予測        都市拠点 地域拠点 中心   魅力
あふれる都市づくりを一層進めていく必要があります。その中で、豊
  自然 良質 住環境 産業等、それぞれの地域のポテンシャ
ルが十分に発揮され、融合をしていることが重要となります。
   少子高齢化 人口減少 進行等   社会構造 変化
  市民    多様化   顕在化  地域課題等  対応
 向  市民 多様         価値観 順応   拠点
形成を推進することが必要です。

71 412 都市づくり ② 拠点形成・地域
形成

行政 ５年間 主 取
組

南生駒駅周辺を地域拠点の一つとするのであるから、何らか
 記述 必要       県 施策 進行中 完了  
いないが、方針は決まっているのであるから、それを前提に検
討ができるのではないか。

都市計画課 原案どお
り

5年間 主 取組        
  魅力  拠点 形成   拠
点」には、生駒駅や東生駒駅・南
生駒駅等を含んでおり、そのうち
特 北生駒    特記    
ものです。

②１      魅力  拠点 形成 図  地域特性 活   
まちづくりを推進します。また学研北生駒駅周辺         
くり構想の実現にむけ、地権者、事業者、自治会等の関係者とま
ちづくりを進めます。（都市計画課･事業計画課）

②１      魅力  拠点 形成 図  地域特性 活   
まちづくりを推進します。特に、学研北生駒駅周辺        
づくり構想の実現にむけ、地権者、事業者、自治会等の関係者と
まちづくりを進めます。（都市計画課･事業計画課）

1 412 都市づくり ③ 学研都市 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 都市計画課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 412 都市づくり ③ 学研都市 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 都市計画課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 412 都市づくり ③ 学研都市 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 都市計画課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 412 都市づくり ③ 学研都市 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 都市計画課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 412 都市づくり ③ 学研都市 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 都市計画課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 412 都市づくり ③ 学研都市 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   都市計画課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

412 都市づくり ③ 学研都市 5年後   学研推進室 修正 文言修正しました。

③学研都市高山地区第１工区との連携を図りつつ、第２工区に
おいて新たなまちづくりに向けた取組が進められている。

③学研高山地区第１工区との連携を図りつつ、第２工区におい
て新たなまちづくりに向けた取組が進められている。

72 412 都市づくり ③ 学研都市 行政 ５年間 主 取
組 ③４ リニア誘致に向けた従来以上の取組が必要。 学研推進室 原案どお

り

本市が誘致を表明していることは
既に周知できており、引き続き既
記載の取組みを実施していくととも
に、今後もその時々に応じた効果
的な誘致活動を実施していきま
す。

73 412 都市づくり ③ 学研都市 行政 ５年間 主 取
組 ③５ 学校教育での取扱い項目ではないか。 教育指導課

秘書企画課 修正
第1工区での取組はこの小分野
で記載することとし、現状と課題を
修正しました。

このような現状を踏まえ、第１工区との連携やイノベーション創出
 基盤   施設立地 受 皿 新  雇用 創出 産業拠点
形成による持続可能な都市経営等を実現することが重要となりま
す。

     現状 踏   奈良先端科学技術大学院大学    
   第１工区  連携        創出 基盤   施設立
地の受け皿、新たな雇用の創出と産業拠点形成による持続可能
な都市経営等を実現することが重要となります。
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412 都市づくり ③ 学研都市 脚注 都市計画課 修正 加筆しました。

記載なし ※3 クラスター：けいはんな学研都市の特徴の一つで、文化学術
研究地区をクラスターと呼んでいる。もともとは「ブドウの房」という意
味であり、けいはんな学研都市には、１２の文化学術研究地区
（クラスター）がブドウの房のように分散配置されている。高山地
区も１２のクラスターの一つ。

1 421 道路 公共交通 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 421 道路 公共交通
行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 421 道路 公共交通
行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 421 道路 公共交通
行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 関係課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

■行政 ５年間 主 取組
③１ 生駒市地域公共交通活性化協議会において、地域公共
交通網形成計画を検討し策定します。（防災安全課）

■行政 ５年間 主 取組
③１ 生駒市地域公共交通活性化協議会を運営します。（防
災安全課）

5 421 道路 公共交通
行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 421 道路 公共交通
市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   関係課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■①の事業者ができること
記載なし

■①の事業者ができること
①         地元説明会 開催  関係者 理解 求  
事業を推進する。

74 421 道路 公共交通 ① 幹線道路 行政 ５年間 主 取
組

都市計画道路     自転車道 関   考      
い 事業計画課 原案どお

り
都市計画決定されていることから
幅員変更 困難   

421 道路 公共交通 ① 幹線道路 行政 ５年間 主 取
組

事業計画課
土木課 修正 文言修正しました。

①４ 国や県とも連携しつつ、学研生駒テクノエリアを中心に、企
業立地 必要 道路等公共施設 整備 進   。（事業計
画課・土木課）

①４ 国や県とも連携しつつ、学研生駒テクノエリアを中心に、企
業立地 必要 道路等      整備   。（事業計画課・
土木課）

421 道路 公共交通 ① 幹線道路 関連する主な取組 事業計画課
土木課 修正 文言修正しました。

 幹線道路 整備 
①２ 国や県とも連携しつつ、学研生駒テクノエリアを中心に、企
業立地 必要 道路等公共施設 整備 進   。（事業計
画課・土木課）

 幹線道路 整備 
①２ 国や県とも連携しつつ、学研生駒テクノエリアを中心に、企
業立地 必要 道路等      整備   。（事業計画課・
土木課）

75 421 道路 公共交通 ② 生活道路
現状と課題
行政 ５年間 主 取
組

街路樹 成長 老齢化   問題  対応 歩道     
リー化といった個別課題の記述とこれに対応した取組が必
要。

管理課 原案どお
り

通常 道路管理業務 一環  
て、個別に対応していきます。バリ
         幹線道路   
  前期計画期間 概 完了済
みです。

421 道路 公共交通 ② 生活道路 具体的な事業 管理課 修正 文言修正しました。

②１ 道路    点検 実施（管理課）
②２ 道路     長寿命化 向  補修 実施（管理課）
②３ 生活道路安全対策事業（土木課）

②１ 橋梁定期点検業務（管理課）
路面性状調査業務（管理課）
道路法面点検業務（管理課）
②２ 点検結果   作成  長寿命化修繕計画 基  計画
的な補修工事（管理課）
②３ 生活道路安全対策事業（土木課）

421 道路 公共交通 ② 生活道路 指標 管理課 修正 文言修正しました。

■グラフの値
H28 22
H29 24
■指標の説明文
橋梁長寿命化修繕計画 基   重要 橋梁47橋のうち、健
全   延 橋梁数 

■グラフの値
H28 23
H29 25
■指標の説明文
橋梁長寿命化修繕計画 基   重要 橋梁48橋のうち、健
全   延 橋梁数 
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76 421 道路 公共交通 ③ 公共交通
現状と課題
行政 ５年間 主 取
組

③６ 違法駐車 係 課題 取組 小分野1-5-1生活安全 
「①交通安全」に集約。 防災安全課 修正 小分野1-5-1生活安全の「①交

通安全」に集約します。

■現状と課題
   駅周辺 違法駐車 見受         警察等関係機
関 連携 更  啓発 実効性   対策 必要   
■行政 ５年間 主 取組
③５ 警察等関係機関 連携  駅周辺 違法駐車防止 啓
発や対策を進めます。（防災安全課）
③６ 駅周辺 違法駐車 防止    市営駐車場 利用促
進を図ります。（防災安全課）
③７ 鉄道駅のバリアフリー化を実施します。（事業計画課）
■具体的な事業
③５ 放置自転車対策事業（防災安全課）
違法駐車等防止事業（防災安全課）
③６ 市営自動車駐車場 維持管理（防災安全課）
③７ 鉄道駅バリアフリー化設備整備事業（事業計画課）

■現状と課題
削除

■行政 ５年間 主 取組
③５ 鉄道駅のバリアフリー化を実施します。（事業計画課）

■具体的な事業
③５ 鉄道駅バリアフリー化設備整備事業（事業計画課）

421 道路 公共交通 ③ 公共交通 現状と課題 防災安全課 修正 文言修正しました。

本市 公共交通 鉄道    路線網 発達  通勤 通学等
の移動手段に大きな役割を果たしています。しかし、今後、人口
減少、高齢化による公共交通ネットワークの縮小やサービス水準
 低下 懸念          市 財政負担 最大限効率的
 行  公共交通 必要   人  交通手段 確保 公共交
通 維持     利用促進等持続可能 公共交通   方 
検討することが必要です。

本市 公共交通 鉄道    路線網 発達  通勤 通学等
の移動手段に大きな役割を果たしています。しかし、今後、生産
年齢人口 減少   公共交通ネットワークが縮小し、サービス水
準 低下     懸念     一方 高齢化   公共交通
  依存度 高     予想        市の財政負担を最
大限効率的 行  公共交通 必要   人  交通手段 確
保 公共交通 維持     利用促進等持続可能 公共交
通のあり方を検討することが必要です。

421 道路 公共交通 ③ 公共交通 具体的な事業 防災安全課 修正 №4（421道路 公共交通） 
踏まえ修正しました。

③１ 生駒市地域公共交通活性化協議会の運営（防災安全
課）

③１ 地域公共交通網形成計画の検討・策定（防災安全課）

421 道路 公共交通 ③ 公共交通 指標 防災安全課 修正 修正しました。

■グラフの値
H29  104,270
H30  105,312
H31  106,365
新元号2 107,428
新元号3 108,502
新元号4 109,587
新元号5 110,682

■グラフの値
H29 104,495
H30 105,539
新元号元  106,594
新元号2 107,659
新元号3 108,735
新元号4 109,822
新元号5 110,920

1 422 上下水道 ① 上水道 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。

上下水道部
総務課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

2 422 上下水道 ① 上水道 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。

上下水道部
総務課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

3 422 上下水道 ① 上水道 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。

上下水道部
総務課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

4 422 上下水道 ① 上水道 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 

上下水道部
総務課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

5 422 上下水道 ① 上水道 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。

上下水道部
総務課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

6 422 上下水道 ① 上水道 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   

上下水道部
総務課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

422 上下水道 ① 上水道 現状と課題 上下水道部
総務課 修正 文言修正しました。

さらに、水道事業 市民生活 支  重要           
  巨大地震等 大規模災害 備  拠点施設 管路 耐震
化等の取組を進めていくことが求められています。

また、水道事業 市民生活 支  重要           
  巨大地震等 大規模災害 備  拠点施設 管路 耐震
化等の取組を進めていくことが求められています。
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422 上下水道 ① 上水道 行政 ５年間 主 取
組

上下水道部
総務課 修正 文言修正しました。

①１ 健全 効率的 事業運営 維持  安全安心 水道水 
安定供給を続けていくため、将来の経営方針や事業計画を示して
いきます。（上下水道部総務課）

①１ 健全 効率的 事業運営 維持  安全安心 水道水 
安定供給を続けていくため、将来の経営方針や事業計画を示しま
す。（上下水道部総務課）

422 上下水道 ① 上水道 行政 ５年間 主 取
組

上下水道部
総務課
工務課
浄水場

修正 文言修正しました。

①３ 県域水道一体化構想の取組について協議 行   。
（上下水道部総務課・工務課・浄水場）

①３ 県域水道一体化構想の取組について協議します。（上下
水道部総務課・工務課・浄水場）

422 上下水道 ① 上水道 行政 ５年間 主 取
組

工務課
浄水場 修正 文言修正しました。

①５ 拠点施設 老朽管 更新     施設 管路 耐震化
を進めることで、災害に強い水道の構築を図ります。（工務課・浄
水場）

①５ 拠点施設 老朽管 更新     施設 管路 耐震化
を進めることで、災害に強い水道を構築します。（工務課・浄水
場）

422 上下水道 ① 上水道 事業者ができること 上下水道部
総務課 修正 文言修正しました。

① 水道管 布設工事 効率化    削減      管工事
や舗装工事等路線や時期が重なる場合は、可能な限り水道事
業者 調整 共同施工 行  

① 水道管 布設工事 効率化    削減      管工事
や舗装工事等 路線や時期が重なる場合は、可能な限り水道
事業者 調整 共同施工 行  

422 上下水道 ① 上水道 関連する主な取組 市民活動推
進課 修正 文言修正しました。

【水道水のPR】
②５           開催   市民間交流 促進 行  
す。（市民活動推進課）

【水道水のPR】
①５ 市民等 協働   事業 支援       公共 公益 
        情報発信 行    （市民活動推進課）

1 422 上下水道 ② 下水道 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 下水道課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 422 上下水道 ② 下水道 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 下水道課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 422 上下水道 ② 下水道 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 下水道課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 422 上下水道 ② 下水道 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 下水道課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 422 上下水道 ② 下水道 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 下水道課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 422 上下水道 ② 下水道 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   下水道課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

422 上下水道 ② 下水道 行政 ５年間 主 取
組 下水道課 修正 文言修正しました。

②２ 単独処理浄化槽  合併処理浄化槽  転換 促   
 補助制度 啓発 行      浄化槽 宅地内排水設備 
適正 維持管理     啓発 行   。（下水道課）

②２ 単独処理浄化槽  合併処理浄化槽  転換 促   
 補助制度 啓発 行      浄化槽 宅地内排水設備 
適正 維持管理    啓発します。（下水道課）

422 上下水道 ② 下水道 関連する主な取組 下水道課 修正 加筆しました。

記載なし 432生活環境
【水質保全】
②２ 大気質・騒音・振動・水質等の調査結果について情報提供
 行    （環境保全課）

1 431 低炭素・循環型社会 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 関係課 修正 文言修正しました。

燃     減量化 更 推進    市民及 事業所  排
出     全体 排出量 低減 分別 徹底 進  必要が
あります。
特  燃     約4割 占  生  （食品残渣） 減量 
図る   生  処理機（    等） 普及       食品
ロスの低減を図るため、フードドライブ※1等の活動を浸透させま
す。
廃棄物処理施設      適正管理 実施    施設 見
直  行 廃棄物      利活用 図 必要      

燃     減量化    推進     市民及 事業所  
排出     全体 排出量 低減 分別 徹底 進  必要
があり、特に、燃えるごみの約4割を占める生ごみ（食品残渣）の
減量 図 必要      
   廃棄物処理施設      適正管理 実施    施設
 見直  行 廃棄物      利活用 図 必要    
す。

2 431 低炭素・循環型社会
行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 431 低炭素・循環型社会
行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 関係課 修正 加筆しました。

■行政 ５年間 主 取組
①10清掃     延命化    廃棄物      利活用 
図ります。（環境保全課）
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4 431 低炭素・循環型社会
行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 431 低炭素・循環型社会
行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 431 低炭素・循環型社会
市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

77 431 低炭素・循環型社会 ① ５Ｒ 行政 ５年間 主 取
組

清掃     炉 更新     今後５年間 事業化 
る予定があることから記載が必要。 環境保全課 修正 加筆しました。

■行政 ５年間 主 取組
記載なし

■行政 ５年間 主 取組
①10清掃     延命化    廃棄物      利活用 
図ります。（環境保全課）

78 431 低炭素・循環型社会 ① ５Ｒ 行政 ５年間 主 取
組 ①９   減量化 推進 係 市民 取組 対  支援等 環

境対策の取組を明記。 環境保全課 修正 修正しました。
①９   処理手数料収入   処理量 減少      削減
分について、環境対策等に活用します。（環境保全課）

①９ 市民等 行 燃    減量    取組 支援    
（環境保全課）

79 431 低炭素・循環型社会 ① ５Ｒ 行政 ５年間 主 取
組 ①９ 税の基本から、収入・削減分の使途を限定するかのごとき記

述はするべきでない。 環境保全課 修正 №78のとおり
№78のとおり №78のとおり

79 431 低炭素・循環型社会 ① ５Ｒ 行政 ５年間 主 取
組 ①９ 今後取 組 施策 記載   良  財源 話 不要 環境保全課 修正 №78のとおり

№78のとおり №78のとおり

431 低炭素・循環型社会 ① ５Ｒ 具体的な事業 ①３ 環境保全課 修正 加筆修正しました。

①１ 市民 事業者 行政   5R 普及方法 検討（環境保
全課）
①２ 市民 事業者 行政   自治会等 懇談会の実施（環
境保全課）
①３ ごみ収集体験学習、一日環境教室及び清掃センター社会
見学受 入 実施（環境保全課）
①４      21 分別  生   受 入  行       
を実施（環境保全課）
①５ キエーロ製作講座等（環境保全課）
①６ フードドライブの実施（環境モデル都市推進課、環境保全
課）
①７ 行政 事業者 連携して食品ロス低減について啓発等を実
施（環境モデル都市推進課、環境保全課）
①８ 環境       等        減量化促進啓発を実
施（環境保全課）
①９ 生  処理機 容器購入補助 集団資源回収補助等環
境関連施策に活用（環境保全課）

①１ 市民 事業者 行政   5R 普及方法 検討（環境保
全課）
①２ 市民 事業者 行政   自治会等 懇談会（環境保全
課）
①３ ごみ収集体験学習、一日環境教室及び清掃センター社会
見学受け入れ（環境保全課）
①４ 事業系生        21      処理（環境保全
課）
①５ キエーロ製作講座等（環境保全課）
①６ フードドライブ（環境モデル都市推進課・環境保全課）
①７ 行政 事業者 連携した食品ロス低減についての啓発等
（環境モデル都市推進課・環境保全課）
①８ 環境フェスティバル等イベントでの   減量化促進啓発
（環境保全課）
①９ 生  処理機 容器購入補助 集団資源回収補助等
（環境保全課）
①10清掃     基幹的設備改良事業（環境保全課）

431 低炭素・循環型社会 ① ５Ｒ 指標 環境保全課 修正 文言修正しました。

■指標名
①家庭系燃      年間排出量（g）
■指標の説明文
家庭系燃     年間排出量 食品残渣、紙類、容器包装プ
ラの資源化について啓発活動を通じてリサイクルを図り、燃えるごみ
 減量化 目指    （環境保全課）

■指標名
①１人１日当   燃    排出量（g）
■指標の説明文
1人 1日当   出 家庭系燃     排出量 食品残渣、
紙類、容器包装プラの資源化について啓発活動を通じてリサイク
  図  燃     減量化 目指    （環境保全課）

431 低炭素・循環型社会 ① ５Ｒ 脚注 環境保全課 修正 加筆しました。

※1 フードドライブ：家庭で余っている食品を持ち寄り、フードバン
クを通じて、それを必要としている福祉施設や団体へ寄付をする活
動。

※1 フードドライブ：家庭で余っている食品を持ち寄り、フードバン
クを通じて、それを必要としている福祉施設や団体へ寄付をする活
動。
※2 食品ロス：まだ食べられる食品がごみとなって排出されるこ
と。
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80 431 低炭素・循環型社会 ② 再エネ 現状と課題       事業 中核 担   不要 環境モデル都
市推進課 修正 文言修正しました。

市民共同発電所 設立  市民  協働 公共施設 家庭 
の太陽光発電導入を積極的に推進したことで、市域での太陽光
発電等の普及を着実に進めるとともに、エネルギー事業の中核を
担 地域新電力会社    市民   株式会社  設立   
た。

市民共同発電所 設立等市民  協働 公共施設 家庭  
太陽光発電導入を積極的に推進したことで、市域での太陽光発
電等の普及を着実に進めるとともに、事業者 市民団体  共同
出資による地域新電力会社    市民   株式会社  設立
しました。

81 431 低炭素・循環型社会 ② 再エネ 行政 ５年間 主 取
組 ②２

エネルギーの地産地消は市内で生産されるエネルギーの拡大
   推進        生産能力 低    市民   
 核    得      市民    核     不要 

環境モデル都
市推進課

原案どお
り

今後    市民    市域 
FIT切 電源  地産電源 獲
得し、市内に供給する地産地消
を推進するため、原案どおりとしま
す。

431 低炭素・循環型社会 ③ 省  指標 環境モデル都
市推進課 修正 文言修正しました。

■指標名
② 市内  再     発電容量（kW）

■指標名
② 再     発電容量（kW）

431 低炭素・循環型社会 ② 再エネ 脚注 環境モデル都
市推進課 修正 加筆しました。

※2 再  ：再生可能      略 石油 石炭等 化石 
      違  太陽光 水力 風力等自然界  半永久的
 得   継続  利用         

※3 再  ：再生可能      略 石油 石炭等 化石 
      違  太陽光 水力 風力等自然界  半永久的
 得   継続  利用         
※4 固定価格買取制度：再生可能      発電  電気
  電力会社 一定価格 一定期間買 取    国 約束 
 制度（FIT ：Feed-in Tari ） 

82 431 低炭素・循環型社会 ③ 省  行政 ５年間 主 取
組

電気自動車 充電施設等       少 考   良  
ではないか。

環境モデル都
市推進課

原案どお
り

電気自動車 原案  環境  
さしい交通」に含まれているため、
原案どおりとします。

83 431 低炭素・循環型社会 ③ 省  行政 ５年間 主 取
組 ③１ 住宅 省  改修補助 実施    建築課 関係主体 

する。 建築課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

■具体的な事業
③１ 住宅  省  関連設備導入  支援（環境   都市
推進課）

■具体的な事業
③１ 住宅  省  関連設備導入等への支援（環境モデル都
市推進課・建築課）

431 低炭素・循環型社会 ③ 省  多様な主体との協創 環境モデル都
市推進課 修正 文言修正しました。

③ 市民目線  効果的 啓発 実施      市民 連携 
た啓発活動や情報発信を進める。（環境モデル都市推進課）

③ 環境に配慮したライフスタイルの効果的な普及のために、市民 
連携した啓発活動や情報発信を進めます。（環境モデル都市推
進課）

1 432 生活環境 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 432 生活環境 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 432 生活環境 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 432 生活環境 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 432 生活環境 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 432 生活環境 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

84 432 生活環境 施策の大綱 基本計画の第５章施策の大綱に生活環境に係る方針の記
載が必要。 秘書企画課 修正 加筆しました。

また、安全で快適な生活環境を確保するため、地域の状況に応じ
た美化や公害対策の推進を図ります。
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85 432 生活環境 ① 地域美化・環境
衛生 現状と課題 地域 美化 火葬場 改修 管理 結果 定住意向  因

果関係 不明 環境保全課 修正 文言修正しました。

         条例 基  環境美化推進員    駅前 
      作戦    捨 禁止 啓発活動 行       
  安全 快適 生活環境 確保 目的  歩    及 路
上喫煙 防止 関  条例 施行        等   公害
対策についても、飼い方のルールやマナーなどについて啓発・情報
提供を行  市営火葬場      定期的 点検 改修工事
等 行  適切 管理 努      
  結果 市民満足度調査（平成29年度）   市内  定
住意向者 住 続   理由   自然環境 豊       閑
静 住宅地     5割 上回      
引き続き、たばこの吸い殻や空き缶等のポイ捨てなどのマナー違反
をなくすとともに、地域での美化活動を充実するなど、まちをきれい
   意識 更  向上  市内全域 公共 場所  歩  
ばこが禁止であることを継続的に周知することが求められています。
また、飼い主のいない猫によるトラブルが増えていることに対する対
応や、市営火葬場 今後 適正 運営 維持管理     不
法投棄      効果的 啓発 行    求        

         条例 基  環境美化推進員    駅前 
      作戦等  捨 禁止 啓発活動 行         
安全 快適 生活環境 確保 目的  歩    及 路上喫
煙 防止 関  条例 施行        等   公害対策
についても、飼い方のルールやマナー等について啓発・情報提供を
行       
引き続き、たばこの吸い殻や空き缶等のポイ捨て等のマナー違反を
なくすとともに、地域での美化活動を充実する等、まちをきれいにす
 意識 更  向上  市内全域 公共 場所  歩    
が禁止であることを継続的に周知することが求められています。
また、飼い主のいない猫によるトラブルが増えていることに対する対
応や繁殖制限 必要性 啓発 不法投棄       効果的
な啓発が求められています。
市営火葬場      今後 適正 運営 維持管理     
求められています。

85 432 生活環境 ① 地域美化・環境
衛生 現状と課題

「その結果」の前と「自然環境が豊かである」に整合性がなく、
   閑静 住宅地      市民 意識     結果 
 前 取組      不明      段落 削除   
である。

環境保全課 修正 №85の1つ目のとおり修正しまし
た。

№85の1つ目のとおり修正しました。 №85の1つ目のとおり修正しました。

86 432 生活環境 ① 地域美化・環境
衛生 現状と課題 火葬場 適正 管理 地域  対策 不法投棄対策  

分けて記載する。 環境保全課 修正 №85の1つ目のとおり修正しまし
た。

№85の1つ目のとおり修正しました。 №85の1つ目のとおり修正しました。

87 432 生活環境 ① 地域美化・環境
衛生 現状と課題

（現行）   飼 主    猫        増    
ことに対する対応や、
（変更案）   飼 主    猫        増   
ることに対する対応や繁殖制限の必要性の啓発。

環境保全課 修正 №85の1つ目のとおり修正しまし
た。

№85の1つ目のとおり修正しました。 №85の1つ目のとおり修正しました。

88 432 生活環境 ① 地域美化・環境
衛生

行政 ５年間 主 取
組 ①４

（現行）飼 主    猫   生活環境 著  損  
れている地域が、飼い主のいない猫を減らすために取り組む
活動を支援します。
（変更案）飼 主    猫   生活環境 著  損 
われている地域が、飼い主のいない猫を減らすために取り組
む活動（地域ねこ活動など）を支援します。

環境保全課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

①４ 飼い主のいない猫により生活環境が著しく損なわれている地
域が、飼い主のいない猫を減らすために取り組む活動を支援しま
す。（環境保全課）

①４ 飼い主のいない猫により生活環境が著しく損なわれている地
域が、飼い主のいない猫を減らすために取り組む活動（地域ねこ
活動等）を支援します。（環境保全課）

89 432 生活環境 ① 地域美化・環境
衛生

行政 ５年間 主 取
組 ①６

（現行）①６市営火葬場 適正 運営 維持管理 行
います。
（変更案）①６高齢化率 上昇 伴 需要増 対応  
市営火葬場 適正 運営 維持管理 行    

環境保全課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

①６ 市営火葬場 適正 運営 維持管理 行    （環境
保全課）

①６ 高齢化率 上昇 伴 需要増 対応  市営火葬場の適
正 運営 維持管理 行    （環境保全課）

90 432 生活環境 ② 都市生活型公
害対策

行政 ５年間 主 取
組 ②４

都市生活型公害への対応策を明記。②４がこれに当たる場
合は、「都市生活型公害の未然防止のため」と表現を改める
べき。

環境保全課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。
②４ 公害の未然防止のため、指導など監視体制を強化するとと
もに公害発生時の迅速な対応に努めます。（環境保全課）

②４ 都市生活型を含む公害の未然防止のため、指導等監視体
制を強化するとともに公害発生時の迅速な対応に努めます。（環
境保全課）

432 生活環境 ② 都市生活型公
害対策 脚注 環境保全課 修正 加筆しました。

※1 都市生活型公害：都市特有 公害現象  自動車 排
     大気汚染 自動車  他 交通機関 建設工事 近
隣    発生  騒音 生活排水等   河川 汚濁  都
市 生活行動 産業活動 環境 過度 負荷         
て発生する公害のこと。
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1 441 緑環境･公園 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 みどり公園課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 441 緑環境･公園 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 みどり公園課 修正 №92に伴い修正しました。

■行政 ５年間 主 取組
①３ 里山 維持 保全 整備及 活用    里山整備活動
 行 NPO等の団体を支援します。（みどり公園課）
①４ 緑化活動 行 市民        活動 支援    
（   公園課 花           農林課）
①５ 荒廃  竹林 整備        良質 竹      育
 環境 整    （農林課）
①６ 市民 身近 自然的資源         矢田丘陵遊歩
道やハイキングコース等をPRします。（みどり公園課・商工観光
課）

■行政 ５年間 主 取組
①４ 里山 維持 保全 整備及 活用    里山整備活動
 行 市民団体等を支援します。（みどり公園課）
①５ 緑化活動 行 市民        活動 支援    
（   公園課 花           農林課）
①６ 荒廃  竹林 整備        良質 竹      育
 環境 整    （農林課）
①７ 市民 身近 自然的資源         矢田丘陵遊歩
道やハイキングコース等をPRします。（みどり公園課・商工観光
課）

3 441 緑環境･公園 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 みどり公園課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 441 緑環境･公園 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 みどり公園課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 441 緑環境･公園 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 みどり公園課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 441 緑環境･公園 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   みどり公園課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

441 緑環境･公園 ① 緑の保全 現状と課題 みどり公園課 修正 加筆しました。

本市 山並  緑      法的 規制   緑 量的 保
全だけでなく、質的な面からも環境の保全、活用を図る必要があり
ます。

本市 山並  緑      法的 規制   緑 量的 保
全だけでなく、生物の多様性等、質的な面からも環境の保全、活
用を図る必要があります。

91 441 緑環境･公園 ① 緑の保全 現状と課題
緑 保全  特   前後 論理的整合性     特   
 削除  段落 変      特          変   
りすべきである。

みどり公園課 修正 文言修正しました。

特に、住宅地開発等   市街化区域内 緑 減少     
中  保護樹木等 指定 樹林地    創設 市民 森事業
 実施        今後    樹林 保全 活用 施策 検
討する必要があります。

また、住宅地開発等   市街化区域内 緑 減少     中
  保護樹木等 指定 樹林地    創設 市民 森事業 
実施        今後    樹林 保全 活用 施策 検
討する必要があります。

441 緑環境･公園 ① 緑の保全 現状と課題 みどり公園課 修正 文言修正しました。

里山      県 補助金 活用         団体 協働
  計画的 保全活動 行      今後 森林環境税の活
用 視野 入  里山 保全 図 必要      

里山      県 補助金 活用         団体 協働
  計画的 保全活動 行      今後 森林環境譲与税
（仮称） 活用 視野 入  里山 保全 図 必要    
す。

441 緑環境･公園 ① 緑の保全 行政 ５年間 主 取
組 みどり公園課 修正 文言修正しました。

①１ 景観法 規定 基   景観行政団体     市民 事
業者等と共に、緑豊かな自然環境と調和する景観の保全・創出
を図ります。（みどり公園課）

①１ 景観法 規定 基   景観行政団体     市民 事
業者等と共に、緑豊かな自然環境と調和する景観を保全・創出
します。（みどり公園課）

92 441 緑環境･公園 ① 緑の保全 行政 ５年間 主 取
組

市民 森事業 保護樹木等 指定 樹林地   等 既
存施策の実施を記載。 みどり公園課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

記載なし ①３ 樹林地等 活用 保全 向  取組 市民団体等 協働
で進めます。（みどり公園課）

441 緑環境･公園 ① 緑の保全 具体的な事業 みどり公園課 修正 №2（441緑環境・公園）に伴
い修正しました。

■具体的な事業
①３ 地域 育 里山   事業（   公園課）
①４ 地域 育 里山   事業（   公園課）
竹林       育成（農林課）
①５ 竹林整備事業（農林課）
①６ ハイキングマップのPR（みどり公園課・商工観光課）

■具体的な事業
①３ 市民 森事業等（   公園課）
①４ 地域 育 里山   事業（   公園課）
①５ 地域 育 里山   事業（   公園課）
竹林       育成（農林課）
①６ 竹林整備事業（農林課）
①７ ハイキングマップのPR（みどり公園課・商工観光課）
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441 緑環境･公園 ② 緑の創造 関連する主な取組 都市計画課 修正 文言修正しました。

 良好 都市環境 形成 
①３ 特定生産緑地制度 推進  都市農地 保全 進  豊
かな自然環境の形成を進めます。（都市計画課）

 良好 都市環境 形成 
①４ 特定生産緑地制度※1を推進し、都市農地の保全を進
め、都市と緑・農の共生したまちづくりを推進します。（都市計画
課）

441 緑環境･公園 ② 緑の創造 脚注 みどり公園課 修正 加筆しました。
記載なし ※1 特定生産緑地制度：小分野№4-1-2参照

441 緑環境･公園 ② 緑の創造 関連する主な分野別計
画

環境モデル都
市推進課 修正 加筆しました。

生駒市景観計画・生駒市景観形成基本計画・生駒市緑の基本
計画

生駒市景観計画・生駒市景観形成基本計画・生駒市緑の基本
計画・生駒市環境基本計画

441 緑環境･公園 ③ 公園整備 現状と課題 みどり公園課 修正 文言修正及 段落構成 変更 
ました。

     人口増加等 背景   緑          量 整
備に取り組み、市内の都市公園等は366箇所、総面積156haと
   適正配置   課題       量的  充足     
ます。
      社会 成熟化 市民 価値観 多様化等 背景 
  都市    地域    市民     緑         
が持つ多機能性を引き出す取組が必要と考えています。
一方 維持管理 遊具等 施設 老朽化  対応 課題 
  本市  公園 愛着 持  利用         地元 公
園等 自治会 維持管理     推進          遊具
等     日常点検 加   少   長 安全 利用    
だくため計画的な整備を進めてきました。
今後は、公園が地域のコミュニティ形成の場となり、公園をうまく活
用する仕組みづくり等をさらに進めるが必要があります。

     人口増加等 背景   緑          量 整
備に取り組み、市内の都市公園等は366箇所、総面積156haと
   適正配置等 課題       量的  充足      
す。
一方 維持管理 遊具等 施設 老朽化  対応 課題 
  本市  公園 愛着 持  利用         地元 公
園等 自治会 維持管理     推進          遊具
等     日常点検 加   少   長 安全 利用    
だくため計画的な整備を進めてきました。
      社会 成熟化 市民 価値観 多様化等 背景 
  都市    地域    市民     緑         
が持つ多機能性を引き出す取組が必要と考えています。
今後は、公園が地域のコミュニティ形成の場となり、公園をうまく活
用する仕組みづくり等をさらに進める必要があります。

93 441 緑環境･公園 ③ 公園整備 行政 ５年間 主 取
組

「地域のニーズにあった」と言うのであれば、超高齢社会に対
応し、高齢者のニーズを充分に取り入れた公園整備を位置
付けるべきである。

みどり公園課 原案どお
り

③２で高齢者のニーズを含めた
地域のニーズとしているため原案の
ままとします。

94 441 緑環境･公園 ③ 公園整備 行政 ５年間 主 取
組 ③４ 公園の活性化の対象は生駒山麓公園だけではない。 みどり公園課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

③２ 地域のニーズにあった公園の再整備 利用 促進 市民 
の協働で実施します。（みどり公園課）

③２ 地域のニーズにあった公園の再整備 活性化 利用の促進
 市民  協働 実施    （   公園課）

441 緑環境･公園 ③ 公園整備 関連する主な取組 市民活動推
進課 修正 文言修正しました。

 地域住民   公園    推進 
②２ 地域コミュニティの中核である自治会に対し、その活動に対
  支援 行    （市民活動推進課）

 地域住民   公園    推進 
②２ 地域コミュニティの中核である自治会の活動を支援します。
（市民活動推進課）

1 511 都市活力創造 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 511 都市活力創造
行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 511 都市活力創造
行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 511 都市活力創造
行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 511 都市活力創造
行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。
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6 511 都市活力創造
市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   

    魅力
創造課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■② 市民      
記載なし

■② 市民      
② 新  公共    一翼 担 認識             
事業者 行政 伝   

95 511 都市活力創造 ① 都市ブランド形成 現状と課題 「ステークホルダー」の説明を欄外に書くこと。     魅力
創造課

原案どお
り

現状と課題から「ステークホル
ダー」を削除しました。

511 都市活力創造 ① 都市ブランド形成 現状と課題     魅力
創造課 修正 文言修正しました。

人口減少と急速な人口構造の変化を踏まえ、地域活力    
維持していくかが本市にとって大きな課題となっています。
今までのように大型開発でまちを拡大させたり、交通アクセス・自然
環境 行政     充実 PRしたりするだけでは他市との差別
化 不可能        分野      地域 担 手 高齢
化や減少は喫緊の課題です。
これを克服するには、シビックプライド※1を高めながら、市民   
    活動         ※2    都市活力（地域参画
総量） 向上      必要   これまで事業ターゲットを未
認知層・認知層・興味関心層・比較検討層・転入/定住者層・
当事者/    ６層 分類  戦略的 取組 進  結果 新
  魅力    既存事業  見      市民層 参画 誘
起しており、担い手の掘り起しにも寄与してきました。
今後も地域に想いを寄せる人たちへの意志や活動を編集・発信す
る取組を、庁内各課はもちろんのこと各ステークホルダーと共有しな
がら推進し、「深い共感」「主体としての参画」「内外への推奨」へと
つなげ、都市ブランドの構築を目指します。

人口減少と急速な人口構造の変化の中 地域活力    維
持していくかは本市にとって大きな課題となっています。
地域活力 維持             宅地開発 交通  
   自然環境 行政     充実 PR  転入促進策   
人口減少 抑制      不十分   今後         
※1 高     地域 参画    地域 推奨     市民
一人    熱意 意欲 高        地域全体 活力 維
持していくことが重要となります。
これまで事業ターゲットを未認知層・認知層・興味関心層・比較
検討層 転入/定住者層 当事者/    ６層 分類  戦略
的 取組 進  結果 新  魅力    既存事業  見  
    市民層 参画 誘起     担 手 掘 起   寄与
してきました。
今後も地域に想いを寄せる人たちの意志や活動を編集・発信する
取組を、庁内各課はもちろんのこと市民 企業 団体 学校  
 利害関係者と共有しながら推進し、「深い共感」「主体としての
参画」「内外への推奨」へとつなげ、まちの新たな価値を都市ブラン
ドとして構築することで人口減少の抑制に取り組むことが必要で
す。

96 511 都市活力創造 ① 都市ブランド形成 行政 ５年間 主 取
組 ①３

共有すべきビジョンの設定が必要。総合計画の都市の将来
像は都市ブランド構築に向けたビジョンとして認知され得るか
疑問。

    魅力
創造課

原案どお
り

総合計画の都市の将来像は各
課の施策展開も踏まえ審議され
たものであるため、これと別に都市
ブランドのビジョンづくりは計画して
いません。

511 ① 都市ブランド形成 行政 ５年間 主 取
組 ①３     魅力

創造課 修正 文言修正しました。
①４ 構築された都市ブランドを市内外に発信したり、体感したり
する場をつくることで生駒市の都市イメージを形成します。（いこま
 魅力創造課）

①４ 都市ブランド構築にあたって、まちの新たな価値を市内外に
発信したり、体感したりする場をつくることで生駒市の都市イメージ
 形成    （    魅力創造課）

511 都市活力創造 脚注     魅力
創造課 修正

「ソフトインフラ」を削除し、「イン
ターナルコミュニケーション」を追加
しました。

※2 ソフトインフラ：仕組み、シビックプライド、社会関係資本など
 無形        建物 道路 水道             
にまちを構成する重要な要素であり、まちで生活する人と人、人と
まちとの関係で生まれる雰囲気や活動等も含まれる。

※2 インターナルコミュニケーション：職場の連帯感と相互の信
頼、ビジョンの浸透、組織活性化等を目的とした組織内コミュニ
ケーションのこと。

511 都市活力創造 ② 公民連携 現状と課題     魅力
創造課 修正 文言修正しました。

今後ますます多様化・複雑化する公共サービスへのニーズに対応
するには、公民連携（民間  協働   公共    価値 最
大化）の積極的な活用による多様な主体の参画が重要になって
きます。
公民連携（Public Private Partnership）活用    基本
方針 判断基準 統一     庁内 効率的 推進    
 枠組      都市活力 創造       を目指します。

今後ますます多様化・複雑化する公共サービスへのニーズに対応
するには、民間  協働      質 高 公共     創出
 目的   公民連携の積極的な活用による多様な主体の参画
が重要となってきます。
公民連携（Public Private Partnership）活用    基本
方針や判断基準を統一し、これを庁内で効率的 推進    
 枠組      都市活力 創造       が必要です。
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97 511 都市活力創造 ② 公民連携 行政 ５年間 主 取
組

公民連携事業   公共調達 際  公平性 担保   
よう契約に係る手続やルールを明確化する取組が必要。
（具体的な事業にガイドライン策定等が挙げられているがこ
れにつながる取組がない）

    魅力
創造課 修正 文言修正しました。

②１ 公民連携提案窓口 設置します （    魅力創造
課）

②１ 公民連携提案窓口 設置するとともに、運用ルールを整備
します （    魅力創造課）

511 都市活力創造 ② 公民連携 具体的な事業     魅力
創造課 修正 文言修正しました。

②１ 公民連携 向  基本方針        策定、提案窓
口 連携判断機能 設置 運用（    魅力創造課）
②２ 公民連携 向         、提案窓口認知のための広
報、連携促進        開催（    魅力創造課）
公民連携 推進 必要      知識 技術習得    事
例研究 庁内人材 育成（    魅力創造課）

②１ 公民連携 向  基本方針        策定（    
魅力創造課）
提案窓口・連携判断機能の設置・運用（    魅力創造
課）
②２ 公民連携 向         （    魅力創造課）
提案窓口認知のための広報（    魅力創造課）
連携促進のためのイベント開催（    魅力創造課）
公民連携 推進 必要      知識 技術習得    事
例研究 庁内人材 育成（    魅力創造課）

1 521 商工観光 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 521 商工観光 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 関係課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし

た。

■行政 ５年間 主 取組
②４ 多様 働 方 啓発 施設 設備 利用促進 行    
（商工観光課）
②５ 生駒市の子育 女性  就業支援 行    （商工観
光課）

■行政 ５年間 主 取組
②４ 生駒市の子育 女性 高齢者等多様 人材  就業支
援 行    （商工観光課）
②５ 多様 働 方 啓発 施設 設備 利用促進 行    
（商工観光課）

3 521 商工観光 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 521 商工観光 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 521 商工観光 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 521 商工観光 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

98 521 商工観光 ① 企業立地 現状と課題 ①５（人材確保の取組）の根拠となる現状、課題を記
載。 商工観光課 修正 人材確保については②商工業に

集約して記載することとしました。

■行政 5年間 主 取組
①５ 市内企業との連携により、市内の就職情報を提供できる環
境 整備及 情報 提供 周知 行    （商工観光課）
■具体的な事業
①５ ふるさとハローワークにおける求人情報の提供や職業相談の
実施（商工観光課）

■行政 5年間 主 取組
②６ 市内企業との連携により、市内の就職情報を提供できる環
境 整備及 情報 提供 周知 行    （商工観光課）
■具体的な事業
②６ ふるさとハローワークにおける求人情報の提供や職業相談の
実施（商工観光課）

521 ① 企業立地 ５年後   商工観光課 修正 文言修正しました。

①準工業地域において 自然環境 調和  良好 工業団地 
形成 行     中 製造業 中心   企業立地 進   
る。

①学研生駒テクノエリア等において 自然環境 調和  良好 
工業団地 形成 行     中 製造業 中心   企業立
地が進んでいる。

521 商工観光 ① 企業立地 行政 ５年間 主 取
組 商工観光課 修正 文言修正しました。

①２ 国や県とも連携しつつ、学研生駒テクノエリアを中心に、企
業立地 必要 道路等公共施設 整備 進   。（事業計
画課・土木課）

①２ 国や県とも連携しつつ、学研生駒テクノエリアを中心に、企
業立地 必要 道路等      整備   。（事業計画課・
土木課）
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99 521 商工観光 ② 商工業
現状と課題
行政 ５年間 主 取
組

子育 女性 雇用      基本計画 第５章施策 大
綱 挙      高齢者 若者等 雇用 関  課題 
取組が必要。

商工観光課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし
た。

■現状と課題
今後、市内企業の安定的な経済活動を支援するため、新たな販
路 拡大 支援 創業者支援     開催 女性  就業支
援、働き方改革の一つであるサテライトオフィスの推進等に取り組
む必要があります。
■行政 5年間 主 取組
②５ 生駒市 子育 女性  就業支援 行    （商工観
光課）

■現状と課題
今後、市内企業の安定的な経済活動を支援するため、新たな販
路 拡大 支援 経営の安定化の支援、創業者支援セミナーの
開催、就業意欲のある人への支援、働き方改革の一つであるサテ
ライトオフィスの推進、多様な人材の雇用確保等に取り組む必要
があります。
■行政 5年間 主 取組
②４ 生駒市 子育 女性 高齢者等多様な人材への就業支
援 行    （商工観光課）

100 521 商工観光 ② 商工業 現状と課題 人材確保について、課題と取組が必要。 商工観光課 修正 №99のとおり修正しました。
№99のとおり修正しました。 №99のとおり修正しました。

101 521 商工観光 ② 商工業 行政 ５年間 主 取
組 ②１

販路 拡大      市内事業者 第二創業等 支援 
    産学連携 異業種間交流 研究開発 情報提
供 資金提供   取組 必要 

商工観光課 原案どお
り

ご指摘の内容に関しても一部、市
が取り組む必要があると思われま
すが、市が実施する具体的な事
業としての掲載は控えます。
（第二創業や研究開発に関して
は、市で実施できる分野でなく、
専門 機関 繋    大切  
考      異業種間交流  
いては、大きく予算をとることなく実
施中です。情報提供に関しては、
必須事項      認識   
るので、現状・課題には記載済み
です。具体的事業としては、改め
  掲載      資金提供 
ついては、融資で実施済みで
す。）

521 商工観光 ② 商工業 具体的な事業 商工観光課 修正 №2（521商工観光）に伴い修
正しました。

■具体的な事業
②４ 働き方啓発イベントやセミナーの開催（商工観光課）
②５ 就労セミナーの開催（商工観光課）

■具体的な事業
②４ 就労セミナーの開催（商工観光課）
②５ 働き方啓発イベントやセミナーの開催（商工観光課）

102 521 商工観光 ③ 観光 交流 細分野名 記載内容 観光 係 事項         交流 不要 商工観光課 修正
観光 交流 観光

1 531 農業 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 農林課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。
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2 531 農業 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 農林課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

■行政 ５年間 主 取組
①１ 新規就農者を支援するため、農地の斡旋、農地情報の提
供 営農相談 設備投資支援 行    （農林課 農業委員
会事務局）
①２ 農業と福祉の連携に取り組み、地域農業の活性化と障がい
者 就労支援 行    （農林課 障  福祉課）
①３ 農業基盤の整備や農地の保全等を図るため、ため池や農
道 水路等 農業用施設 改修支援 行    （農林課）
①４ 有害鳥獣被害対策として、防護柵や捕獲檻の設置、狩猟
免許取得時 要  費用 支援 行    （農林課）
①５ 獣害や遊休農地の増加など、地域農業の課題を解決する
   地域 農業者等 話 合  場      （農林課 農
業委員会事務局）
①６ 農地の保全・農業の振興のため、農業振興地域の編入も
視野 入  農業者 関係機関等 協議 進    （農林
課）

■具体的な事業
①１ 新規就農者支援事業（農林課 農業委員会事務局）
①２ 農 福連携事業（農林課 障  福祉課）
①３ 土地改良事業（農林課）
①４ 有害鳥獣被害防止対策事業（農林課）
①５ 地域農業 課題解決    場   （農林課 農業委員
会事務局）
①６ 農業    推進懇話会（農林課）

■行政 ５年間 主 取組
①１ 農業基盤の整備や農地の保全等を図るため、ため池や農
道 水路等 農業用施設 改修 支援    （農林課）
①２ 新規就農者を支援するため、農地の斡旋、農地情報の提
供 営農相談 設備投資支援 行    （農林課 農業委員
会事務局）
①３ 有害鳥獣被害対策として、防護柵や捕獲檻の設置、狩猟
免許取得時 要  費用 支援    （農林課）
①４ 獣害や遊休農地の増加等、地域農業の課題を解決するた
  地域 農業者等 話 合  場      （農林課 農業
委員会事務局）
①５ 農業と福祉の連携に取り組み、地域農業の活性化と障がい
者 就労 支援    （農林課 障  福祉課）
①６ 農地の保全・農業の振興のため、農業振興地域の編入も
視野 入  農業者 関係機関等 協議 進    （農林
課）

■具体的な事業
①１ 土地改良事業（農林課）
①２ 新規就農者支援事業（農林課 農業委員会事務局）
①３ 有害鳥獣被害防止対策事業（農林課）
①４ 地域農業 課題解決    場   （農林課 農業委員
会事務局）
①５ 農 福連携事業（農林課 障  福祉課）
①６ 農業    推進懇話会（農林課）

3 531 農業 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 農林課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 531 農業 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 農林課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 531 農業 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 農林課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 531 農業 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   農林課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

531 農業 ① 農地保全 行政 ５年間 主 取
組 農林課 修正 文言修正しました。

①２ 農業と福祉の連携に取り組み、地域農業の活性化と障がい
者の就労支援 行    （農林課 障  福祉課）
①３ 農業基盤の整備や農地の保全等を図るため、ため池や農
道 水路等 農業用施設 改修支援 行    （農林課）
①４ 有害鳥獣被害対策として、防護柵や捕獲檻の設置、狩猟
免許取得時に要する費用 支援 行    （農林課）

①５ 農業と福祉の連携に取り組み、地域農業の活性化と障がい
者の就労を支援します （農林課 障  福祉課）
①１ 農業基盤の整備や農地の保全等を図るため、ため池や農
道 水路等 農業用施設 改修を支援します （農林課）
①３ 有害鳥獣被害対策として、防護柵や捕獲檻の設置、狩猟
免許取得時に要する費用を支援します （農林課）

531 農業 ① 農地保全 多様な主体との協創 農林課 修正 文言修正しました。

① 農業施策 進     農業者等  意見等 求  農業 
   推進懇話会 開催    （農林課）
① 課題解決のため、地域の農業者等と協創します （農林課 
農業委員会事務局）
① 障がい者向け農作業体験を福祉事業所と協創します。（農
林課 障  福祉課）
① 農業 関       共有     民間 大学等 協創し
ます （農林課）

① 農業施策 進     農業者等  意見等 求  農業 
   推進懇話会 開催    （農林課）
① 地域農業の課題解決のため、農業者等と協働で取り組みま
す （農林課 農業委員会事務局）
① 障がい者向け農作業体験を福祉事業所と進めます （農林
課・障がい福祉課）
① 農業 関       共有     民間 大学等 協議を
進めます （農林課）
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103 531 農業 ① 農地保全 行政 ５年間 主 取
組

③１
③２

農業振興 向  販路拡大 6次産業化等 取組 必
要。 農林課 修正

生駒市の農地は地形・形状など
 要因  農作物 少量多品目
になり、儲かる農業は非常に難し
い状況です。
      販路拡大    積極
的な表現ではなく、③１・③２・
③３      取組 販路拡
大につながると考えています。

③１ 地産地消を推進するため、学校給食用食材の生産拡大、
地域農産物 加工品化等 取組 支援    （農林課 学
校給食センター）
③２ 地産地消を推進するため、事業者が地場野菜等を販売す
る取組を支援します （農林課 商工観光課）
③３ 地産地消を推進するため、地元飲食店等の消費ニーズ把
握 取 組    （農林課 商工観光課）

③１ 学校給食用食材の生産拡大、地域農産物の加工品化
（６次産業化）等 取組 支援    （農林課 学校給食
センター）
③２ 事業者が地場野菜等を販売する取組について、情報発信
等により支援します （農林課 商工観光課）
③３ 地場野菜等の使用について、地元飲食店等の消費ニーズ
把握 取 組    （農林課 商工観光課）

531 農業 ① 農地保全 関連する主な取組 都市計画課 修正 文言修正しました。

【既存農業者・新規就農者支援】
①３ 特定生産緑地制度 推進  都市農地 保全 進  豊
かな自然環境の形成を進めます。（都市計画課）

【既存農業者・新規就農者支援】
①４ 特定生産緑地制度※2を推進し、都市農地の保全を進
め、都市と緑・農の共生したまちづくりを推進します。（都市計画
課）

531 農業 ① 農地保全 脚注 農林課 修正 加筆しました。

記載なし ※1 農業振興地域：農業振興地域 整備 関  法律 基 
  今後相当長期    総合的 農業振興 図   地域  
て都道府県知事が指定する区域。
※2 特定生産緑地制度：小分野№4-1-2参照

531 農業 ② 農地活用 現状と課題 農林課 修正 文言修正しました。

市が遊休農地を無償で借り上げ非農業者に無償で貸し出す「遊
休農地活用事業  取 組  結果 都市住民の遊休農地の活
用が進んでいます。
今後 引 続   遊休農地活用事業    積極的 PR 行
       都市住民 事業参画  必要      

市が遊休農地を無償で借り上げ非農業者に無償で貸し出す「遊
休農地活用事業  取 組  結果 都市住民による遊休農地
の活用が進んでいます。
今後 引 続   遊休農地活用事業    積極的 PR 行
       都市住民 事業参画  必要      

531 農業 ② 農地活用 多様な主体との協創 農林課 修正 文言修正しました。

② 農業施策 進     農業者等  意見等 求  農業 
   推進懇話会 開催    （農林課）
② 遊休農地 活用  地域住民 農業者 大学等  協創 取
り組みます。（農林課）

② 農業施策 進     農業者等  意見等 求  農業 
   推進懇話会 開催    （農林課）
② 地域住民 農業者 大学等  協働   遊休農地 活用 
取り組みます。（農林課）

104 531 農業 ③ 地産地消 ５年後   
現状と課題

農業＝自然ではなく、「自然と親しむ」と「地産地消」との因
果関係 不明  農 親    改  変更 踏  現状 
課題の内容を追記する。

農林課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

■5年後   
③市民等 自然と親しむことで、地産地消が進んでいる。
■行政 5年間 主 取組
③４ 自然と親しむ人づくりのため、農業体験の実施や農業者と都
市住民  交流 図    （農林課）

■5年後   
③市民等 農と親しむことで、地産地消が進んでいる。
■行政 5年間 主 取組
③４ 農と親しむ人づくりのため、農業体験の実施や農業者と都市
住民  交流 図    （農林課）

105 531 農業 ③ 地産地消 現状と課題

農作物 地場産 置 換     魅力 価格 鍵    
前提としての存在感が重要である。これなしに「関心を持ち購
入し食すこと」と上から目線的に言われても進まないし、これ
は進んだ結果である。

農林課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし
た。

地産地消については、学校給食への出荷や農業祭、農業体験等
を実施しているが、市民に販売先等の情報があまり浸透していな
いのが現実です。
地産地消 推進       市民等 地場農作物 関心 持
ち購入し食すことが重要であり、そのためには、より積極的かつ効果
的な取組が必要です。

地産地消については、学校給食への出荷や農業祭、農業体験等
を実施していますが、地元飲食店 市民等に販売先等の情報が
あまり浸透していないのが現実です。
地元飲食店 市民等 地場野菜等 購入         地
場野菜等 魅力            購入場所等 情報 発
信が重要となります。

531 農業 ③ 地産地消 多様な主体との協創 農林課 修正 文言修正しました。

③ 農業施策 進     農業者等  意見等 求  農業 
   推進懇話会 開催    （農林課）
③ 地産地消 推進     市民 地元野菜等 積極的 購
入 促    （農林課 学校給食    ）
③ 地産地消の推進についてのワークショップ等を地域と取り組みま
  （農林課）
③ 農・福マルシェを開催するため、農業者や福祉事業所と協創し
   （農林課 障  福祉課）

③ 農・福マルシェを開催するため、農業者や福祉事業所と連携し
   （農林課 障  福祉課）
③ 地産地消 推進     市民 地元野菜等 積極的 購
入 促    （農林課 学校給食    ）
③ 地産地消の推進についてのワークショップ等を地域と取り組みま
  （農林課）
③ 農業施策 進     農業者等  意見等 求  農業 
   推進懇話会 開催    （農林課）
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1 611 行政経営 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 611 行政経営 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 611 行政経営 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 611 行政経営 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 611 行政経営 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 611 行政経営 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   関係課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■②の事業者ができること
記載なし

■②の事業者ができること
② PPPの募集に応募･提案する。

106 611 行政経営 ① 行政      行政 ５年間 主 取
組

①４
①２

現在作業中 次期行政改革大綱 策定 計画期間内 
行        取組   行政改革大綱 策定 必要 
  策定 併             構築 行    記
載も必要。

財政経営課
秘書企画課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし

た。

①１ 分野横断的な課題や地域特性に応じた課題に対応するた
  仕組   行政経営 PDCA     埋 込    （秘
書企画課）
①４ 事務事業 必要性 成果   明確   民間委託 考
慮     恒常的 整理 合理化 図      行政改革大
綱 基   行政改革 推進    （財政経営課）

①１ 中長期的 行政課題 対応     体制        
ントに取り組みます。（秘書企画課）
①４ 行政改革大綱 新  策定  限   資源 効果的 効
率的 行政経営 図                行  業務 
見直  部局     事業 統廃合  人材育成 推進等 
行政改革 推進    （財政経営課）

107 611 行政経営 ① 行政      行政 ５年間 主 取
組 ①４ 部局をまたいだ事業の統廃合の実施が必要。 財政経営課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし

た。

①４ 事務事業 必要性 成果   明確   民間委託 考
慮     恒常的 整理 合理化 図      行政改革大
綱 基   行政改革 推進    （財政経営課）

①４ 行政改革大綱 新  策定  限   資源 効果的 効
率的 行政経営 図                行  業務 
見直  部局     事業 統廃合  人材育成 推進等 
行政改革 推進    （財政経営課）

611 行政経営 ① 行政      現状と課題 秘書企画課 修正 文言修正しました。

市民    地域課題 多様化 複雑化  解決 長期間 要
する等課題解決のハードルが高まる一方で、人口減少や少子高
齢化 生産年齢人口 減少    人口構造 変化 伴  税
収減 社会保障費 増加    厳  財政状況 続    見
込まれます。このような状況のもと、予算や行政組織 人材等限り
ある経営資源を連動させ、これまで以上に最適に配分するととも
  有効  効率的 活用  効果的 行政経営 行    求
められています。

市民    多様化 行政課題 複雑化  解決 長期間 要
する等課題解決のハードルが高まる一方で、人口減少や少子高
齢化 生産年齢人口 減少    人口構造 変化 伴  税
収減 社会保障費 増加    厳  財政状況 続    見
込まれます。。このような状況のもと、予算や人員、組織等限りあ
る経営資源を連動させ、これまで以上に最適に配分するとともに、
有効  効率的 活用  効果的 行政経営 行    求  
れています。

611 行政経営 ① 行政      行政 ５年間 主 取
組 ①２ 秘書企画課 修正 文言修正しました。

①２ 総合計画 進行管理 適切 実施       施策評価
の結果をもとに、予算や人員、組織等の経営資源の最適かつ効
果的 配分 行   。（秘書企画課）

①２ 総合計画 進行管理 適切 実施       施策評価
の結果をもとに、予算や人員、組織等の経営資源を最適かつ効
果的に配分します。（秘書企画課）

108 611 行政経営 ② 公共施設 現状と課題

 民間建築物 市有施設   老朽化施設 対策経費 
増大     民間施設 老朽化対策 対 行政 支援 
 印象 与   体力的 困難    実施 意思    
であれば記載を改める。

財政経営課 修正 文言修正しました。

民間建築物 市有施設   老朽化施設 対策経費 増大や
重大な事故などのリスクも高まることが予想され、人口減少・少子
高齢化 迎  中 今後     施設 維持管理      大
きな課題となっています。

市有施設 老朽化対策経費の増大や重大な事故等のリスクも
高まることが予想され、人口減少・少子高齢化を迎える中、今後
     施設 維持管理      大  課題        

611 行政経営 ③ EBPM 行政 ５年間 主 取
組 ③４ 秘書企画課 修正 加筆しました。

③４ 各行政         各種    取  継続的   
ビスの改善につなげます。（秘書企画課）

③４ 各行政         効果検証のための各種データを取
り、継続的なサービスの改善につなげます。（秘書企画課）

1 612 情報提供・情報利活用 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。
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2 612 情報提供・情報利活用
行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 612 情報提供・情報利活用
行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 612 情報提供・情報利活用
行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 612 情報提供・情報利活用
行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 612 情報提供・情報利活用
市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   関係課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■①の事業者にできること
記載なし
■②の事業者にできること
② 主体的         利活用   新  公共     
創出する。
② 個人情報等 情報管理 徹底   

■①の事業者にできること
① 市 情報発信 拡散 協力   
■②の事業者にできること
② 主体的         利活用   新  公共     
創出する。
② 事業関連データをオープンデータとして公開する。
② 個人情報等 情報管理 徹底   

109 612 情報提供・情報利活用 ① 情報提供 行政 ５年間 主 取
組

情報公開        化 検討 行      小分野
    情報  市 出    望       市民 側 
立            料金発生 事実上 情報公開
抑制につながりかねないものであり、先ずはデジタル化の検討
が必要である。

総務課 原案どお
り

 情報公開制度    写  交
付については、ペーパーによる交付
だけでなく、電子データによる交付
（PDF化したものをCD-Rなどで
交付）も可能となっています。
・写しの交付の費用については、コ
ピー代としての実費相当分を負担
             （制度
の目的に照らして開示に係る手数
料 無料        ） 
CD-R   交付  場合  行
政コストとして生じている以上、一
定の負担は求めていかざる得ない
と考えています。

612 情報提供・情報利活用 ① 情報提供 指標 広報広聴課 修正 文言修正しました。

■指標①の説明文
市民満足度調査     市 情報収集元  広報紙    
    回答  比率 新年度4年度に広報紙、ホームページ共
に80%以上を目指します。（広報広聴課）

■指標①の説明文
市民満足度調査     市 情報収集元  広報紙    
    回答  比率 新元号4年度に広報紙、ホームページ共
に80%以上を目指します。（広報広聴課）

612 情報提供・情報利活用 ① 情報提供 関連する主な取組     魅力
創造課 修正 文言修正しました。

【新たな情報発信】
①４ 構築された都市ブランドを市内外に発信したり、体感したり
する場をつくることで生駒市の都市イメージを形成します。（いこま
 魅力創造課）

【新たな情報発信】
①４ 都市ブランド構築にあたって、まちの新たな価値を市内外に
発信したり、体感したりする場をつくることで生駒市の都市イメージ
 形成    （    魅力創造課）
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110 612 情報提供・情報利活用 ② 情報利活用 現状と課題
現状  二次利用    情報 多数      利用可
能とすることが先決となる。この点について課題、取組を明
記。

    魅力
創造課

原案どお
り

 二次利用    情報 多数   
   具体的   PDF等 "二次利
用しにくいデータ形式"の情報が多数
存在       指摘    理解 
     利用者 視点 立  二次
利用        提供      
望ましいことはご指摘の通りですが、
 二次利用       形式   
データ変換に多額の工数/費用がかか
る場合があります。このような場合、仮
 利便性 課題         ① 
ずは公開し、その後②ニーズや費用対
効果を勘案しより使いやすいデータ形
式  移行 検討          
加えて、公開済みデータに関する②
 二次利用       形式   
データ変換については、前述の工数/
費用的な課題もあることから、これを
優先  行    現時点 想定  
ていません。
今後、Open by Defaultの推進や
積極的なデータ公開支援により、より
二次利用       創出 向 
た取り組みを進めていきますので、ご
理解     

612 情報提供・情報利活用 ② 情報利活用 現状と課題     魅力
創造課 修正 文言修正しました。

多様化・複雑化する公共サービスへのニーズに対応するため、多
様な主体の参画と連携による公共サービス価値の最大化に取り
組む必要があります。

多様化・複雑化する公共サービスへのニーズに対応するため、多
様な主体の参画を促し、より質の高い公共サービスの創出につな
げる必要があります。

612 情報提供・情報利活用 ② 情報利活用 行政 ５年間 主 取
組

    魅力
創造課 修正 文言修正しました。

②１ オープンデータの取組に関する基本計画を策定すると共に、
オープンデータの意義の周知と、キー人材育成を推進します。（い
   魅力創造課）
②２ 各課連携による「Open by Default※2」の推進や積極的
    公開支援    二次利用       の創出に努めま
す （    魅力創造課）

②１ オープンデータの取組に関する基本計画を策定すると共に、
オープンデータの意義の周知と、キーパーソン育成を推進します。
（    魅力創造課）
②２ 各課連携による「Open by Default※2」の推進や積極的
    公開支援    二次利用       を創出します。
（    魅力創造課）

612 情報提供・情報利活用 ② 情報利活用 具体的な事業     魅力
創造課 修正 文言修正しました。

②１ 生駒市官民   活用推進計画 策定 職員教育 充
実        創出    利活用促進 目的       
組織（    魅力創造課）
②２ 契約書記載事項チェックの推進、データ形式の標準化等を
含    流通     整備（    魅力創造課）
②３        利活用     開催 市民団体等 開催
        協賛 協力 省庁 関係自治体  連携（   
 魅力創造課）
②４ ホームページにおける実施主体を超えた統計ページの作成
（総務課）

②１ 生駒市官民   活用推進計画 策定（    魅力創
造課）
職員教育 充実（    魅力創造課）
       創出    利活用促進 目的       組織
（    魅力創造課）
②２ 契約書記載事項     推進（    魅力創造課）
   形式 標準化等 含    流通     整備（    
魅力創造課）
②３        利活用     開催（    魅力創造
課）
市民団体等 開催        協賛 協力（    魅力創
造課）
省庁 関係自治体  連携（    魅力創造課）
②４ ホームページにおける実施主体を超えた統計ページの作成
（総務課）

54 ページ



№ 意  見 担当課 対応 意見 対  考 方 修正前 修正後小分野 細分野 項目

612 情報提供・情報利活用 脚注     魅力
創造課 修正 文言修正しました。

※1 オープンデータ：国や地方公共団体が保有する公共データ
    誰  容易 利用（入手 二次利用 再配布等）  
る形式、ルールで公開されたデータのこと。オープンデータの活用に
   住民参加 官民協働 推進 通  地域課題 解決 経
済活性化  行政 高度化 透明化 透明性 信頼性 向上 
期待できる。

※1 オープンデータ：小分野№3-1-1参照

612 情報提供・情報利活用 ③ 情報通信技術の
活用 現状と課題 総務課 修正 文言修正しました。

ICTの急速な進化は、私たちの生活においても幅広い場面で影響
         ICT利活用   方 大  変化       行
政分野        制度 導入     行政事務 効率化
 目的   ICT利活用 取組 進      

ICTの急速な進化は、私たちの生活においても幅広い場面で影響
         ICT利活用   方 大  変化       行
政        制度 導入     行政事務 効率化 目
的   ICT利活用 取組 進      

1 613 財政経営 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

2 613 財政経営 行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

3 613 財政経営 行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

4 613 財政経営 行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

5 613 財政経営 行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。 関係課 原案どお

り
 意見内容 原案    反映
しています。

6 613 財政経営 市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   関係課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■① 市民      
① 限   予算 使 道    考  市 長期的 運営 関
心を持つことで、将来の負担を減らす提案をする。
■② 市民      
記載なし
■①の事業者にできること
記載なし
■①の事業者にできること
記載なし

■① 市民      
① 限   予算 使 道    考  市 長期的 運営 関
心を持つことで、将来の負担を減らす提案をする。
① 市税等について納期限までに納税する。
■② 市民      
② 長期的 視点 財政運営 考   
■①の事業者にできること
① 市税等について納期限までに納税する。
■②の事業者にできること
② 長期的 視点 財政運営 考   

111 613 財政経営 ① 財政運営 指標 ①
目標で健全な財政運営を掲げているにも関わらず、経常収
支比率 目指 値 計画最終年度 97.7％      計
画内容に整合性がない。

財政経営課 原案どお
り

経常収支比率  社会保障費
の自然増加により、対策を取らな
ければ、100％を超えることが予
想      事業 見直 等 
取 組  進  経常収支比率
の抑制に努めて上昇をこの数値に
留     意味   目標値  
ています。

112 613 財政経営 ① 財政運営 行政 ５年間 主 取
組 ①３

将来世代への負担の増加につながらないことは必要である
が、一方で世代間の負担の公平性を担保することも必要で
あり、両視点からの記載することが必要。

財政経営課 修正 ご指摘を踏まえ修正しました。

①３ 市債は、将来世代への負担の増加につながらないよう厳選
して借入します。（財政経営課）

①３ 市債は、世代間の負担の公平性も考慮しつつ、将来世代
への負担の増加につながらないよう厳選して借入します。（財政
経営課）

113 613 財政経営 ① 財政運営 行政 ５年間 主 取
組 ①７     納税 流出超過 状況    積極的 活用   

財源として位置付けることは疑問。 課税課 修正

税控除   市民税 流出超過
       寄附金 確保  
ことで、その超過分の縮減を図る
意図が伝わるよう文言修正しまし
た。

①７ ふるさと納税をより積極的に活用し、歳入確保に努めます。
（課税課）

①７ ふるさと納税をより積極的に活用し、寄付金 増加 努  
す。（課税課）
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613 財政経営 ① 財政運営 現状と課題 課税課 修正 文言修正しました。

現在、人口は横ばいから減少傾向にあり、今後、生産人口の減
少 伴  歳入    市税収入 増加 見込       
  地方交付税 減少傾向        一般財源 増加 見
込めない状態です。
また、歳出において社会保障関係費は一般財源ベースで当面毎
年度約2億円以上増   見込   義務的経費 市 財政 
圧迫する厳しい状況です。
以上を踏まえ、活力          、歳入の確保に努めるとと
   経常経費     見直  実施      一般財源 確
保に努める必要があります。

現在、人口は横ばいから減少傾向にあり、今後、生産年齢人口
 減少 伴  歳入    市税収入 増加 見込      
らに、地方交付税も減少傾向にあることから、一般財源の増加が
見込   状況です。
また、歳出において社会保障関係費は一般財源ベースで当面毎
年度約2.5億円以上増   見込   義務的経費 市 財政
を圧迫する厳しい状況です。
以上を踏まえ、活力        進      、歳入の確保に
努       経常経費     見直  実施      一般
財源の確保に努める必要があります。

613 財政経営 ① 財政運営 関連する主な取組     魅力
創造課 修正 文言修正しました。

【歳入確保策】
①４ 構築された都市ブランドを市内外に発信したり、体感したり
する場をつくることで生駒市の都市イメージを形成します。（いこま
 魅力創造課）

【歳入確保策】
①４ 都市ブランド構築にあたって、まちの新たな価値を市内外に
発信したり、体感したりする場をつくることで生駒市の都市イメージ
 形成    （    魅力創造課）

114 613 財政経営 ② 公会計 行政 ５年間 主 取
組 ②１

財務書類の作成に止まらず、その分析、評価、財政計画へ
の活用を取組に追加。（具体的な事業に分析まで記載され
ており整合が必要）

財政経営課 修正 文言修正しました。

②１ 国 示 統一的 基準   財務書類 毎年度作成  
す。（財政経営課）

②１ 国 示 統一的 基準   財務書類 毎年度作成  
今後の財政運営に活用します。（財政経営課）

613 財政経営 ② 公会計 現状と課題 財政経営課 修正 文言修正しました。

今後 平成31年度  運営 開始   生駒北学校給食  
ターの運営費用等が必要となるほか、公共施設の約半分が、建
設  30年以上経過  長寿命化    保全 改修 費用 
必要と予想されます。
     状況 下  限   予算 効率的 配分     長
期的 視点  財政運営 行 必要      

平成28（2016）年度決算  国 示 統一的 基準   
地方公会計を導入するにあたり、減価償却等を含めた市の資産
 把握     固定資産台帳 整備       台帳 利用
  平成28（2016）年度以降 資産 負債       情報
 行政               情報 合   把握    
の財務書類を作成しています。
今後 新元号元（2019）年度  運営 開始   生駒北学
校給食センターの運営費用等が必要になるほか、公共施設の約
半分  建設  30年以上経過  長寿命化    保全 改
修の費用が必要になると予想されますので、この財務書類の分析
 進  限   予算 効率的 配分       長期的 視
点で財政運営に生かしていく必要があります。

1 614 職員 行政組織 現状と課題 現状と課題に今後の取組の方針が書かれている箇所があ
り、表現の訂正が必要。

人事課
秘書企画課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

2 614 職員 行政組織
行政 ５年間 主 取
組

取組の根拠を分かりやすくするため、現状と課題の各事項と
取組項目の記載順序とを合わせる。

人事課
秘書企画課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

3 614 職員 行政組織
行政 ５年間 主 取
組

５年間 実施予定    基本的 取組 継続  取組
も含め全て記載することが必要。

人事課
秘書企画課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

4 614 職員 行政組織
行政 ５年間 主 取
組

分野により取組の内容のレベルに差があり、また、具体的な
事業 位置        記載     整理 必要 

人事課
秘書企画課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

5 614 職員 行政組織
行政 ５年間 主 取
組

取組 関係  担当課名 省略   庁内連携 明確 
する。

人事課
秘書企画課

原案どお
り

 意見内容 原案    反映
しています。

6 614 職員 行政組織
市民      
事業者ができること

市民       事業者                  
  省略   記載   

人事課
秘書企画課 修正 ご指摘を踏まえ加筆しました。

■市民       事業者      
記載なし

■市民       事業者      
① 職員の応対等に対する要望を伝える。
② 行政 市民  協創  地域 課題 解決     想定  
行 研修 参加 協力   
③ 社会情勢に合わせた組織の改編に関心を持つ。
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614 職員 行政組織 ① 人事制度 行政 ５年間 主 取
組 人事課 修正 文言修正しました。

①１ 優秀な人材の早期確保をはかる     業務 省力化  
ステム化の推進  複雑 多様化  行政    対応   組
織体制を整えます。（人事課）

①１ 優秀な人材の早期確保を図る     業務 省力化  
ステム化を推進  複雑 多様化  行政    対応   職
員体制を整えます。（人事課）

614 職員 行政組織 ① 人事制度 具体的な事業 人事課 修正 文言修正しました。

①１ 新たな定員適正化計画に基づき 効率的 効果的 組織
づくりを推進する（人事課）
①２ 時間外勤務命令運用指針 効率的 効果的 運用 適
宜 見直  行 （人事課）

①１ 新たな定員適正化計画に基づく 効率的 効果的 組織
づくりの推進（人事課）
①２ 時間外勤務命令運用指針 効率的 効果的 運用 適
宜 見直 （人事課）

614 職員 行政組織 ① 人事制度 指標 人事課 修正 文言修正しました。

■指標名
時間外手当の推移（千円）
■指標の説明文
職員の時間外手当の総額。
毎年1％ 5年 5％削減     目標とします。（人事課）

■指標名
時間外勤務手当（千円）
■指標の説明文
職員の時間外勤務手当の総額。
毎年1％ 5年 5％削減     目指します。（人事課）

614 職員 行政組織 ① 人事制度 関連する主な取組     魅力
創造課 修正 文言修正しました。

【優秀な人材確保】
①４ 構築された都市ブランドを市内外に発信したり、体感したり
する場をつくることで生駒市の都市イメージを形成します。（いこま
 魅力創造課）

【優秀な人材確保】
①４ 都市ブランド構築にあたって、まちの新たな価値を市内外に
発信したり、体感したりする場をつくることで生駒市の都市イメージ
 形成    （    魅力創造課）

614 職員 行政組織 ② 人材育成 現状と課題 人事課 修正 文言修正しました。

行政    高度化 多様化     個々の職員が、地域課題
 把握  対応  能力 もつことが必要です。

市民    多様化 行政課題 複雑化       個々の職
員  地域課題 把握  対応  能力 備えることが必要で
す。

115 614 職員 行政組
織 ② 人材育成 行政 ５年間 主 取

組 ②１

現場 入    明示  地域    課題解決能力 協創
力 向上      現場 入    必要不可欠    
  現 入                   念頭 置   
メージしやすいように表現すべきではないか。

人事課 修正 ご指摘を踏まえ加筆修正しまし
た。

②１ 「生駒市人材育成基本方針」に基づき、社会情勢をとらえ
たテーマ別研修  地域 課題解決能力 向上 目的   研
修を実施します。（人事課）
②２ 職員 地域    課題解決能力 協創力 向上 資 
る自主参加型研修を実施します。（人事課）
②３ 自主研究グループ 積極的支援 行   。（人事課）

②１ 「生駒市人材育成基本方針」に基づき、社会情勢をとらえ
たテーマ別研修    地域 入  市民 協創  課題解決 
ることを具体的に想定した研修を実施します。（人事課）
②２ 職員 地域    課題解決能力 協創力 向上 資 
る自主参加型研修を実施します。（人事課）
②３ 自主研究グループを積極的に支援します。（人事課）

614 職員 行政組
織 ② 人材育成 具体的な事業 人事課 修正 文言修正しました。

②１ 地域課題解決       市民 地域団体 共同参加 
るファシリテーション研修を実施（人事課）
②２ 各地域で活躍するキーマンを招き自己啓発のきっかけづくりと
なる研修の実施（人事課）
②３ 自主研究グループ支援要綱の活用や、勉強会の開催や庁
内周知等の支援（人事課）

②１ 地域課題解決       市民 地域団体 共同参加 
るファシリテーション研修の実施（人事課）
②２ 各地域で活躍するキーパーソンを招き自己啓発のきっかけづ
くりとなる研修の実施（人事課）
②３ 自主研究グループ支援要綱の活用や、勉強会の開催や庁
内周知等の支援（人事課）

614 職員 行政組
織 ② 人材育成 指標 人事課 修正 文言修正しました。

■指標の説明文
研修・自主勉強会の開催延べ回数。
年度毎 3回開催     目標とします。（人事課）

■指標の説明文
研修・自主勉強会の開催延べ回数。
年度毎 3回開催     目指します。（人事課）
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614 職員 行政組織 ③ 行政組織 現状と課題 秘書企画課 修正 文言修正しました。

行政組織            社会情勢 合    少数精
鋭 効果的 組織 目指  毎年度変更          分
野横断的 課題 解消               毎年度設
置  特 平成27年度（2015）   若手職員 中心   プ
         毎年度設置  政策提案 行 等 一定の成
果を上げてきました。
今後、更 地域課題 複雑多様化  中  経営資源をこれま
で以上に効果的に配分するため、総合計画と予算、人事等が連
動した組織を構築することが求められています。
さらに、分野横断的な課題を早期に解消するためのプロジェクト
チームの設置を促進し、より機能的なものとすること、全庁的な施
策に対する意思決定スピードを向上させるためのトップマネジメント
機能を強化することが必要です。

行政組織            社会情勢 合    少数精
鋭 効果的 組織 目指  毎年度変更          分
野横断的 課題 解消               毎年度設
置  特 平成27年度（2015）   若手職員 中心   プ
            政策提案 行 等、一定の成果を上げて
きました。
今後、   市民    多様化  行政    複雑化  中
で、経営資源をこれまで以上に効果的に配分するため、総合計画
と予算、人事等が連動した組織を構築することが求められていま
す。
さらに、分野横断的な課題を早期に解消するためのプロジェクト
チームの設置を促進し、より機能的なものとすること、全庁的な施
策に対する意思決定スピードを向上させるためのトップマネジメント
機能を強化することが必要です。

614 職員 行政組織 ③ 行政組織 指標 秘書企画課 修正 文言修正しました。

■指標の説明文
          設置  行  事業 延 件数 年度毎 2
件を目標とします。（秘書企画課）

■指標の説明文
          設置  行  事業 延 件数 年度毎 2
件を目指します。（秘書企画課）

614 職員 行政組織 ③ 行政組織 関連する主な取組 秘書企画課 修正 文言修正しました。

 行政           構築 
①２ 総合計画 進行管理 適切 実施       施策評価
の結果をもとに、予算や人員、組織等の経営資源の最適かつ効
果的 配分 行    （秘書企画課）

 行政           構築 
①２ 総合計画 進行管理 適切 実施       施策評価
の結果をもとに、予算や人員、組織等の経営資源を最適かつ効
果的に配分します。（秘書企画課）
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